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第
一
章　

は
じ
め
に

　

第
一
節　

問
題
の
所
在

　

二
〇
一
七
年
に
行
わ
れ
た
我
が
国
の
債
権
法
改
正
に
お
い
て
は
、
様
々
な
議
論
の
交
錯
す
る
損
害
賠
償
規
定
の
改
正
も
含
ま
れ
て

い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
支
出
賠
償
の
議
論
は
検
討
の
対
象
と
は
な
っ
た
も
の
の
、
条
文
内
容
に
取
り
込
ま
れ
る
こ
と
は
な
く
、
将

来
の
議
論
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ 
た 
。
契
約
の
成
立
過
程
あ
る
い
は
履
行
過
程
に
お
い
て
、
そ
の
契
約
の
実
現
の
た
め
に
契
約

（
１
）

当
事
者
が
費
用
を
投
下
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
相
手
方
当
事
者
に
起
因
す
る
契
約
不
実
現
に
よ
り
無
駄
に
な
っ
た
場
合
、
ど
の
よ
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う
な
要
件
の
も
と
で
、
こ
れ
ら
費
用
の
填
補
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
今
な
お
議
論
の
余
地
が
残
さ
れ
て
い
る
。

　

債
権
法
改
正
後
に
お
け
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
原
則
的
な
根
拠
条
文
は
改
正
民
法
四
一
五
条
一 
項 
で
あ
り
、
二
項
に
お
い
て
債
務

（
２
）

の
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
い
う
概
念
を
新
た
に
定
め
る
こ
と
に
な
っ
た
。
履
行
不
能
、
履
行
拒
絶
、
解
除
の
場
合
に
認
め
ら
れ

る
損
害
賠
償
請
求
権
の
内
容
は
、
こ
れ
ま
で
の
議
論
に
お
け
る
履
行
利
益
賠
償
に
相
当
す
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、
統
一
的
な
損
害
賠

償
請
求
権
の
根
拠
条
文
を
創
設
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
、
損
害
賠
償
請
求
権
の
成
立
原
因
に
注
目
し
て
発
展
し
て
き
た
従
来
の
履

行
利
益
、
信
頼
利
益
二
分
論
の
考
え 
方 
に
影
響
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
。
契
約
の
成
立
ま
た
は
存
続
を
前
提
と
し
た
履
行
利
益
賠
償

（
３
）

と
、
契
約
の
不
成
立
ま
た
は
不
存
在
を
根
拠
と
し
た
信
頼
利
益
賠
償
と
い
う
説
明
が
な
く
な
る
わ
け
で
は
な
い
と
し
て
も
、
契
約
不

実
現
へ
の
救
済
と
し
て
は
、
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
を
第
一
義
的
に
考
え
る
と
い
う
方
針
は
明
ら
か
に
さ
れ
た
と
い
え
る
で
あ
ろ

う
。

　

し
か
し
、
す
で
に
論
じ
ら
れ
て
き
た
よ
う 
に 
、
我
が
国
の
信
頼
利
益
論
で
の
賠
償
範
囲
は
多
岐
に
わ
た
り
、
様
々
な
性
質
の
も
の

（
４
）

が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
、
従
来
の
履
行
利
益
、
信
頼
利
益
論
が
ど
の
よ
う
に
重
な
り
合
う
こ
と
に
な

る
の
か
、
さ
ら
に
は
、
例
え
ば
契
約
を
解
除
す
る
際
、
改
正
民
法
四
一
五
条
二
項
に
よ
ら
ず
に
一
項
を
根
拠
に
損
害
賠
償
請
求
が
行

わ
れ
た
場
合
の
内
容
が
ど
の
よ
う
に
確
定
さ
れ
る
の
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
一
項
に
よ
る
損
害
賠
償
は
、
改
正
民
法

四
一
六 
条 
に
お
い
て
も
、
差
額
説
と
相
当
因
果
関
係
で
損
害
賠
償
の
範
囲
を
確
定
し
よ
う
と
す
る
伝
統
的
な
理
解
を
変
ず
る
こ
と
な

（
５
）

く
、
そ
の
柔
軟
な
枠
組
み
に
特
段
の
制
限
を
行
う
こ
と
な
く
事
案
の
解
決
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
そ
う
す
る
と
、
二
項
各
号

に
該
当
し
、
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
を
請
求
で
き
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
履
行
利
益
の
賠
償
で
は
満
足
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と

債
権
者
が
考
え
る
と
き
、
ど
の
よ
う
な
法
律
構
成
に
よ
り
、
何
を
ど
の
範
囲
で
賠
償
の
対
象
と
で
き
る
の
か
を
明
ら
か
に
し
て
お
く

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
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こ
の
よ
う
な
問
題
状
況
を
解
明
し
、
あ
る
べ
き
損
害
賠
償
制
度
を
構
築
し
て
い
く
た
め
、
契
約
に
際
し
て
行
わ
れ
た
支
出
と
い
う

概
念
に
注
目
し
た
い
。
も
ち
ろ
ん
、
契
約
の
実
現
過
程
に
お
い
て
、
そ
の
実
現
の
た
め
に
支
払
わ
れ
る
費
用
は
、
当
該
契
約
の
中
で

収
支
が
計
算
さ
れ
て
い
る
べ
き
も
の
で
あ
る
か
ら
、
原
則
と
し
て
支
出
を
行
っ
た
当
事
者
が
負
担
す
べ
き
も
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、

契
約
が
実
現
さ
れ
た
場
合
に
は
も
ち
ろ
ん
、
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
と
き
に
は
個
別
の
問
題
と
し
て
表
面
化
す
る

こ
と
は
な
い
。
し
か
し
、
契
約
が
最
終
的
に
は
実
現
さ
れ
ず
に
履
行
利
益
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
と
い
う
場
合
に
、
こ
の
よ
う
な
費
用

を
ど
ち
ら
の
当
事
者
が
負
担
す
べ
き
で
あ
る
の
か
と
い
う
問
題
は
、
不
法
行
為
法
で
処
理
さ
れ
た
事 
例 
も
含
め
て
み
れ
ば
、
す
で
に

（
６
）

実
務
上
も
顕
在
化
し
つ
つ
あ
る
状
況
と
い
え 
る 
。
こ
れ
ま
で
の
議
論
に
お
い
て
は
、
契
約
法
で
も
不
法
行
為
法
で
も
、
支
出
を
一
つ

（
７
）

の
損
害
項
目
と
み
て
、
相
当
因
果
関
係
の
範
囲
に
あ
る
か
否
か
と
い
う
基
準
の
み
に
よ
り
判
断
が
行
わ
れ
て
き 
た 
。
（
８
）

　

こ
の
よ
う
な
国
内
状
況
に
対
し
て
、
国
際
的
観
点
か
ら
み
る
と
、
ユ
ニ
ド
ロ
ワ
国
際
商
事
契
約
原
則
や
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
原
則

で
は
、
義
務
違
反
と
し
て
契
約
違
反
を
一
元
的
に
把
握
し
た
上
で
、
債
権
者
に
契
約
の
解
消
に
向
け
た
救
済
方
法
を
用
意
す
る
と
い

う
方
法
を
採
用
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
損
害
賠
償
の
範
囲
を
定
め
る
ユ
ニ
ド
ロ
ワ
７
・
４
・
２ 
条 
や
契
約
法
原
則
９
：
５
０
２ 

（
９
）

は
、
損
害
賠
償
に
履
行
利
益
と
信
頼
利
益
の
双
方
を
含
め
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
を
中
心
と
し
た
取
引
法
体
系
の
世

界
的
統
一
化
に
向
け
て
の
動
き
は
我
が
国
に
お
い
て
も
注
目
す
べ
き
議
論
の
一
つ
と
い
え
よ
う
。

　

第
二
節　

検
討
の
対
象
お
よ
び
方
法

　

本
稿
が
対
象
と
し
よ
う
と
す
る
課
題
は
、
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
、
そ
れ
に
よ
っ
て
尽
く
す
こ
と
が
で
き
な
い
賠
償
範
囲
を

検
討
し
、
そ
れ
ら
が
こ
れ
ま
で
の
損
害
賠
償
制
度
が
ど
の
よ
う
な
関
係
に
あ
る
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
と
い
う
損
害
賠
償
制
度
の
根

幹
に
関
わ
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
我
が
国
と
同
様
に
損
害
賠
償
制
度
の
枠
組
み
を
変
更
し
、
給
付
に
か
わ

（　

）
１０条
で
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る
損
害
賠 

中
心
に
据
え
た
ド
イ
ツ
法
を
比
較
の
対
象
と
し
て
示
唆
を
得
る
こ
と
に
し
た
い
。
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
は
、
す
で
に

二
〇
〇
二
年
に
全
面
的
な
債
務
法
改 

行
わ
れ
、
民
法
典
二
八
四 

お
い
て
支
出
賠
償
請
求
権
が
創
設
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ 

そ
し
て
現
在
は
、
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権
に
統
合
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
支
出
と
、
そ
れ
以
外
の
条
文
に
定
め
ら
れ

た
支
出
お
よ
び
支
出
類
似
概
念
と
が
混
在
す
る
状
況
に
あ 

統
一
的
な
支
出
賠
償
請
求
権
の
創
設
と
い
う
立
法
意
図
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
な
ぜ
こ
の
よ
う
な
事
態
が
生
じ
て
い
る
の
か
、
ま
た
将
来
的
に
こ
れ
ら
を
統
合
し
う
る
の
か
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

我
が
国
に
支
出
賠
償
の
思
想
を
持
ち
込
ん
だ
場
合
、
こ
れ
ま
で
相
当
性
と
い
う
の
み
で
判
断
さ
れ
て
い
た
賠
償
範
囲
の
問
題
に
一
つ

の
基
準
を
定
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
れ
に
伴
い
ど
の
よ
う
な
問
題
が
生
じ
る
の
か
を
検
討
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

同
時
に
、
ド
イ
ツ
法
上
の
具
体
的
な
問
題
と
し
て
、
支
出
賠
償
請
求
権
の
賠
償
範
囲
は
ど
の
よ
う
に
定
ま
る
の
か
の
議
論
も
深
め

ら
れ
て
き
て
い
る
点
に
注
目
す
る
。
す
な
わ
ち
、
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
支
出
そ
の
も
の
を
賠
償
の
対
象
に
す 

と
い
う
基
本
構

造
か
ら
、
対
象
と
な
る
支
出
額
を
そ
の
ま
ま
賠
償
額
と
認
定
し
て
お
り
、
賠
償
適
格
性
の
判
断
と
賠
償
範
囲
の
問
題
を
区
別
す
る
必

要
性
に
乏
し
い
と
考
え
ら
れ
て
き
た
た
め
、
請
求
権
の
根
拠
と
範
囲
を
区
別
す
る
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
も
、
両
者
を
個
別
に
判
断
す

る
と
い
う
方
法
が
十
分
に
は
実
現
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
具
体
的
な
事
例
を
解
決
す
る
裁
判
例
に
お
い
て
は
、
金
額
面
で

も
妥
当
な
解
決
が
図
ら
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
ド
イ
ツ
民
法
典
の
中
で
支
出
が
ど
の
よ
う
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
の

か
を
俯
瞰
す
る
こ
と
で
、
具
体
的
な
事
例
と
の
関
係
で
、
賠
償
範
囲
の
確
定
に
ど
の
よ
う
な
考
慮
が
行
わ
れ
て
い
る
の
か
を
検
討
す

る
。

　

こ
れ
ら
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
本
稿
に
お
い
て
は
、
ド
イ
ツ
民
法
典
二
八
四
条
を
概
観
し
（
第
二
章
）、
同
条
に
つ
い
て
の
裁

判
例
お
よ
び
学
説
を
整
理
す
る
（
第
三
章
）。
次
に
ド
イ
ツ
民
法
典
に
定
め
ら
れ
る
支
出
お
よ
び
支
出
類
似
概
念
を
分
析
し
（
第
四

章
）、
再
び
支
出
賠
償
請
求
権
に
お
け
る
賠
償
範
囲
を
検
討
す
る
こ
と
で
（
第
五
章
）、
我
が
国
の
賠
償
制
度
へ
の
示
唆
を
得
る
こ
と

（　

）
１１償
を

（　

）
１２正
が

（　

）
１３条
に

（　

）
１４た
。

（　

）
１５る
。

（　

）
１６る
、
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に
し
た
い
（
第
六
章
）。 

（
１
）　

民
法
（
債
権
法
）
改
正
検
討
委
員
会
編
『
詳
解
債
権
法
改
正
の
基
本
方
針
Ⅱ
』（
商
事
法
務
・
二
〇
〇
九
年
）
二
六
八
頁
参
照
。

（
２
）　

本
稿
の
中
心
的
課
題
と
の
関
連
で
は
、
こ
れ
ま
で
契
約
締
結
上
の
過
失
と
し
て
扱
わ
れ
た
領
域
に
つ
い
て
、
民
法
四
一
二
条
の
二
第
二
項
が
新
た

な
請
求
権
根
拠
条
文
と
し
て
創
設
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

（
３
）　

於
保
不
二
雄
『
債
権
総
論
（
新
版
）』（
一
九
七
二
年
・
有
斐
閣
）
一
三
五
頁
、
奥
田
昌
道
編
著
『
注
釈
民
法
（　

）』（
一
九
八
七
年
・
有
斐
閣
）

１０

四
七
七
頁
以
下
〔
北
川
善
太
郎
〕、
奥
田
昌
道
編
著
『
新
版
注
釈
民
法
（　

）
Ⅱ
』（
二
〇
一
一
年
・
有
斐
閣
）〔
北
川
善
太
郎
著
・
潮
見
佳
男
補

１０

訂
〕
二
九
八
頁
以
下
、
円
谷
峻
『
新
・
契
約
の
成
立
と
責
任
』（
二
〇
〇
四
年
・
成
文
堂
）
二
九
頁
以
下
、
難
波
譲
治
「
信
頼
利
益
、
履
行
利
益
論

の
現
状
と
課
題
」
立
教
法
学
七
〇
号
二
九
頁
以
下
参
照
。

（
４
）　

於
保
（
前
掲
注
３
）
一
三
七
頁
以
下
、
星
野
英
一
「
瑕
疵
担
保
の
研
究
─
日
本
」
同
『
民
法
論
集
第
三
巻
』（
一
九
七
二
年
・
有
斐
閣
）
一
七
一
頁

以
下
、
二
二
六
頁
以
下
、
奥
田
昌
道
『
債
権
総
論
（
増
補
版
）』（
一
九
九
二
年
・
悠
々
社
）
二
一
〇
頁
、
平
井
宜
雄
『
債
権
総
論
（
第
二
版
）』

（
一
九
九
四
年
・
弘
文
堂
）
七
一
頁
参
照
。

（
５
）　

民
法
四
一
六
条
の
改
正
も
様
々
な
議
論
が
検
討
さ
れ
た
が
、
賠
償
範
囲
の
規
範
化
の
み
が
文
言
上
の
改
正
と
し
て
な
さ
れ
て
い
る
。

（
６
）　

支
出
相
当
額
の
金
銭
賠
償
を
認
め
た
裁
判
例
と
し
て
、
人
損
の
場
合
に
つ
い
て
、
福
岡
地
方
裁
判
所
昭
和
五
〇
年
七
月
二
五
日
判
決
・
交
民
八
巻

四
号
一
〇
六
四
頁
、
横
浜
地
方
裁
判
所
昭
和
六
三
年
五
月
二
六
日
判
決
・
交
民
二
一
巻
三
号
五
二
〇
頁
、
岡
山
地
方
裁
判
所
平
成
元
年
八
月
十
六

日
判
決
・
交
民
二
二
巻
四
号
九
一
一
頁
、
大
阪
地
方
裁
判
所
平
成
四
年
八
月
二
八
日
判
決
・
交
民
二
五
巻
四
号
一
〇
〇
一
頁
、
神
戸
地
方
裁
判
所

平
成
八
年
十
二
月
十
二
日
判
決
・
交
民
二
九
巻
六
号
一
七
九
四
頁
、
岡
山
地
方
裁
判
所
平
成
九
年
五
月
二
九
日
判
決
・
交
民
三
〇
巻
三
号
七
九
六

頁
、
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
九
年
十
一
月
十
一
日
判
決
・
交
民
三
〇
巻
六
号
一
六
三
八
頁
、
神
戸
地
方
裁
判
所
平
成
十
年
七
月
十
七
日
判
決
・
交

民
三
一
巻
四
号
一
〇
七
八
頁
、
大
分
地
方
裁
判
所
平
成
六
年
九
月
三
〇
日
判
決
・
交
民
二
七
巻
五
号
一
三
六
三
頁
、
大
阪
地
方
裁
判
所
平
成
九
年

二
月
一
〇
日
判
決
・
交
民
三
〇
巻
一
号
二
〇
八
頁
。
物
損
に
つ
い
て
は
、
横
浜
地
方
裁
判
所
平
成
六
年
四
月
十
四
日
判
決
・
交
民
二
七
巻
二
号
四

七
七
頁
、
東
京
地
方
裁
判
所
判
決
平
成
二
年
十
二
月
二
一
日
判
決
・
交
民
二
三
巻
六
号
一
五
一
八
頁
。
否
定
例
と
し
て
、
東
京
地
方
裁
判
所
昭
和

六
三
年
十
二
月
六
日
判
決
・
交
民
二
一
巻
六
号
一
二
五
八
頁
、
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
二
年
十
二
月
十
八
日
判
決
・
交
民
二
三
巻
六
号
一
四
九
九

頁
。
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（
７
）　

無
駄
に
な
っ
た
支
出
と
い
う
形
で
論
じ
ら
れ
た
事
件
と
し
て
は
、「
ス
タ
ー
芸
能
企
画
事
件
」（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
六
年
九
月
八
日
判
決
・
判

時
一
五
三
六
号
六
一
頁
）
が
あ
る
。
こ
の
事
件
で
は
、
出
演
契
約
の
解
除
に
と
も
な
う
損
害
賠
償
に
際
し
て
、
芸
能
プ
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン
の
行
っ
た

新
人
歌
手
の
売
り
出
し
の
た
め
の
支
出
が
無
駄
に
な
っ
た
場
合
に
、
こ
れ
が
賠
償
の
対
象
と
な
る
か
が
争
わ
れ
た
。
判
決
は
、
芸
能
プ
ロ
ダ
ク
シ

ョ
ン
の
収
益
獲
得
に
寄
与
し
た
部
分
に
つ
い
て
は
無
駄
に
な
っ
て
い
な
い
と
し
た
う
え
で
、
そ
の
他
の
部
分
に
つ
い
て
も
、
新
人
歌
手
の
成
功
の

見
込
み
が
高
く
な
い
こ
と
を
理
由
に
、
歌
手
の
側
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
と
諸
費
用
が
無
駄
に
な
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
の
因
果
関
係
を
否
定
し

て
い
る
。

　
　
　
　

ま
た
「
プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル
日
教
組
教
研
修
会
会
場
等
使
用
拒
否
事
件
」（
東
京
高
等
裁
判
所
平
成
二
二
年
十
一
月
二
五
日
判
決
・
判
時
二
一
四
二

号
一
五
七
頁
）
は
、
ホ
テ
ル
が
施
設
使
用
を
拒
否
し
た
こ
と
に
よ
り
団
体
主
催
の
前
夜
祭
お
よ
び
全
体
集
会
が
実
施
で
き
な
く
な
っ
た
こ
と
に
つ

い
て
、
ホ
テ
ル
取
締
役
の
義
務
違
反
を
認
め
た
。
そ
こ
で
は
、
未
払
い
分
も
含
め
た
集
会
の
た
め
の
支
出
、
個
々
の
組
合
員
の
宿
泊
キ
ャ
ン
セ
ル

料
を
団
体
が
負
担
し
た
こ
と
、
集
会
実
現
の
た
め
の
労
力
等
に
つ
い
て
の
賠
償
が
争
わ
れ
、
前
二
者
に
つ
い
て
は
財
産
的
損
害
と
し
て
、
労
力
等

に
つ
い
て
は
無
形
的
損
害
と
し
て
賠
償
を
認
め
た
。

　
　
　
　

こ
の
他
に
、
契
約
違
反
と
相
当
因
果
関
係
に
あ
る
損
害
で
あ
る
と
し
か
述
べ
て
は
い
な
い
も
の
の
、
下
級
審
裁
判
所
に
お
い
て
は
、
支
出
の
賠

償
を
認
め
た
事
例
を
み
る
こ
と
が
で
き
る
（
大
阪
高
等
裁
判
所
昭
和
四
六
年
一
〇
月
二
一
日
判
決
・
判
時
六
五
六
号
五
六
頁
、
東
京
地
方
裁
判
所

昭
和
四
七
年
七
月
十
七
日
判
決
・
判
時
六
八
八
号
七
六
頁
、
大
阪
地
方
裁
判
所
昭
和
四
七
年
十
二
月
八
日
・
判
時
七
一
三
号
一
〇
四
頁
、
東
京
地

裁
昭
和
四
八
年
九
月
二
五
日
判
決
・
判
時
七
四
〇
号
七
五
頁
、
東
京
高
等
裁
判
所
昭
和
六
一
年
五
年
二
八
日
判
決
・
判
時
一
一
九
四
号
八
二
頁
、

東
京
地
方
裁
判
所
昭
和
六
一
年
六
月
三
〇
日
判
決
・
判
タ
六
〇
六
号
一
〇
一
頁
、
仙
台
高
等
裁
判
所
平
成
二
三
年
五
月
十
二
日
判
決
・
判
時
二
一

六
四
号
六
九
頁
、
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
二
四
年
二
月
八
日
判
決
・
判
時
二
一
六
五
号
八
七
頁
）。

（
８
）　

最
高
裁
判
所
昭
和
四
九
年
四
月
二
五
日
判
決
（
民
集
二
八
巻
三
号
四
四
七
頁
）
は
、
事
故
と
関
連
し
た
交
通
費
に
つ
い
て
民
法
四
一
六
条
の
問
題

で
あ
る
と
し
て
、「
交
通
事
故
等
の
不
法
行
為
に
よ
っ
て
被
害
者
が
重
傷
を
負
っ
た
た
め
、
被
害
者
の
現
在
地
か
ら
遠
隔
の
地
に
居
住
又
は
滞
在
し

て
い
る
被
害
者
の
近
親
者
が
、
被
害
者
の
看
護
等
の
た
め
に
被
害
者
の
許
に
赴
く
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
そ
れ
に
要
す
る
旅
費
を
出
捐
し
た
場

合
、
当
該
近
親
者
に
お
い
て
看
護
等
の
た
め
被
害
者
の
許
に
赴
く
こ
と
が
、
被
害
者
の
傷
害
の
程
度
、
当
該
近
親
者
が
看
護
に
あ
た
る
こ
と
の
必

要
性
等
の
諸
般
の
事
情
か
ら
み
て
社
会
通
念
上
相
当
で
あ
り
、
被
害
者
が
近
親
者
に
対
し
右
旅
費
を
返
還
又
は
償
還
す
べ
き
も
の
と
認
め
ら
れ
る

と
き
に
は
、
右
旅
費
は
、
近
親
者
が
被
害
者
の
許
に
往
復
す
る
た
め
に
通
常
利
用
さ
れ
る
交
通
機
関
の
普
通
運
賃
の
限
度
内
に
お
い
て
は
、
当
該
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不
法
行
為
に
よ
り
通
常
生
ず
べ
き
損
害
に
該
当
す
る
も
の
と
解
す
べ
き
で
あ
る
」
と
し
た
。

（
９
）　

私
法
統
一
国
際
協
会
（
内
田
貴
＝
曽
野
裕
夫
＝
森
下
哲
朗
＝
大
久
保
紀
彦
訳
）『U
N
ID
O
R
O
IT

 
 
  
 
 
 
  　

国
際
商
事
契
約
原
則
２
０
１
０
』（
二
〇
一
三

年
・
商
事
法
務
）
一
八
四
頁
以
下
参
照
。
な
お
、
条
文
訳
は
同
書
に
よ
る
。

　
　
　
　

第
７
・
４
・
２
条
（
全
部
賠
償
）

　
　
　

⑴　

債
権
者
は
、
不
履
行
の
結
果
受
け
た
損
害
に
つ
き
全
部
賠
償
を
請
求
す
る
権
利
を
有
す
る
。
こ
の
損
害
に
は
、
債
権
者
の
被
っ
た
損
失
お
よ

び
奪
わ
れ
た
利
益
の
双
方
が
含
ま
れ
る
。
た
だ
し
、
債
権
者
が
出
費
や
損
失
を
免
れ
た
結
果
得
た
利
益
は
控
除
さ
れ
る
。

　
　
　

⑵　

前
項
の
損
害
は
、
身
体
的
ま
た
は
精
神
的
苦
痛
、
そ
の
他
の
非
金
銭
的
損
害
を
含
む
。

（　

）　

オ
ー
レ
・
ラ
ン
ド
ー
／
ヒ
ュ
ー
・
ビ
ー
ル
編
（
潮
見
佳
男
＝
中
田
邦
博
＝
松
岡
久
和
監
訳
）『
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
原
則
Ⅰ
・
Ⅱ
』（
二
〇
〇
六
年
・

１０

法
律
文
化
社
）
四
六
一
頁
、
四
六
四
頁
参
照
。
な
お
、
条
文
訳
は
同
書
に
よ
る
。

　
　
　

９
：
５
０
２
条　

損
害
賠
償
の
一
般
的
算
定
基
準

損
害
賠
償
の
一
般
的
算
定
基
準
は
、
被
害
当
事
者
を
、
契
約
が
適
切
に
履
行
さ
れ
て
い
た
な
ら
ば
お
か
れ
て
い
た
で
あ
ろ
う
状
態
に
、
可
能

な
か
ぎ
り
近
づ
け
る
額
で
あ
る
。
こ
の
損
害
賠
償
に
は
、
被
害
当
事
者
が
受
け
た
積
極
的
損
失
お
よ
び
被
害
当
事
者
か
ら
奪
わ
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
将
来
の
利
益
が
含
ま
れ
る
。

（　

）　

ド
イ
ツ
法
上
の
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
我
が
国
に
お
け
る
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
は
、
填
補
賠
償
を
意
味
す
る
も
の
と
し
て
、
同
じ
内
容

１１

を
想
定
し
て
い
る
（
基
本
方
針
Ⅱ
（
前
掲
注
１
）
二
五
九
頁
、
潮
見
佳
男
『
民
法
（
債
権
関
係
）
改
正
法
の
概
要
』（
き
ん
ざ
い
・
二
〇
一
七
年
）

六
九
頁
、
商
事
法
務
編
『
民
法
（
債
権
関
係
）
部
会
資
料
集
第
３
集
〈
第
２
巻
〉』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
六
年
）
五
二
五
頁
以
下
（
部
会
資
料　
６８

Ａ
八
頁
以
下
）、
筒
井
健
夫
・
村
松
秀
樹
編
著
『
一
問
一
答
民
法
（
債
権
関
係
）
改
正
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
八
年
）
七
六
頁
）。

（　

）　

B
G
B
l.
I
S
.42,
b
er.
S
.2909

u
n
d
B
G
B
l.

 
 
 
      
      
     
       
 
 
  
 
 
   I

2003
S
.738

        
    .  

１２
（　

）　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
八
四
条
（
無
駄
に
な
っ
た
支
出
の
賠
償
）

１３

債
権
者
は
、
給
付
の
獲
得
を
信
頼
し
て
支
出
を
行
い
、
か
つ
、
衡
平
の
観
点
か
ら
み
て
支
出
を
行
っ
て
も
よ
い
と
さ
れ
る
と
き
に
は
、
給
付

に
か
わ
る
損
害
賠
償
に
か
え
て
支
出
の
賠
償
を
請
求
で
き
る
。
た
だ
し
、
債
務
者
の
義
務
違
反
が
な
か
っ
た
と
し
て
も
、
そ
の
目
的
が
到
達

さ
れ
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
と
き
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

　
　
　
　

以
下
、
特
に
記
載
の
な
い
限
り
、
ド
イ
ツ
民
法
典
を
民
法
典
と
し
て
引
用
す
る
。
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（　

）　

ド
イ
ツ
に
お
け
る
支
出
賠
償
制
度
に
関
す
る
論
考
と
し
て
、
福
田
清
明
「
費
用
賠
償
請
求
権
の
視
点
か
ら
見
た
プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル
日
教
組
大
会
事

１４

件
─
東
京
高
判
平
二
二
・
一
一
・
二
五
判
時
二
一
〇
七
・
一
一
六
（
民
事
）
─
」
明
治
学
院
大
学
法
科
大
学
院
ロ
ー
レ
ビ
ュ
ー
一
七
号
六
一
頁
以

下
、
同
「
費
用
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
─
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
の
も
う
一
つ
の
可
能
性
」
円
谷
峻
＝
松
尾
弘
編
集
代
表
『
山
田
卓
生

先
生
古
稀
記
念
論
文
集　

損
害
賠
償
法
の
軌
跡
と
展
望
』（
二
〇
〇
八
年
・
日
本
評
論
社
）
五
二
七
頁
以
下
、
同
「
ド
イ
ツ
新
民
法
典
二
八
四
条
の

費
用
賠
償
請
求
権
」
明
治
学
院
論
叢
法
学
研
究
七
四
号
一
頁
、
上
田
貴
彦
「
ド
イ
ツ
給
付
障
害
法
に
お
け
る
費
用
賠
償
制
度
の
概
観
─
契
約
利
益

賠
償
論
の
再
構
築
を
見
据
え
て
─
」
同
志
社
法
学
五
七
巻
五
号
（
三
一
〇
号
）
一
二
七
頁
（
一
五
三
三
頁
）、
藤
田
寿
夫
「
民
法
四
一
六
条
と
無
駄

に
な
っ
た
出
費
の
賠
償
」
新
井
誠
＝
山
本
敬
三
編
著
『
ゲ
ル
ハ
ル
ト
・
リ
ー
ス
教
授
退
官
記
念
論
文
集　

ド
イ
ツ
法
の
継
受
と
現
代
日
本
法
』（
二

〇
〇
九
年
・
日
本
評
論
社
）
二
八
一
頁
以
下
、
潮
見
佳
男
「
債
権
総
論
Ｉ
（
第
二
版
）」（
信
山
社
・
二
〇
〇
三
年
）
三
二
四
頁
、
奥
田
編
（
前
掲

注
３
）〔
北
川
＝
潮
見
〕
三
〇
六
頁
以
下
が
あ
る
。

（　

）　

本
稿
で
は
、A

u
fw
en
d
u
n
g
en

 
 
  
  
 
 
 
 
  

の
訳
語
と
し
て
、
支
出
を
用
い
る
。
ま
た
、
全
て
支
出
あ
る
い
は
費
用
と
し
て
同
じ
訳
語
を
あ
て
る
こ
と
も
可
能

１５

で
あ
る
が
、V

erw
en
d
u
n
g
en

 
   
  
 
 
 
 
  

に
費
用
（V
erw
en
d
u
n
g

 
   
  
 
 
 
 

で
利
用
と
い
う
意
味
で
用
い
ら
れ
て
い
る
条
文
も
あ
る
）、K

o
sten

 
 
    

に
経
費
、A

u
slag
e

 
 
    
 n  

に
出
費
と
い
う
語
を
用
い
、
こ
れ
ら
全
て
を
ま
と
め
た
も
の
を
出
捐
と
す
る
。
た
だ
し
、
ド
イ
ツ
民
法
典
上
、
こ
れ
ら
の
文
言
が
、
賠
償
適
格
性

や
賠
償
範
囲
を
確
定
す
る
に
際
し
て
、
明
確
に
使
い
分
け
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

　
　
　
　

ド
イ
ツ
法
上
の
支
出
概
念
は
、
請
求
権
根
拠
条
文
で
用
い
ら
れ
る
ほ
か
、
割
当
規
定
や
定
義
規
定
に
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
も
あ
る
が
、
支
出

賠
償
請
求
権
を
主
題
と
す
る
本
稿
に
お
い
て
は
、
原
則
と
し
て
請
求
権
根
拠
条
文
の
み
を
検
討
の
対
象
と
す
る
。
ド
イ
ツ
民
法
典
上
、
出
捐
に
該

当
す
る
語
が
用
い
ら
れ
て
い
る
条
文
は
全
部
で
二
三
五
ヶ
条
（
重
複
を
含
め
、
支
出
六
五
カ
条
、
費
用
三
三
ヶ
条
、
経
費
一
五
四
ヶ
条
、
出
費
七

ヶ
条
）
あ
る
が
、
本
稿
に
お
い
て
は
そ
の
う
ち
一
九
ヶ
条
を
引
用
す
る
。
な
お
、
支
出
と
費
用
に
つ
い
て
は
五
ヶ
条
、
費
用
と
経
費
に
つ
い
て
は

三
ヶ
条
、
経
費
と
出
費
に
つ
い
て
は
一
ヶ
条
存
在
し
、
三
種
の
文
言
が
同
時
に
用
い
ら
れ
て
い
る
条
文
は
存
在
し
な
い
。

（　

）　

支
出
賠
償
請
求
権
で
は
、
損
害
賠
償
と
し
て
は
非
財
産
的
損
害
と
評
価
さ
れ
る
無
形
的
損
失
を
填
補
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
支
出
を
通
じ
て
目

１６

的
の
実
現
可
能
性
を
金
銭
に
よ
っ
て
具
体
化
し
た
と
い
う
点
を
出
発
点
と
す
る
た
め
、
行
わ
れ
た
支
出
額
が
そ
の
ま
ま
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
る
こ

と
と
な
り
、
た
と
え
ば
給
付
利
益
を
金
銭
評
価
す
る
と
き
の
よ
う
な
困
難
は
生
じ
な
い
。
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第
二
章　

民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権

　

第
一
節　

民
法
典
に
お
け
る
支
出
の
定
義

　

ド
イ
ツ
民
法
典
上
、
一
般
的
な
支
出
の
定
義
規 

お
か
れ
て
お
ら
ず
、
支
出
ま
た
は
そ
れ
に
類
す
る
用
語
を
用
い
る
規
定
ご
と

に
、
そ
の
内
容
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
代
表
的
な
も
の
と
し
て
は
、
本
稿
で
主
た
る
対
象
と
す
る
民
法
典
二
八
四
条
の
他
に
、
民
法

典
六
七
〇 

委
任
に
お
け
る
支
出
賠
償
、
民
法
典
六
八
三 

事
務
管
理
に
お
け
る
支
出
賠
償
、
民
法
典
九
九
四
条
以 

所
有

占
有
関
係
に
お
け
る
費
用
賠
償
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
解
釈
上
の
定
義
が
提
示
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
必
ず
し
も
そ
の
内
容
は
一

致
し
て
お
ら
ず
、
最
大
公
約
数
的
な
定
義
を
行
う
と
す
れ
ば
「
自
由
意
思
に
よ
る
財
産
的
損 

と
い
う
こ
と
に
な 

こ
の
定
義

は
、
自
由
意
思
に
よ
ら
な
い
財
産
的
損
失
と
定
義
さ
れ
る
損
害
概
念
と
対
置
さ
れ
る
も 

あ
り
、
損
害
賠
償
と
支
出
賠
償
と
を
選

択
的
な
制
度
と
し
て
規
定
す
る
現
行
法
の
構
造
に
も
合
致
し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
対
概
念
と
い
う
理
解
を
前
提
と
す
る
な
ら

ば
、
損
害
と
は
異
な
る
支
出
を
賠
償
す
る
に
は
ど
の
よ
う
な
根
拠
に
基
づ
け
ば
よ
い
の
か
、
ま
た
、
支
出
概
念
と
損
害
概
念
に
重
な

る
と
こ
ろ
が
な
い
の
か
と
い
う
理
論
的
な
問
題
の
み
な
ら
ず
、
条
文
上
の
定
め
と
は
異
な
る
形
で
、
損
害
賠
償
と
同
時
に
支
出
賠
償

を
請
求
で
き
る
場
合
が
あ
り
う
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
具
体
的
な
賠
償
範
囲
に
関
わ
る
問
題
が
生
じ
る
こ
と
に
な
る
。

　

第
二
節　

支
出
賠
償
請
求
権
の
概
要
と
機
能

　
　

第
一
款　

概
論

　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
八
四
条
は
、
従
来
の
判
例
理
論
を
拡
充
し
、
そ
の
他
の
支
出
に
関
す
る
規
定
を
整
理
す
る
も
の
と
し
て
、
二
〇

〇
二
年
の
債
務
法
改
正
に
よ
っ
て
新
た
に
導
入
さ
れ
た
規
定
で
あ 

以
下
で
は
、
同
条
の
一
般
的
な
理
解
を
も
と
に
概
括
的
に
成

（　

）
１７定
は

（　

）
１８条
の

（　

）
１９条
の

（　

）
２０下
の

（　

）
２１失
」

（　

）
２２る
。

（　

）
２３の
で

（　

）
２４る
。
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立
要
件
と
法
律
効
果
、
お
よ
び
問
題
点
を
整
理
す
る
。

　
　
　

ⅰ　

民
法
典
二
八
四
条
の
成
立
要
件

　

民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
の
成
立
、
支
出
が
行
わ
れ
た
こ
と
、
給
付
の
獲
得
へ
の
信
頼
、
支

出
目
的
の
挫
折
、
衡
平
性
の
五
つ
を
成
立
要
件
と
し
て
定
め 

　

第
一
に
、
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
損
害
の
発
生
を
除
き
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求 

成
立
が
要
件
と
な 

第
二
に
、

支
出
と
は
、
債
権
者
の
自
由
意
思
に
よ
っ
て
出
捐
さ
れ
た
財
産
上
の
犠
牲
を
意
味
し
、
契
約
の
相
手
方
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る 

を
除
き
、
契
約
外
の
第
三
者
に
金
銭
を
支
払
う
こ
と
で
生
じ
る
様
々
な
も
の
を
包
摂
す 

第
三
に
、
給
付
の
獲
得
に
対
す
る
債
権

者
の
信
頼
が
存
在
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
契
約
締
結
後
か
、
少
な
く
と
も
契
約
締
結
の
確
実
な
期
待
が
生
じ
た
後
、
契
約
の

不
実
現
が
確
定
す
る
前
の
時
点
で
債
権
者
が
支
出
を
行
う
こ
と
が
要
件
と
さ
れ
る
。
第
四
に
、
支
出
目
的
の
挫
折
は
、
義
務
違
反
に

よ
っ
て
支
出
目
的
が
挫
折
し
た
か
否
か
と
い
う
因
果
関
係
要
件
と
し
て
機
能
す 

最
後
に
、
衡
平
性
要
件
に
関
し
て
は
、
民
法
典

二
五
四 

法
思
想
を
背
景
に
損
害
賠
償
額
を
限
定
す
る
機
能
を
果
た
す
。

　
　
　

ⅱ　

民
法
典
二
八
四
条
の
法
律
効
果

　

以
上
の
要
件
を
充
足
し
た
場
合
、
債
権
者
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
に
か
え
て
支
出
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
損
害

賠
償
額
算
定
の
規
律
が
適
用
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
現
実
に
支
払
わ
れ
た
支
出
額
が
賠
償
額
と
な
る
が
、
具
体
的
に
い
か
な

る
金
額
が
賠
償
と
し
て
支
払
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
か
は
、
当
事
者
間
に
利
得
の
偏
在
が
生
じ
た
り
、
一
方
当
事
者
に
不
衡 

負

担
を
課
さ
な
い
よ
う
な
考
慮
が
必
要
と
な
る
。

　
　
　

ⅲ　

立
法
者
の
見
解

　

こ
の
民
法
典
二
八
四
条
に
つ
い
て
の
立
法
者
の
立
場
と
し
て
は
、
契
約
費
用
を
類
型
的
な
信
頼
損
害
の
問
題
と
と
ら
え
、
瑕
疵
担

（　

）
２５る
。

（　

）
２６権
の

（　

）
２７る
。

 
（　

）
２８
代
金

（　

）
２９る
。

（　

）
３０る
。

（　

）
３１条
の

（　

）
３２平
な
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保
責
任
等
の
場
合
に
お
け
る
無
過
失
の
損
害
賠
償
責
任
に
位
置
づ
け
よ
う
と
し
て
き
た
が
、
売
買
契
約
と
請
負
契
約
の
解
除
の
場
合

に
限
定
す
る
必
然
性
が
な
い
こ
と
か
ら
、
双
務
契
約
以
外
に
も
適
用
さ
れ
る
一
般
給
付
障
害
法
に
位
置
づ
け
る
こ
と
に
な
っ 

そ

し
て
、
連
邦
裁
判
所
の
形
成
し
て
き
た
判
例
理
論
は
民
法
典
二
五
三 

制
限
を
回
避
す
る
た
め
の
逃
げ 

あ
る
と
し
て
、
収
益

性
の
推 

ら
は
切
り
離
し
て
、
契
約
不
実
現
の
場
合
に
お
け
る
支
出
の
問
題
を
統
一
的
に
扱
う
支
出
賠 

根
拠
条
文
を
創
設
す

る
こ
と
に
な
っ 

民
法
典
二
八
四
条
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
場 

、
そ
れ
と
選
択
的
に
支
出
賠
償
が
認

め
ら
れ
る
と
し
た
も
の
で
あ
り
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
に
お
け
る
損
害
算
定
と
は
無
関
係
に
支
出
額
を
も
っ
て
賠
償
と
認
め
る

と
し
て
も
、
賠
償
請
求
権
の
発
生
根
拠
そ
の
も
の
に
関
わ
る
も
の
で
は
な
い
と
し
て
い 

そ
し
て
、
立
法
者
は
、
給
付
に
か
わ
る

損
害
賠
償
以
外
の
損
害
賠
償
請
求
権
と
の
関
係
や
、
収
益
性
の
推
定
が
将
来
的
に
そ
の
役
割
を
果
た
し
終
え
る
べ
き
で
あ
る
か
に
つ

い
て
は
何
ら
態
度
決
定
を
し
て
お
ら
ず
、
個
別
の
問
題
点
に
つ
い
て
も
今
後
の
判
例
と
学
説
の
発
展
に
委
ね
る
と
し
て
い 

　
　
　

ⅳ　

条
文
の
意
義

　

民
法
典
二
八
四
条
の
定
め
る
支
出
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
市
公
会
堂
事
件
や
デ
ィ
ス
コ
ホ
ー
ル
事
件
と
い
っ
た
裁
判
例
上
解

決
を
求
め
ら
れ
た
事 

加
え
て
、
立
法
資
料
に
み
ら
れ
る
典
型
事 

講
学
上
論
じ
ら
れ
て
き
た
い
く
つ
か
の
事 

も
と
に
議

論
が
行
わ
れ
て
き
た
。
こ
の
条
文
の
基
礎
に
あ
る
考
え
方
は
、
信
頼
損
害
の
議
論
、
お
よ
び
、
契
約
に
よ
っ
て
獲
得
し
よ
う
と
し
た

給
付
の
価
値
よ
り
も
少
な
い
金
額
し
か
投
資
し
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
給
付
価
値
そ
の
も
の
の
賠
償
に
か
え
て
支
出
額
の
賠
償
を
認

め
て
も
よ
い
と
い
う
収
益
性
の
推
定
の
議
論
と
共
通
す
る
理
解
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
契
約
の
実
現
に
向
け
た
投
資
に
損
害
賠
償
法

上
の
保
護
を
認
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
本
来
は
自
ら
危
険
を
負
担
す
る
費
用
投
下
を
、
帰
責
事
由
あ
る
給
付
障
害
を
理
由
に
相
手
方

へ
転
嫁
す
る
こ
と
を
可
能
と
し
、
債
権
者
の
財
産
関
係
に
お
け
る
処
分
の
自
由
を
保
障
す
る
と
い
う
の
が
支
出
賠
償
の
基
本
的
な
考

え
方
で
あ
る
。

（　

）
３３た
。

（　

）
３４条
の

（　

）
３５道
で

（　

）
３６定
か

（　

）
３７償
の

（　

）
３８た
。

（　

）
３９合
に

（　

）
４０る
。

（　

）
４１た
。

（　

）
４２例
に

（　

）
４３例
、

（　

）
４４例
を
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し
か
な
が
ら
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
無
駄
に
な
っ
た
と
い
え
る
の
か
、
ど
の
よ
う
な
支
出
で
あ
れ
ば
実
現
の
危
険
を
債
務
者
に
転

嫁
し
て
も
よ
い
の
か
、
と
い
う
具
体
的
な
基
準
は
明
確
で
は
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
条
文
構
造
上
は
、
衡
平
性
と
い
う
一
般
的
要
件
が

あ
る
た
め
、
妥
当
な
結
論
を
導
く
こ
と
は
可
能
と
な
る
が
、
こ
れ
を
ど
の
よ
う
に
理
論
化
し
、
基
準
を
設
定
す
る
の
か
と
い
う
点
で

様
々
な
議
論
が
あ
る
。
そ
し
て
現
在
で
は
、
立
法
当
初
に
想
定
さ
れ
て
い
た
事
例
を
超
え
て
、
賠
償
範
囲
が
拡
張
さ
れ
る
傾
向
も
み

ら
れ 

　
　

第
二
款　

支
出
賠
償
の
機
能
す
る
領
域

　

支
出
賠
償
請
求
権
の
機
能
す
る
局
面
を
、
支
出
賠
償
以
外
の
規
律
に
よ
っ
て
填
補
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
は
留
保
し
た
上
で
、

ま
ず
は
立
法
者
の
起
草
意
図
と
条
文
構
造
か
ら
整
理
す
る
こ
と
に
し
た
い
。

　

最
も
典
型
的
な
適
用
局
面
と
し
て
考
え
ら
れ
る
の
は
、
従
来
の
判
例
理
論
で
示
さ
れ
て
き
た
収
益
性
の
推
定
を
置
き
換
え
る
規
律

と
し
て
機
能
す
る
領
域
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求
権
が
成
立
す
る
こ
と
を
前
提
に
、
最
小
損
害
と
し
て
の

意
味
を
支
出
に
与
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
債
権
者
の
救
済
を
図
る
も
の
で
あ
る
。

　

次
に
、
判
例
が
否
定
し
て
い
た
収
益
性
の
推
定
さ
れ
な
い
取
引
に
お
い
て
も
、
支
出
賠
償
が
機
能
す
る
こ
と
に
な
る
。
給
付
の
価

値
が
低
い
、
あ
る
い
は
、
蓋
然
性
を
も
っ
て
金
銭
的
な
評
価
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
な
取
引
に
つ
い
て
も
、
支
出
賠
償
に
よ

っ
て
少
な
く
と
も
投
下
費
用
に
つ
い
て
は
填
補
し
よ
う
と
い
う
規
律
で
あ
る
。

　

最
後
に
、
こ
れ
ま
で
信
頼
損
害
と
さ
れ
て
き
た
領
域
の
一
部
が
、
支
出
賠
償
請
求
権
に
取
り
込
ま
れ
る
。
一
つ
は
、
瑕
疵
担
保
法

で
無
過
責
の
賠
償
請
求
権
と
し
て
規
定
さ
れ
て
い
た
契
約
費
用
の
填
補
の
条
文
が
削
除
さ
れ
、
本
条
に
統
合
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た

部
分
で
あ
る
。
も
う
一
つ
は
、
こ
れ
ま
で
契
約
締
結
時
の
給
付
障
害
と
し
て
議
論
さ
れ
て
き
た
問
題
が
民
法
典
三
一
一
ａ
条
に
、
契

約
締
結
過
程
の
義
務
違
反
が
民
法
典
三
一
一
条
二
項
に
そ
れ
ぞ
れ
条
文
化
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
一
般
損
害
賠
償
法
の
規
律
が
適
用

（　

）
４５る
。
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さ
れ
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
支
出
賠
償
と
い
う
枠
組
み
が
そ
の
ま
ま
妥
当
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
れ
ら
三
つ
の
領
域
が
支
出
賠
償
請
求
権
に
よ
っ
て
把
握
さ
れ
る
べ
き
領
域
と
な
り
、
こ
れ
ま
で
の
議
論
と
の
異
同
が
問
わ
れ
る

と
と
も
に
、
単
純
な
請
求
権
競
合
の
問
題
と
し
て
民
法
典
二
八
四
条
固
有
の
議
論
に
と
ど
ま
り
う
る
の
か
、
そ
れ
と
も
民
法
典
全
体

の
中
で
相
互
に
影
響
を
与
え
う
る
も
の
と
し
て
の
位
置
付
け
と
な
る
の
か
は
未
だ
明
ら
か
と
は
さ
れ
て
い
な
い
。　

（　

）　

支
出
に
関
す
る
一
般
規
定
と
し
て
民
法
典
二
五
六
条
が
お
か
れ
て
い
る
が
、
賠
償
義
務
の
存
在
を
前
提
と
し
た
規
定
で
あ
る
た
め
、
支
出
の
定
義

１７

お
よ
び
賠
償
の
範
囲
等
を
定
め
る
も
の
で
は
な
い
。

　
　
　

民
法
典
二
五
六
条
（
支
出
の
利
息
）

支
出
の
賠
償
義
務
を
負
う
者
は
、
支
出
さ
れ
た
金
額
、
ま
た
は
、
金
銭
と
し
て
そ
の
他
の
目
的
物
が
支
出
さ
れ
た
と
き
に
は
、
そ
の
価
値
の

賠
償
と
し
て
支
払
わ
れ
る
べ
き
金
額
に
、
支
出
の
と
き
か
ら
利
息
を
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
賠
償
義
務
者
に
引
き
渡
さ
れ
る
べ
き
目
的

物
に
対
し
て
支
出
が
な
さ
れ
た
場
合
、
賠
償
権
利
者
に
利
用
ま
た
は
目
的
物
の
果
実
が
対
価
な
く
残
さ
れ
る
期
間
に
つ
い
て
、
利
息
を
支
払

う
必
要
は
な
い
。

（　

）　

民
法
典
六
七
〇
条
（
支
出
の
賠
償
）

１８
　
　
　
　

委
任
の
実
行
の
目
的
の
た
め
、
事
情
に
鑑
み
て
必
要
と
考
え
ら
れ
る
支
出
を
、
受
任
者
が
行
っ
た
場
合
、
委
任
者
は
賠
償
の
義
務
を
負
う
。

（　

）　

民
法
典
六
八
三
条
（
支
出
の
賠
償
）

１９

事
務
の
引
き
受
け
が
、
本
人
の
利
益
と
真
の
意
思
ま
た
は
推
定
さ
れ
る
意
思
に
一
致
す
る
場
合
、
管
理
者
は
受
任
者
と
同
様
に
支
出
の
賠
償

を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
六
七
九
条
に
お
い
て
は
、
事
務
の
引
き
受
け
が
本
人
の
意
思
に
反
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
管
理
者
に

は
こ
の
請
求
権
が
認
め
ら
れ
る
。

（　

）　

民
法
典
九
九
四
条
（
必
要
な
費
用
）

２０
　
　
　

⑴　

占
有
者
は
、
物
に
対
し
て
行
わ
れ
た
必
要
な
費
用
に
つ
い
て
、
所
有
者
に
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
占
有
者
に
利
用
が

留
保
さ
れ
た
期
間
に
つ
い
て
、
通
常
の
維
持
経
費
は
賠
償
さ
れ
な
い
。

　
　
　

⑵　

訴
訟
継
続
の
開
始
ま
た
は
九
九
〇
条
に
定
め
ら
れ
た
責
任
の
開
始
後
に
、
占
有
者
が
必
要
な
費
用
を
支
払
っ
た
場
合
、
所
有
者
の
賠
償
義
務
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は
、
事
務
管
理
の
規
定
に
従
っ
て
定
め
ら
れ
る
。

　
　
　

民
法
典
九
九
五
条
（
負
担
）

占
有
者
が
物
の
負
担
を
引
き
受
け
る
た
め
に
行
っ
た
支
出
も
、
九
九
四
条
の
意
味
に
お
け
る
必
要
な
費
用
に
含
ま
れ
る
。
占
有
者
に
利
用
が

留
保
さ
れ
る
期
間
に
つ
い
て
は
、
物
の
基
本
価
値
に
あ
て
ら
れ
た
と
み
な
さ
れ
る
定
型
外
の
負
担
に
つ
い
て
の
支
出
の
み
賠
償
さ
れ
る
。

　
　
　

民
法
典
九
九
六
条
（
利
用
費
用
）

訴
訟
係
属
の
開
始
前
、
か
つ
九
九
〇
条
の
責
任
の
開
始
前
に
行
わ
れ
、
か
つ
、
所
有
者
が
物
を
再
取
得
す
る
時
点
に
お
い
て
も
な
お
物
の
価

値
が
高
め
ら
れ
て
い
る
限
り
に
お
い
て
、
占
有
者
は
必
要
な
費
用
以
外
に
つ
い
て
も
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（　

）　

ド
イ
ツ
法
上
、
一
般
に
支
出
と
は
、「
自
由
意
思
に
よ
っ
て
提
供
さ
れ
た
財
産
的
価
値
あ
る
犠
牲
」
で
あ
る
と
定
義
さ
れ
る
が
（B

G
H
U
rt.v.
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）、
民
法
典
二
八

四
条
が
賠
償
を
認
め
る
支
出
概
念
と
必
ず
し
も
一
致
す
る
わ
け
で
は
な
い
（Jan

S
to
p
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204,

81,
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）。

　
　
　
　

な
お
、
民
法
典
二
八
四
条
に
お
け
る
裁
判
例
で
は
、「
無
駄
に
な
っ
た
支
出
と
は
、
債
権
者
が
給
付
の
獲
得
を
信
頼
し
て
行
っ
た
が
、
債
務
者
の

不
給
付
ま
た
は
契
約
不
適
合
な
給
付
の
た
め
に
無
駄
に
な
っ
た
、
自
由
意
思
に
よ
る
財
産
上
の
犠
牲
で
あ
る
（B

G
H
U
rt.v.

20.7.2005,
B
G
H
Z

 
 
 
  
                  
 
 
 
 

163,
381,

R
n
.
19

           
 
    

）」
と
定
義
す
る
。

（　

）　

E
llers,

V
o
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n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
        
    
      
 
 
  
       
   
 
 
 21),

205,
T
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g
er,
In
vestio

n
ssch
u
tz,

           
  
 
      
      
 
    
 
    a.a.O

.(A
n
m
.21),

465

     
   
 
 
         .  

２２
　
　
　
　

そ
れ
ぞ
れ
の
箇
所
で
も
言
及
す
る
が
、
た
と
え
ば
委
任
法
に
お
け
る
よ
う
に
「
他
人
の
利
益
の
た
め
に
」
と
い
う
文
言
を
「
自
由
意
思
に
よ
る

財
産
的
犠
牲
」
に
付
加
し
て
支
出
の
定
義
を
行
う
場
合
、
そ
れ
が
支
出
の
定
義
そ
の
も
の
の
問
題
で
あ
る
の
か
、
当
該
規
律
に
お
け
る
要
件
の
一
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つ
と
な
る
の
か
の
位
置
付
け
は
、
な
お
検
討
の
余
地
が
あ
る
。
ま
た
「
財
産
的
犠
牲
」
に
つ
い
て
も
、
判
例
の
用
い
るO

p
fer

 
 
   

の
他
に
、V

erlu
st

 
    
  
、

E
in
b
u
ß
e

 
  
 
 
 
 

が
そ
れ
ぞ
れ
用
い
ら
れ
て
お
り
、
こ
の
文
言
に
ど
の
程
度
の
意
味
を
持
た
せ
る
か
に
つ
い
て
も
見
解
は
一
致
し
て
い
な
い
。

（　

）　
F
elix

H
ü
tte
/
M
arlen

a
H
elb
ro
n
,
S
ch
u
l

 
    
 
 
 
    
 
 
 
     
  
 
   
  
 
  
 
  
 
 d

rech
t
A
llg
em
ein
er
T
eil,
7.A
u
fl.,
20

 
  
  
  
 
   
  
   
   
 
     
   
 
     
  12,

R
n
.
701,

S
to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,

    
 
 
  
     
 
  
 
 
    
 
 
  
  
 
 
 
 
  
  

a.a.O
.

     
  

２３

(A
n
m
.21),

85
  
 
 
        .  

（　

）　

ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
民
法
典
二
八
四
条
の
成
立
史
、
お
よ
び
理
論
的
検
討
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
不
法
行
為
法
に
お
け
る
支
出
賠
償
の
構
造
（
一
）・

２４

（
二
・
完
）」
法
学
論
叢
一
五
六
巻
一
号
五
九
頁
、
一
五
七
巻
一
号
八
五
頁
、
拙
稿
「
契
約
法
に
お
け
る
支
出
賠
償
の
構
造
」
姫
路
法
学
四
七
号
三

三
頁
、
拙
稿
「
契
約
清
算
局
面
に
お
け
る
支
出
賠
償
の
意
義
と
機
能
」
私
法
七
三
号
一
七
五
頁
、
拙
稿
「
支
出
賠
償
の
現
状
と
課
題
」
甲
南
法
学

五
四
巻
三
・
四
号
三
九
頁
参
照
。

（　

）　

本
節
で
は
、
支
出
賠
償
の
成
立
要
件
お
よ
び
効
果
に
つ
い
て
概
括
的
に
整
理
す
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
の
参
考
文
献
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
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（　

）　

履
行
利
益
賠
償
は
、
現
行
法
で
は
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
に
位
置
付
け
ら
れ
る
（B
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6040,

93,
138=C

lau
s-W
il

 
 
  
  
  
     
               
   
   
  h

elm
C
an
aris,

 
   
  
  
      

２６

S
ch
u
ld
rech
tsm
o
d
ern
isieru

n
g
2002,

200

 
  
 
  
  
  
   
 
 
   
      
 
 
          2,

X
V
,
594,

676

    
 
          

）。

（　

）　

D
irk
L
o
o
sch
eld
ers,

S
ch
u
ld
rech
t
A
llg
e

 
   
  
 
 
   
   
      
  
 
  
  
  
   
   
 m

ein
er
T
eil,
17.A
u
fl.,
2019,

§30
R
n
.

 
   
    
         
 
                
 
 

5,
S
ch
en
k
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

56

     
  
  
 
       
   
 
 
        .  

２７
（　

）　

直
接
の
契
約
相
手
方
に
支
払
わ
れ
た
金
銭
の
取
り
戻
し
に
つ
い
て
、
ほ
と
ん
ど
の
見
解
は
、
解
除
に
よ
る
原
状
回
復
の
問
題
と
し
て
把
握
し
て
い

２８

る
（N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
R
n
.
25,
R
ei

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
   
 
       
  m

,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

3665,
S
ch
en
k
,
a.a

 
       
   
 
 
             
  
  
 
     .O

.(A
n
m
.21),

57

  
   
 
 
        

）。

　
　
　
　

収
益
性
の
推
定
と
の
連
続
性
に
着
目
し
て
、
契
約
に
よ
る
反
対
給
付
も
支
出
賠
償
の
対
象
に
含
ま
れ
る
と
す
る
も
の
と
し
て
、Jan

K
ro
p
h
o
ller/

 
  
  
  
 
 
 
     
 

F
lo
rian

Jaco
b
y
/
M
ich
ael
vo
n
H
in
d
en
,

 
  
    
     
 
   
  
   
      
 
  
  
 
  
 

S
tu
d
ien
k
o
m
m
en
tar
B
G
B
,
14.A
u
fl.,
201

  
  
 
   
 
 
 
 
  
     
 
 
      
 
        3,

§284
R
n
.
1

         
 
   

、
解
除
に
よ
る
反
対
給
付
の
取
り
戻

し
と
結
論
が
異
な
ら
な
い
こ
と
を
理
由
に
認
め
る
も
の
と
し
て
、S

to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21

 
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
   ),

92,
Jan
S
to
p
p
el,
Z
u
m

          
  
  
 
 
     
 
 
 

V
erh
ältn
is
vo
n
§284

B
G
B
zu
d
en
R
eg
el

 
   
    
     
 
       
 
 
   
  
  
  
  
  u

n
g
en
ü
b
er
d
ie
R
ü
ck
trittsfo

lg
en
,
Z
G
S

 
 
 
  
  
 
    
    
 
  
        
  
  
   
 
 

2006,
254,

256

               

が
あ
る
。
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（　

）　

こ
こ
に
は
、
契
約
目
的
物
の
購
入
代
金
支
払
の
た
め
に
設
定
さ
れ
た
融
資
に
関
す
る
利
息
（C

lau
s-W
ilh
elm

C
an
aris,

Ä
q
u
ivalen

zver

 
   
   
   
   
  
  
       
 
 
      
    m

u
tu
n
g

 
 
  
 
 
 

２９
u
n
d
Ä
q
u
ivalen

zw
ah
ru
n
g
im
L
eistu

n
g
sst

 
 
 
 
 
 
 
      
  
  
  
 
 
 
  
 
 
     
 
 
   ö

ru
n
g
srech

t
d
es
B
G
B
,
in
:
O
tfried

L
ie

 
  
 
 
   
  
  
 
   
 
 
 
  
  
  
 
      
 
 
  b

erk
n
ech
t
/
E
rn
st
N
ied
erleith

in
g
er
/

 
   
 
   
  
 
 
 
  
   
 
   
       
  
 
   
 
 

R
o
sem
arie

W
ern
er(H

rsg
.),
F
estsch

rift
 
 
   
     
 
   
    
   
    
 
      
    

fü
r
H
erb
ert
W
ied
em
an
n
zu
m
70.
G
eb
u
r

 
  
  
 
   
    
 
   
  
  
 
 
  
 
 
    
 
  
 
 tstag

,
2001,

3,
29f.,

R
eim
,
a.a.O

.(A

     
  
      
   
      
 
   
  
     
   

n
m
.21),

 
 
      

3664,
S
to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(
       
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
       
  A

n
m
.21),

104

 
 
 
         

）
も
、
債
権
者
が
自
ら
行
っ
た
労
働
給
付
（N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
19,

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
      

R
eim
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

3664f.,
S
ch
en
k

 
   
  
     
   
 
 
      
        
 
  
  
 

,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

57,
H
k
-B
G
B
/
S
ch
u
lze

  
     
   
 
 
      
    
 
 
  
 
 
 
 
  
 
   ,

§284,
R
n
.
6,
T
rö
g
er,
In
vestio

n
ssch

  
      
 
 
  
   
 
  
 
    
  
      
 
    

u
tz,

 
    

a.a.O
.(A
n
m
.
21),

466

     
   
 
 
          

）
も
含
ま
れ
る
。
特
に
自
ら
の
労
働
給
付
を
支
出
に
含
め
る
点
で
、
民
法
典
六
七
〇
条
に
定
め
ら
れ
た
委
任
法
に
お
け
る

支
出
概
念
と
は
異
な
る
（
第
四
章
第
四
節
）。

（　

）　

H
elg
e
D
ed
ek
,
E
n
tw
ertu
n
g
vo
n
A
u
fw
en
d
u

 
   
   
  
  
   
 
  
    
 
 
   
 
  
 
  
  
 
 

n
g
en
d
u
rch
S
ch
lech
terfü

llu
n
g
im
K
au
f

 
 
  
  
 
   
  
  
    
     
   
 
 
   
  
  
 vertrag

,
Z
G
S
2005,

409,
411

       
   
 
 
            
   .  

３０
（　

）　

民
法
典
二
五
四
条
（
共
働
過
責
）

３１
　
　
　

⑴　

損
害
の
発
生
に
際
し
被
害
者
の
過
失
が
共
働
し
た
と
き
は
、
賠
償
義
務
お
よ
び
給
付
す
べ
き
賠
償
の
範
囲
は
、
事
情
に
よ
っ
て
、
と
り
わ
け
、

い
か
な
る
範
囲
に
お
い
て
い
ず
れ
の
当
事
者
が
主
と
し
て
損
害
を
惹
起
し
た
か
に
よ
っ
て
定
ま
る
。

　
　
　

⑵　

債
務
者
が
知
ら
ず
、
か
つ
、
知
る
こ
と
を
要
し
な
い
異
常
に
高
い
損
害
の
危
険
を
被
害
者
が
債
務
者
に
注
意
し
な
か
っ
た
こ
と
、
ま
た
は
被

害
者
が
損
害
を
防
止
も
し
く
は
軽
減
し
な
か
っ
た
こ
と
に
被
害
者
の
過
失
が
あ
る
と
き
も
、
前
項
と
同
様
で
あ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、

二
七
八
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（　

）　

な
お
、
衡
平
性
要
件
か
ら
、
違
法
ま
た
は
良
俗
違
反
の
支
出
が
排
除
さ
れ
る
こ
と
を
導
く
見
解
も
あ
る
（W

o
lfg
an
g
F
leck
,
B
eg
riff
u
n
d
F
u
n
k

 
    
  
 
  
    
  
 
  
      
 
 
  
 
 
 

-  

３２

tio
n
d
er
,,B
illig
k
eit,,

b
ei
§284

B
G
B

   
 
  
      
     
 
       
         
 
 

,
JZ
2009,

1045,
1048

    
                 

）。

（　

）　

カ
ナ
ー
リ
ス
は
、
双
務
契
約
以
外
に
は
給
付
と
反
対
給
付
に
関
す
る
等
価
性
原
理
が
妥
当
し
な
い
こ
と
か
ら
、
収
益
性
の
推
定
を
根
拠
と
す
る
従

３３

来
の
手
法
か
ら
は
離
れ
た
と
す
る
（C

an
aris,

Ä
q
u
ivalen

zverm
u
tu
n
g
,
a.a.O

.

 
  
       
 
 
      
     
 
  
 
 
       
 (A

n
m
.29),

26f.

  
 
 
          
）。

（　

）　

民
法
典
二
五
三
条
（
無
形
的
損
害
）

３４
　
　
　

⑴　

財
産
的
損
害
以
外
の
損
害
に
つ
い
て
は
、
制
定
法
で
定
め
ら
れ
た
場
合
に
の
み
、
金
銭
に
よ
る
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（　

）　

B
T
-D
ru
ck
sach
e
14/
6040,

143=C
an
aris,

 
 
  
  
  
    
     
           
  
      S

ch
u
d
rech
tsm
o
d
ern
isieru

n
g
,
a.a.O

.(A
n

 
  
 
 
  
  
   
 
 
   
      
 
 
       
   
 

m
.26),

686

 
         .  

３５
（　

）　

第
三
章
第
一
節
第
二
款
ⅱ
参
照
。

３６
　
　
　
　

収
益
性
の
推
定
と
は
、
約
束
通
り
に
契
約
が
実
現
さ
れ
た
と
す
れ
ば
、
そ
の
実
現
過
程
で
行
わ
れ
た
支
出
が
、
契
約
の
実
現
に
よ
っ
て
填
補
さ
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れ
て
い
た
で
あ
ろ
う
と
い
う
推
定
で
あ
り
、
収
益
性
が
あ
る
と
さ
れ
た
場
合
に
は
、
履
行
利
益
賠
償
（
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
）
と
し
て
、
そ

の
支
出
相
当
額
の
金
銭
賠
償
を
請
求
で
き
る
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

（　

）　

売
買
法
に
お
け
る
民
法
典
旧
四
六
七
条
二
文
と
、
請
負
法
に
お
け
る
旧
六
三
四
条
四
項
は
、
民
法
典
二
八
四
条
に
解
消
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
解

３７

除
の
規
律
と
の
接
合
が
不
可
欠
と
な
る（N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
2,
C
an
aris,

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
      
  
     

Ä
q
u
ivalen

zverm
u
tu
n
g
,
a.a.O

.(A
n
m
.29)

  
 
 
      
     
 
  
 
 
       
   
 
 
    ,

29,
C
lau
s

       
   
 -  

W
ilh
elm

C
an
aris,

D
ie
R
efo
rm
d
es
R
ech

 
   
   
  
  
       
    
   
  
  
    
   

ts
d
er
L
eistu

n
g
sstö
ru
n
g
en
,
JZ
2001,

    
    
     
 
 
    
  
 
 
  
    
       499,

518,
D
ed
ek
,
a.a.O

.(A
n
m
.30),

409

           
  
  
       
   
 
 
         ,

R
eim
,

   
   
  

a.a.O
.(A
n
m
.21),

3663

     
   
 
 
          

）。

　
　
　

現
行
法
に
お
い
て
は
、
追
完
履
行
に
必
要
な
費
用
の
賠
償
の
み
が
瑕
疵
担
保
規
定
に
残
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　
　
　

民
法
典
旧
四
六
七
条
［
解
除
の
実
行
］

約
定
解
除
権
に
関
す
る
三
四
六
条
な
い
し
三
四
八
条
、
三
五
〇
条
な
い
し
三
五
四
条
、
お
よ
び
三
五
六
条
の
規
定
は
解
除
に
準
用
す
る；

た

だ
し
、
三
五
二
条
の
場
合
に
は
物
の
変
形
に
際
し
初
め
て
瑕
疵
が
現
わ
れ
た
と
き
は
、
解
除
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。
売
主
は
、
買
主
に
対

し
、
契
約
費
用
も
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
　

民
法
典
旧
六
三
四
条
［
担
保
責
任；
解
除
、
減
額
］

　
　
　

⑷　

解
除
お
よ
び
減
額
に
つ
い
て
は
、
売
買
に
関
す
る
四
六
五
条
な
い
し
四
六
七
条
、
四
六
九
条
な
い
し
四
七
五
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（　

）　

B
T
-D
ru
ck
sach
e
14/
6040,

144=C
an
aris,

 
 
  
  
  
    
     
           
  
      S

ch
u
d
rech
tsm
o
d
ern
isieru

n
g
,
a.a.O

.(A
n

 
  
 
 
  
  
   
 
 
   
      
 
 
       
   
 

m
.26),

687

 
         .  

３８
（　

）　

債
務
者
の
帰
責
事
由
を
根
拠
と
す
る
賠
償
請
求
権
で
あ
る
か
ら
、
民
法
典
二
八
四
条
も
、
広
い
意
味
で
の
不
履
行
損
害
に
含
ま
れ
る
（C

an
aris,

 
  
      

３９

Ä
q
u
ivalen

zverm
u
tu
n
g
,
a.a.O

.(A
n
m
.29),

 
 
 
      
     
 
  
 
 
       
   
 
 
     

28

   

）。

　
　
　
　

な
お
、
民
法
典
三
一
一
ａ
条
を
根
拠
に
支
出
賠
償
請
求
権
を
主
張
す
る
場
合
に
、
契
約
締
結
費
用
を
含
め
る
こ
と
が
で
き
る
か
と
い
う
点
に
つ

い
て
は
、
支
出
賠
償
請
求
権
が
積
極
的
利
益
の
賠
償
請
求
権
で
あ
る
と
性
質
決
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
最
適
な
契
約
相
手
方
を
捜
す
自
由
が

侵
害
さ
れ
る
と
い
う
危
険
を
理
由
に
賠
償
適
格
性
を
認
め
る
（T

rö
g
er,
In
vestio

n
ssch
u
tz,
a.a.O

.(A
n
m

 
  
 
      
      
 
    
 
         
   
 
 

.21),
467

         

）。
民
法
典
三
一
一
ａ
条
二

項
と
民
法
典
二
八
四
条
を
組
み
合
わ
せ
る
場
合
の
整
理
に
つ
い
て
は
、F

ran
k
W
eiler,

S
ch
u
ld
rech
t
A
llg
em
ein
e

 
   
 
  
        
  
 
  
  
  
   
   
  
   
 r

T
eil,
4.A
u
fl.,
2017,

§26

   
        
 
               

R
n
.
3ff.,

C
h
risto
p
h
B
rö
m
m
elm
eyer,

S
c

 
 
         
 
     
 
 
  
  
 
 
   
       
 h

u
ld
rech
t
A
llg
em
ein
er
T
eil,
1.A
u
fl.,

 
 
  
  
  
   
   
  
   
    
        
 
    

2014,
§10
R
n
.
16

            
 
    

、
お
よ
び
後
述
第
三
章
第
二
節
第
三

款
ⅰ
参
照
。

　
　
　
　

ま
た
、
契
約
締
結
過
程
の
過
失
に
つ
い
て
も
、
債
務
法
改
正
に
よ
り
民
法
典
三
一
一
条
二
項
に
条
文
化
さ
れ
、
こ
の
義
務
違
反
に
対
す
る
救
済
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と
し
て
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　
　
　

民
法
典
二
八
〇
条
（
義
務
違
反
を
理
由
と
す
る
損
害
賠
償
）

　
　
　

⑴　

債
務
関
係
か
ら
生
じ
た
義
務
に
債
務
者
が
違
反
す
る
と
き
、
債
権
者
は
こ
れ
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
害
の
賠
償
を
請
求
で
き
る
。
た
だ
し
、
債

務
者
が
義
務
違
反
に
つ
い
て
責
任
を
負
う
必
要
の
な
い
と
き
を
除
く
。

　
　
　

⑵　

債
権
者
は
、
二
八
六
条
の
追
加
的
要
件
を
満
た
す
と
き
に
の
み
、
履
行
の
遅
滞
を
理
由
と
す
る
損
害
賠
償
を
請
求
で
き
る
。

　
　
　

⑶　

債
権
者
は
、
二
八
一
条
、
二
八
二
条
、
二
八
三
条
の
追
加
的
要
件
を
満
た
す
と
き
に
の
み
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
を
請
求
で
き
る
。

　
　
　

民
法
典
二
八
一
条
（
履
行
が
提
供
さ
れ
な
い
か
、
課
せ
ら
れ
た
よ
う
に
は
提
供
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
の
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠

償
）

　
　
　

⑴　

債
務
者
が
履
行
期
に
あ
る
給
付
を
提
供
し
な
い
か
、
ま
た
は
課
せ
ら
れ
た
よ
う
に
は
提
供
し
な
い
と
き
、
債
権
者
は
二
八
〇
条
一
項
の
要
件

に
よ
り
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
を
請
求
で
き
る
。
た
だ
し
、
債
務
者
に
対
し
て
債
権
者
が
給
付
ま
た
は
事
後
の
履
行
の
た
め
に
適
切
な
期

間
を
定
め
て
も
な
さ
れ
な
か
っ
た
と
き
に
限
る
。
債
務
者
が
一
部
の
履
行
を
な
し
た
と
き
、
債
権
者
が
一
部
給
付
に
利
益
を
有
し
な
い
場
合

に
か
ぎ
り
、
債
権
者
は
完
全
な
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
を
請
求
で
き
る
。
債
務
者
が
課
せ
ら
れ
た
よ
う
に
は
給
付
を
行
わ
な
か
っ
た
と
き
、

義
務
違
反
が
軽
微
で
あ
れ
ば
、
債
権
者
は
完
全
な
給
付
に
代
わ
る
損
害
賠
償
を
請
求
で
き
な
い
。

　
　
　

民
法
典
三
一
一
条
（
法
律
行
為
お
よ
び
法
律
行
為
類
似
の
債
務
関
係
）

　
　
　

⑵　

二
四
二
条
二
項
の
義
務
を
と
も
な
う
債
務
関
係
は
以
下
の
各
号
に
よ
っ
て
も
生
じ
る
。

　
　
　
　

１
、
契
約
交
渉
の
開
始
、

　
　
　
　

２
、
何
ら
か
の
法
律
行
為
上
の
関
係
に
お
い
て
、
一
方
当
事
者
が
相
手
方
当
事
者
に
、
権
利
、
法
益
お
よ
び
利
益
に
影
響
を
与
え
る
可
能
性
を

与
え
る
か
、
も
し
く
は
委
ね
る
と
い
う
契
約
の
勧
誘
、
お
よ
び

　
　
　
　

３
、
類
似
の
法
律
行
為
上
の
接
触

　
　
　

民
法
典
三
一
一
ａ
条
（
契
約
締
結
時
に
お
け
る
給
付
障
害
）

　
　
　

⑵　

債
権
者
は
、
そ
の
選
択
に
従
い
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
ま
た
は
二
八
四
条
に
定
め
ら
れ
た
範
囲
で
自
己
の
支
出
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
債
務
者
が
当
該
給
付
障
害
を
契
約
締
結
の
際
に
知
ら
ず
、
か
つ
、
そ
の
不
知
に
つ
き
債
務
者
に
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な

い
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
二
八
一
条
一
項
二
文
、
三
文
な
ら
び
に
五
項
が
準
用
さ
れ
る
。
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第
三
章
第
一
節
第
二
款
参
照
。

４２
（　

）　

客
観
的
価
値
の
ほ
と
ん
ど
存
し
な
い
芸
術
作
品
の
受
贈
者
が
、
作
品
の
た
め
に
家
屋
を
改
築
す
る
費
用
を
支
出
し
た
が
、
義
務
に
反
し
て
贈
与
さ

４３

れ
な
か
っ
た
事
例
（B

T
-D
ru
ck
sach
e
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）
が
挙
げ
ら
れ
て

い
る
。

（　

）　

売
買
契
約
を
締
結
し
た
絵
画
の
た
め
に
額
縁
の
制
作
を
注
文
し
た
事
例
、
観
劇
券
を
購
入
し
て
タ
ク
シ
ー
で
劇
場
に
向
か
っ
た
が
中
止
に
な
っ
た

４４

と
い
う
事
例
、
競
走
馬
の
売
買
契
約
に
際
し
て
牧
場
を
購
入
し
た
事
例
、
休
暇
旅
行
の
た
め
に
ス
キ
ュ
ー
バ
ダ
イ
ビ
ン
グ
の
用
具
一
式
を
購
入
し

た
事
例
な
ど
が
あ
る
。

（　

）　

第
三
章
第
一
節
第
三
款
参
照
。

４５

第
三
章　

民
法
典
二
八
四
条
に
つ
い
て
の
判
例
お
よ
び
学
説

　

本
章
に
お
い
て
は
、
ド
イ
ツ
法
上
、
ど
の
よ
う
な
支
出
が
民
法
典
二
八
四
条
の
問
題
と
し
て
扱
わ
れ
て
き
た
の
か
を
、
債
務
法
改

正
の
前
後
に
分
け
て
、
連
邦
裁
判
所
の
裁
判
例
を
中
心
に
整
理
す
る
。
そ
の
上
で
、
学
説
上
ど
の
よ
う
に
賠
償
範
囲
を
画
す
る
議
論

が
行
わ
れ
て
い
る
の
か
を
検
討
す
る
。

　

第
一
節　

裁
判
例
に
お
け
る
支
出
概
念
と
賠
償
範
囲

　
　

第
一
款　

整
理
の
視
点

　

立
法
の
経
緯
か
ら
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
民
法
典
二
八
四
条
の
対
象
と
な
る
領
域
は
、
い
わ
ゆ
る
収
益
性
の
推
定
で
論
じ
ら
れ
て
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い
た
範
囲
を
超
え
て
、
解
除
や
瑕
疵
担
保
に
お
け
る
損
害
賠
償
も
含
め
た
か
な
り
広
い
も
の
と
な
る
。
そ
こ
で
、
ま
ず
は
裁
判
例
上

扱
わ
れ
た
事
例
を
整
理
す
る
こ
と
で
、
ど
の
よ
う
な
問
題
状
況
に
お
い
て
、
何
が
賠
償
の
対
象
と
な
り
う
る
の
か
を
分
析
す
る
。

　

本
節
で
は
、
債
務
法
改
正
の
前
後
で
分
け
、
改
正
前
か
ら
民
法
典
二
八
四
条
で
扱
わ
れ
る
べ
き
と
考
え
ら
れ
て
き
た
類
型
と
、
改

正
後
に
問
題
と
さ
れ
る
に
至
っ
た
支
出
と
を
検
討
す
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
事
案
で
賠
償
が
認
め
ら
れ
、
あ
る
い
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た

支
出
に
つ
い
て
は
、
根
拠
条
文
が
何
で
あ
る
か
と
と
も
に
、
ど
の
よ
う
な
理
由
に
よ
る
の
か
を
、
支
出
と
そ
れ
が
目
的
と
し
て
い
た

内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
で
、
分
類
す
る
こ
と
に
し
た
い
。
ま
た
、
同
時
に
、
支
出
賠
償
と
し
て
認
め
ら
れ
た
金
額
が
、
実
際
に

行
わ
れ
た
支
出
額
と
異
な
る
場
合
に
は
、
ど
の
よ
う
な
考
慮
に
よ
っ
て
縮
限
さ
れ
て
い
る
の
か
も
同
時
に
整
理
す
る
。

　
　

第
二
款　

債
務
法
改
正
前
の
裁
判
例

　

債
務
法
改
正
前
の
裁
判
例
は
、
支
出
そ
の
も
の
を
賠
償
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
が
争
わ
れ
た
事
例
群
と
、
収
益
性
の

推
定
を
介
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
損
害
賠
償
の
枠
組
み
の
中
で
賠
償
額
の
算
定
に
支
出
を
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
が
論
じ
ら
れ

た
も
の
に
大
き
く
分
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　

ⅰ　

支
出
そ
の
も
の
を
扱
う
裁
判
例

　

最
初
に
支
出
概
念
を
損
害
賠
償
に
持
ち
込
も
う
と
し
た
の
は
、
船
旅
行
事 

あ
っ
た
。
連
邦
裁
判
所
は
、
税
官
吏
の
事
務
処
理

上
の
不
備
の
た
め
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
を
誤
送
付
さ
れ
、
旅
行
期
間
中
着
替
え
の
な
い
ま
ま
で
過
ご
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
と
い

う
場
合
に
、
そ
の
不
快
さ
に
対
す
る
金
銭
賠
償
を
認
め
る
判
断
を
下
し 

こ
の
事
件
に
お
い
て
連
邦
裁
判
所
は
「
こ
の
（
船
旅
行

の
）
喜
び
の
侵
害
は
、
行
わ
れ
た
財
産
上
の
支
出
に
よ
っ
て
追
求
さ
れ
た
（
財
産
的
価
値
あ
る
）
等
価
物
の
侵
害
で
も
あ 

と
述

べ
て
、
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
の
転
送
費
用
（
二
〇
〇
マ
ル
ク
）
と
旅
行
費
用
（
一
八
〇
〇
マ
ル
ク
）
に
対
し
て
、
三
〇
〇
マ
ル
ク
の
賠
償

を
認
め 

（　

）
４６件
で

（　

）
４７た
。

（　

）
４８る
」

（　

）
４９た
。
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次
に
喜
び
の
商
品
化
と
い
う
観
点
か
ら
問
題
と
な
っ
た
の
が
、
交
通
事
故
に
よ
っ
て
予
定
し
て
い
た
狩
猟
を
で
き
な
く
な
っ
た
こ

と
に
つ
い
て
の
賠
償
が
争
わ
れ
た
狩
猟
権
事 

あ
る
。
こ
の
事
件
で
は
、
事
故
前
と
同
様
に
狩
猟
権
の
実
行
そ
の
も
の
は
可
能
で

あ
る
か
ら
賠
償
適
格
あ
る
財
産
的
損
害
が
否
定
さ
れ
る
こ 

身
体
お
よ
び
健
康
侵
害
の
場
合
の
利
用
障
害
に
財
産
損
害
と
し
て
の

賠
償
を
広
く
認
め
る
こ
と
は
責
任
規
範
に
反
す
る
こ 

指
摘
し
、
狩
猟
権
の
代
金
、
狩
猟
税
、
保
険
、
監
視
費
用
と
し
て
請
求
さ

れ
た
約
一
四
八
〇
〇
マ
ル
ク
に
つ
い
て
の
賠
償
を
全
て
否
定
し
た
。

　

狩
猟
権
事
件
に
よ
っ
て
否
定
さ
れ
た
支
出
賠
償
の
類
型
は
、
一
九
七
〇
年
代
に
お
け
る
、
自
動
車
や
家
屋
と
い
っ
た
耐
久
消
費
財

に
関
す
る
一
連
の
抽
象
的
使
用
利
益
に
関
す
る
判 

よ
っ
て
、
損
害
賠
償
の
中
で
支
出
を
ど
の
よ
う
に
考
慮
す
る
の
か
と
い
う
問

題
は
、
逸
失
利
益
の
一
つ
で
あ
る
抽
象
的
使
用
利
益
の
中
に
解
消
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　
　
　

ⅱ　

収
益
性
の
推
定
に
よ
る
裁
判
例

　

収
益
性
の
推
定
に
つ
い
て
、
そ
の
発
端
は
帝
国
裁
判
所
の
判 

ま
で
遡
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
連
邦
裁
判
所
も
「
買
主
が
反
対

給
付
を
獲
得
す
る
た
め
に
支
出
を
行
っ
た
場
合
、
そ
の
損
害
は
、
支
出
を
も
は
や
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
ず
、
か
つ
、
無
駄
に
な
っ

た
こ
と
に
よ
っ
て
こ
う
む
っ
た
財
産
的
喪
失
を
基
準
に
算
定
さ
れ 

と
し
て
こ
の
考
え
方
を
踏
襲
し
た
。
こ
の
手
法
は
、
双
務
契

約
に
お
け
る
給
付
と
反
対
給
付
の
等
価 

前
提
に
、
当
該
契
約
に
関
し
て
行
わ
れ
た
一
方
当
事
者
の
支
出
に
収
益
性
の
認
め
ら
れ

る
場
合
、
す
な
わ
ち
、
約
束
通
り
に
契
約
が
実
現
さ
れ
た
と
す
れ
ば
、
そ
の
実
現
過
程
で
行
わ
れ
た
支
出
が
、
契
約
の
実
現
に
よ
っ

て
填
補
さ
れ
て
い
た
で
あ
ろ
う
と
推
定
さ
れ
る
場
合
に
は
、
履
行
利
益
賠
償
と
し
て
、
そ
の
支
出
相
当
額
の
金
銭
賠
償
を
請
求
で
き

る
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
理
論
は
、
収
益
を
あ
げ
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
双
務
契
約
の
場
合
に
の
み
適
用
す
る
推
定
の
規
律
と

い
う
制 

あ
る
も
の
の
、
実
務
上
お
よ
び
学
説
上
も
好
意
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
き
て
い
る
状
況
で
あ
っ 

　

そ
し
て
収
益
性
の
推
定
を
ど
こ
ま
で
認
め
る
か
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
二
八
四
条
を
創
設
す
る
契
機
と
も
な
っ
た
二
つ
の
裁
判
例

（　

）
５０件
で

（　

）
５１と
、

（　

）
５２と
を

（　

）
５３決
に

（　

）
５４決
に（　

）
５５る
」

（　

）
５６性
を

（　

）
５７限
は

（　

）
５８た
。
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に
お
い
て
連
邦
裁
判
所
の
判
断
が
示
さ
れ
る
に
至
っ
た
。
市
公
会
堂
事 

お
い
て
、
あ
る
政
治
団
体
が
、
市
と
公
会
堂
の
賃
貸
借

契
約
（
六
一
五
マ
ル
ク
余
）
を
締
結
し
た
と
こ
ろ
、
政
治
的
傾
向
を
理
由
に
市
か
ら
一
方
的
に
解
約
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
、
債
務

不
履
行
と
し
て
責
任
を
追
及
で
き
る
こ
と
は
認
め
る
と
し
て
も
、
政
治
集
会
と
い
う
財
産
的
に
評
価
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
目
的
が

挫
折
さ
せ
ら
れ
た
に
す
ぎ
な
い
と
し
て
、「
本
件
に
お
い
て
支
出
に
よ
っ
て
追
求
さ
れ
た
目
的
の
挫
折
は
、
そ
の
も
の
と
し
て
は
民
法

典
二
五
三
条
に
よ
り
原
則
と
し
て
賠
償
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
無
形
的
損
害
で
あ 

と
述
べ
て
賠
償
を
否
定
し
た
。

　

そ
し
て
デ
ィ
ス
コ
ホ
ー
ル
事 

お
い
て
は
、
デ
ィ
ス
コ
経
営
の
た
め
に
不
動
産
を
取
得
し
た
が
駐
車
場
証
明
の
不
備
に
よ
り
利

用
で
き
な
く
な
っ
た
た
め
、
代
金
の
返
還
と
と
も
に
、
本
件
不
動
産
に
関
す
る
出
捐
に
つ
い
て
、
瑕
疵
担
保
責
任
を
根
拠
に
損
害
賠

償
を
請
求
し
た
。
こ
の
う
ち
、
土
地
売
買
の
公
証
費
用
（
約
一
七
〇
〇
マ
ル
ク
）、
土
地
登
記
費
用
（
約
二
六
〇
マ
ル
ク
）、
購
入
に

関
す
る
仲
介
費
用
（
約
一
二
〇
〇
〇
マ
ル
ク
）
は
土
地
の
取
得
の
た
め
に
支
払
わ
れ
た
も 

し
て
、
土
地
開
発
費
（
約
七
三
〇
マ

ル
ク
）、
不
動
産
税
（
約
四
七
〇
マ
ル
ク
）、
火
災
保
険
料
（
約
一
二
〇
〇
マ
ル
ク
）、
測
量
費
用
（
約
三
三
〇
マ
ル
ク
）
に
つ
い
て
は

給
付
と
反
対
給
付
の
交
換
に
不
可
欠
の
関
連
が
あ 

し
て
収
益
性
の
推
定
に
よ
る
賠
償
が
認
め
ら
れ
た
が
、
設
備
の
調
達
費
用

（
約
二
九
〇
〇
〇
〇
マ
ル
ク
）、
改
装
費
用
（
約
七
八
〇
〇
マ
ル
ク
）、
消
費
貸
借
の
利
息
（
約
二
三
〇
〇
マ
ル
ク
）
お
よ
び
売
却
に

関
す
る
仲
介
費
用
、
仲
介
費
用
返
還
の
た
め
の
弁
護
士
費
用
（
約
五
三
〇
マ
ル
ク
）
は
、「
デ
ィ
ス
コ
の
購
入
と
そ
の
改
修
に
結
び
つ

け
ら
れ
た
支
出
は
、
不
動
産
売
買
の
給
付
と
反
対
給
付
の
交
換
関
係
の
外
に
あ 

か
ら
収
益
性
の
推
定
が
及
ば
な
い
と
さ
れ 

　
　

第
三
款　

債
務
法
改
正
後
の
裁
判
例

　

債
務
法
改
正
前
の
支
出
を
め
ぐ
る
議
論
に
お
い
て
は
、
そ
も
そ
も
な
ぜ
支
出
額
を
損
害
賠
償
額
の
算
定
に
お
い
て
参
照
と
す
る
こ

と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
段
階
か
ら
争
わ
れ
て
き
た
が
、
債
務
法
改
正
後
は
民
法
典
二
八
四
条
と
い
う
根
拠
条
文
が
あ
る
た
め
、
ど

の
支
出
が
ど
の
範
囲
で
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
の
か
が
個
別
に
検
討
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
連
邦
裁
判
所
の
出
発
点
と
な
っ
た

（　

）
５９件
に

（　

）
６０る
」

（　

）
６１件
に

（　

）
６２の
と

（　

）
６３る
と

（　

）
６４る
」

（　

）
６５た
。
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の
は
二
〇
〇
五
年
七
月
二
〇
日
判
決
で
あ
り
、
理
論
的
問
題
に
つ
い
て
は
時
系
列
的
な
発
展
過
程
に
基
づ
き
整
理
す
る
こ
と
が
で
き

 

し
か
し
、
具
体
的
な
賠
償
範
囲
の
問
題
を
検
討
す
る
に
際
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
裁
判
例
に
お
い
て
は
複
数
の
支
出
項
目
が
争
わ
れ

て
お
り
、
時
間
軸
に
よ
る
と
複
雑
化
し
て
し
ま
う
た
め
、
主
と
し
て
争
わ
れ
た
支
出
項
目
を
中
心
に
以
下
の
よ
う
に
分
類
す
る
。

　

第
一
に
、
契
約
の
実
現
の
た
め
に
行
わ
れ
た
支
出
、
す
な
わ
ち
、
契
約
の
締
結
過
程
に
お
い
て
、
契
約
そ
の
も
の
を
実
現
す
る
た

め
の
出
捐
を
取
り
上
げ
る
（
契
約
実
現
に
対
す
る
出
捐
類
型
）。
こ
の
類
型
は
、
旧
法
化
で
は
契
約
費
用
の
賠
償
と
し
て
瑕
疵
担
保
法

の
条
文
に
存
在
し
て
お
り
、
現
行
法
上
も
、
な
お
信
頼
損
害
の
賠
償
と
し
て
検
討
さ
れ
て
い
る
。
第
二
に
、
契
約
の
目
的
、
特
に
契

約
目
的
物
に
対
し
て
行
わ
れ
た
支
出
が
問
題
と
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
（
契
約
目
的
実
現
に
対
す
る
出
捐
類
型
）。
旧
法
化
に
お
い
て
は
、

デ
ィ
ス
コ
ホ
ー
ル
事
件
が
典
型
例
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
が
、
市
公
会
堂
事
件
で
論
じ
ら
れ
た
よ
う
に
、
収
益
性
の
推
定
が
機
能
す
る

か
が
問
題
と
さ
れ
て
い
た
。
第
三
に
、
契
約
に
お
い
て
予
定
さ
れ
て
い
た
利
益
そ
の
も
の
が
問
題
と
さ
れ
る
事
例
で
あ
り
、
支
出
の

問
題
の
き
っ
か
け
と
な
っ
た
船
旅
行
事
件
が
こ
こ
に
属
す
る
（
契
約
利
益
類
型
）。
第
四
に
、
債
務
不
履
行
を
原
因
と
し
て
生
じ
た
そ

の
他
の
支
出
が
問
題
と
さ
れ
た
事
例
群
を
紹
介
す
る
（
後
続
出
捐
類
型
）。

　
　
　

ⅰ　

契
約
実
現
に
対
す
る
出
捐
類
型

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
〇
六
年
一
月
二
〇
日
判 

、
土
地
売
買
契
約
に
関
し
て
買
主
に
一
度
解
除
権
が
成
立
し
た
後
、
再
度
の
履
行

請
求
を
行
っ
た
と
い
う
事
例
に
関
し
、
解
除
権
が
一
度
成
立
し
た
後
、
さ
ら
に
債
権
者
が
履
行
請
求
を
行
っ
た
と
し
て
も
解
除
権
が

消
滅
す
る
こ
と
は
な
い
と
し
て
、
解
除
に
と
も
な
い
、
民
法
典
二
八
一
条
の
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
に
か
え
た
支
出
賠
償
は
金
額

に
つ
い
て
争
う
こ
と
な
く
買
主
の
請
求
額
が
そ
の
ま
ま
認
め
ら
れ
た
。
こ
こ
で
の
賠
償
項
目
と
し
て
は
、
不
動
産
の
仲
介
費
用
、
担

保
権
の
登
記
費
用
、
引
越
会
社
へ
の
損
害
賠
償
、
購
入
費
用
の
金
利
手
数
料
が
挙
げ
ら
れ 

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
一
〇
年
七
月
八
日
決 

、
居
住
用
不
動
産
の
売
買
契
約
後
、
取
り
壊
し
た
建
物
の
一
部
に
つ
い
て
改
築
許
可

（　

）
６６る
。

（　

）
６７件
は

（　

）
６８た
。

（　

）
６９定
は
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が
得
ら
れ
な
か
っ
た
場
合
に
、
価
値
賠
償
お
よ
び
支
出
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
か
が
争
わ
れ
た
。
請
求
さ
れ
た
売
買
代
金
額

（
二
三
万
五
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
）
の
建
築
許
可
を
受
け
ら
れ
な
か
っ
た
一
部
に
相
当
す
る
額
（
八
万
五
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
）
の
価
値
喪
失

に
つ
い
て
、
民
法
典
四
三
七
条
三
号
、
民
法
典
三
一
一
ａ
条
二
項
に
よ
り
賠
償
を
認
め
た 

不
動
産
の
取
得
経
費
（
三
万
五
〇
〇

〇
ユ
ー
ロ
）、
投
下
費
用
と
設
計
費
用
（
一
万
五
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
）
に
つ
い
て
は
、
建
築
許
可
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
こ
と
で
は
な
く
、

建
物
の
取
り
壊
し
に
よ
っ
て
そ
の
利
用
と
改
良
が
行
え
な
く
な
っ
た
た
め
に
無
駄
に
な
っ
た
も
の
で
あ
り
、
支
出
目
的
挫
折
の
要
件

を
満
た
さ
な
い
と
し
て
賠
償
を
認
め
な
か
っ 

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
一
一
年
七
月
一
五
日
判 

は
、
居
住
目
的
で
購
入
し
た
住
宅
が
醸
造
所
と
し
て
使
用
さ
れ
た
こ
と
が
あ
っ
た

た
め
契
約
を
解
除
し
た
と
い
う
事
例
に
つ
い
て
、
解
除
、
お
よ
び
損
害
賠
償
ま
た
は
支
出
賠
償
に
対
し
て
追
完
履
行
が
優
先
す
る
と

し
て
も
、
瑕
疵
を
故
意
に
隠
匿
す
る
売
主
に
追
完
履
行
は
期
待
で
き
な
い
か
ら
、
売
買
代
金
の
返
還
と
、
諸
費
用
お
よ
び
訴
訟
前
の

弁
護
士
費
用
の
支
払
を
求
め
る
原
告
の
訴
え
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な 

し
て
、
審
理
を
原
審
に
差
し
戻
し
た
。

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
一
三
年
四
月
十
九
日
判 

、
家
屋
の
優
先
買
取
権
の
譲
渡
が
争
わ
れ
、
家
屋
の
価
値
の
減
額
分
と
し
て
六
万

ユ
ー
ロ
が
請
求
さ
れ
た
が
、
売
却
さ
れ
た
家
屋
そ
の
も
の
に
は
瑕
疵
が
な
い
こ
と
か
ら
減
額
は
否
定
さ
れ 

仲
介
経
費
、
公
証
経

費
、
引
越
経
費
（
約
三
万
ユ
ー
ロ
）、
不
動
産
登
録
料
、
不
動
産
税
、
物
件
調
査
費
、
移
動
費
、
家
屋
修
繕
代
金
、
追
加
の
賃
料
、
別

訴
の
追
行
費
（
未
確
定
）
に
つ
い
て
は
、
優
先
購
入
権
の
実
行
に
よ
っ
て
取
得
し
た
家
屋
を
保
持
し
、
利
用
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

支
出
目
的
が
挫
折
し
て
い
な
い
と
し
て
賠
償
が
否
定
さ
れ
て
い 

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
一
六
年
九
月
二
十
二
日
決 

、
住
居
の
売
買
契
約
に
お
い
て
、
カ
ビ
を
原
因
と
し
て
約
三
ヶ
月
間
利
用
で
き

な
く
な
っ
た
た
め
に
、
代
金
の
減
額
、
手
続
費
用
、
遅
延
利
息
に
加
え
て
、
不
動
産
取
得
経
費
、
引
越
経
費
、
住
宅
手
当
、
不
動
産

税
、
鑑
定
経
費
の
賠
償
を
求
め
た
と
い
う
事
案
に
お
い
て
、
契
約
上
の
請
求
権
を
争
っ
た
前
訴
の
既
判
力
が
及
ば
な
い
こ
と
を
理
由

（　

）
７０が
、

（　

）
７１た
。

（　

）
７２決
で

（　

）
７３い
と

（　

）
７４決
は

（　

）
７５た
。

（　

）
７６る
。

（　

）
７７定
は
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に
控
訴
審
に
差
し
戻
し
た
。

　
　
　

ⅱ　

契
約
目
的
実
現
に
対
す
る
出
捐
類
型

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
〇
五
年
七
月
二
〇
日
判 

は
、
営
業
用
に
自
動
車
の
購
入
後
に
、
カ
ー
ナ
ビ
や
フ
ロ
ア
マ
ッ
ト
、
ア
ル
ミ
ホ

イ
ー
ル
な
ど
の
追
加
装
備
を
購
入
し
取
り
付
け
た
が
、
自
動
車
の
電
気
系
統
に
修
復
で
き
な
い
瑕
疵
が
あ
り
契
約
が
合
意
解
除
さ
れ

た
事
案
に
つ
い
て
、
清
算
合
意
が
成
立
し
た
消
費
貸
借
の
金
利
、
鑑
定
費
用
以
外
に
、
約
五
、
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
追
加
装
備
代
金
、

お
よ
び
約
四
九
〇
ユ
ー
ロ
の
自
動
車
の
認
可
、
輸
送
費
用
に
つ
い
て
争
わ
れ
た
。
連
邦
裁
判
所
は
、
追
加
装
備
代 

認
可
・
輸
送

費 

民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
に
該
当
す
る
と
し
て
賠
償
を
認
め
た
上
で
、
約
一
年
間
自
動
車
を
利
用
し
て
い
た
期
間
に
つ
い
て
、

利
用
期
間
を
五
年
と
想
定
し
て
二
割
の
控
除
を
行
っ 

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
〇
六
年
十
一
月
十
五
日
判 

、
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
で
の
馬
の
売
買
契
約
を
先
天
性
心
疾
患
を
理
由
と
し
て
解
除

し
た
際
の
損
害
賠
償
請
求
権
の
時
効
期
間
に
つ
い
て
争
わ
れ 

二
四
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
飼
育
費
用
、
八
〇
ユ
ー
ロ
の
獣
医
報
酬
に
つ

い
て
、
民
法
典
四
三
七
条
三
号
と
民
法
典
二
八
四
条
に
よ
る
支
出
賠
償
請
求
権
は
時
効
に
よ
っ
て
消
滅
し
て
い 

、
民
法
典
三
四

七
条
二
項
一
文
に
よ
る
必
要
な
費
用
の
通
常
の
維
持
費
用
に
含
ま
れ
、
こ
の
請
求
権
は
時
効
に
よ
っ
て
消
滅
し
て
い
な
い
と
し 

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
〇
八
年
七
月
十
五
日
判 

は
、
材
料
の
瑕
疵
に
よ
り
フ
ロ
ー
リ
ン
グ
の
敷
き
直
し
を
行
っ
た
と
い
う
事
例
に

つ
い
て
、
取
引
を
仲
介
し
た
売
主
で
あ
る
材
木
業
者
に
過
失
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
て
、
代
金
の
支
払
を
拒
絶
し
た
買
主
に
よ
る
損

害
賠
償
を
否
定
し 

そ
の
上
で
、
瑕
疵
あ
る
フ
ロ
ー
リ
ン
グ
材
を
最
初
に
敷
設
し
た
費
用
は
、
瑕
疵
の
顕
現
に
よ
り
無
駄
に
な
っ

た
も
の
で
あ
り
、
民
法
典
二
八
四
条
の
意
味
で
の
支
出
に
該
当
す
る
と
し
た
。
た
だ
し
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
の
要
件
が
充
足

さ
れ
て
い
な
い
以
上
、
民
法
典
二
八
四
条
の
類
推
適
用
を
行
う
こ
と
は
で
き
な 

し
て
、
結
論
と
し
て
は
支
出
賠
償
に
よ
る
請
求

も
否
定
し
た
。

（　

）
７８決
で

（　

）
７９金
、

（　

）
８０用
が

（　

）
８１た
。

（　

）
８２決
は

（　

）
８３た
。

（　

）
８４る
が

（　

）
８５た
。

（　

）
８６決
で

（　

）
８７た
。

（　

）
８８い
と
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連
邦
裁
判
所
二
〇
一
〇
年
四
月
十
四
日
判 

お
い
て
は
、
瑕
疵
あ
る
中
古
自
動
車
の
売
買
契
約
の
解
除
に
と
も
な
う
損
害
賠
償

請
求
に
つ
い
て
利
用
利
益
の
賠
償
が
争
わ
れ
、
民
法
典
二
八
一
条
の
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
の
内
容
と
し
て
、
抽
象
的
利
用 

、

新
車
の
登
録
費 

賠
償
を
肯
定
し
た
。
し
か
し
、
民
法
典
二
八
四
条
に
基
づ
き
請
求
さ
れ
た
自
動
車
保
険
お
よ
び
自
動
車
税
に
つ

い
て
は
、
自
動
車
登
録
を
廃
止
し
て
損
害
を
軽
減
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
い
う
控
訴
審
裁
判 

理
由
を
維
持
し
賠
償
を
否
定
し 

　
　
　

ⅲ　

契
約
利
益
類
型

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
一
五
年
十
月
十
三
日
判 

は
、
航
空
機
へ
の
持
ち
込
み
が
禁
止
と
さ
れ
て
い
た
小
型
酸
素
ボ
ン
ベ
の
入
っ
た

手
荷
物
が
目
的
地
に
輸
送
さ
れ
な
か
っ
た
た
め
に
、
休
暇
中
の
ダ
イ
ビ
ン
グ
が
で
き
な
く
な
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
、
全
旅
行
代
金

（
約
四
八
〇
〇
ユ
ー
ロ
）
の
賠
償
が
航
空
会
社
に
求
め
ら
れ
た
。
連
邦
裁
判
所
は
、
荷
物
が
目
的
地
に
届
か
な
か
か
っ
た
こ
と
は
遅

滞
で
は
な
く
一
部
不
履
行
で
あ 

旅
行
者
に
事
前
に
危
険
物
の
説
明
し
な
か
っ
た
こ
と
を
契
約
上
の
義
務
違
反
で
あ
る
と
し
て
損

害
賠
償
を
肯
定
し 

た
だ
し
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
と
し
て
ど
の
範
囲
で
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
か
に
つ
い
て
は
、
原
告
と

そ
の
妻
が
、
当
初
予
約
し
て
た
滞
在
期
間
を
延
長
し
、
休
暇
地
で
三
週
間
浪
費
し
た
こ
と
、
留
保
さ
れ
た
ダ
イ
ビ
ン
グ
可
能
性
の
観

点
か
ら
、
ダ
イ
ビ
ン
グ
旅
行
の
旅
行
代
金
を
減
額
し
う
る
こ
と
を
考
慮
す
る
こ
と
を
指
摘
し 

　
　
　

ⅳ　

後
続
出
捐
類
型

　

連
邦
裁
判
所
二
〇
一
五
年
四
月
十
五
日
判 

、
購
入
さ
れ
た
中
古
自
動
車
に
走
行
に
か
か
わ
る
重
大
な
問
題
が
あ
っ
た
た
め
に
、

詐
欺
取
消
ま
た
は
解
除
を
原
因
と
し
て
、
売
買
代
金
の
返
還
と
、
事
故
救
助
お
よ
び
修
理
費
用
（
約
三
一
五
ユ
ー
ロ
）
の
賠
償
が
求

め
ら
れ
た
。
追
完
の
期
待
で
き
な
い
瑕
疵
担
保
に
基
づ
く
契
約
解
除
と
代
金
の
返
還
を
認
め
る
と
と
も 

瑕
疵
を
原
因
と
す
る
目

的
物
の
返
還
の
場
合
に
は
後
発
的
に
瑕
疵
の
判
明
し
た
物
へ
の
買
主
の
支
出
も
含
ま
れ
る
か
ら
、
民
法
典
四
三
七
条
三
号
と
民
法
典

二
八
四
条
に
よ
る
支
出
賠
償
と
し
て
全
額
の
賠
償
を
認
め 

（　

）
８９決
に

 
（　

）
９０
利
益

（　

）
９１用
の

（　

）
９２所
の

（　

）
９３た
。

（　

）
９４決
で

（　

）
９５り
、

（　

）
９６た
。

（　

）
９７た
。

（　

）
９８決
は

（　

）
９９に
、

（　

）
１００た
。
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第
四
款　

小
括

　
　
　

ⅰ　

債
務
法
改
正
前
の
裁
判
例

　

損
害
賠
償
の
枠
組
み
の
中
で
の
支
出
の
位
置
付
け
は
、
支
出
そ
の
も
の
が
賠
償
の
対
象
と
な
る
の
で
は
な
く
、
支
出
額
を
参
考
と

し
て
賠
償
額
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
と
い
う
形
で
具
体
化
さ
れ
る
に
至
っ
た
。
そ
の
結
果
、
支
出
そ
の
も
の
は
抽
象
的
使

用
利
益
の
客
観
的
価
値
の
中
に
、
原
則
と
し
て
解
消
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
姿
を
消
し
、
収
益
性
の
推
定
の
機
能
す
る
領
域
に
お
い
て
、

最
小
損
害
の
算
定
基
準
と
し
て
一
定
の
意
義
を
残
す
の
み
と
な
っ
て
い
た
。
た
だ
し
、
収
益
性
の
推
定
に
お
い
て
も
、
逸
失
利
益
の

賠
償
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
が
前
提
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
逸
失
利
益
の
取
得
に
か
か
っ
た
支
出
を
ど
の
よ
う
に
損
害
賠
償
に
取
り
込

む
の
か
と
い
う
形
で
議
論
さ
れ
て
い
る
。

　
　
　

ⅱ　

債
務
法
改
正
後
の
裁
判
例

　

先
に
整
理
し
た
第
一
類
型
に
お
い
て
、
問
題
と
さ
れ
る
支
出
は
、
契
約
締
結
前
の
交
渉
段
階
か
ら
契
約
完
了
時
点
ま
で
に
契
約
の

実
現
を
信
頼
し
て
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
支
出
賠
償
の
対
象
と
な
る
こ
と
に
争
い
は
な
い
。
旧
法
下
に
お
い
て
も
明
文
で
認
め
ら

れ
て
い
た
内
容
で
あ
り
、
契
約
の
効
力
が
否
定
さ
れ
る
場
合
に
は
、
信
頼
利
益
賠
償
と
し
て
考
慮
さ
れ
る
べ
き
支
出
で
あ
る
。
そ
の

た
め
、
履
行
利
益
賠
償
、
す
な
わ
ち
現
行
法
に
お
け
る
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
そ
の
中
で
考
慮
さ
れ

る
べ
き
出
捐
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

　

第
二
の
類
型
は
、
契
約
の
一
応
の
完
了
後
に
、
契
約
の
目
的
物
に
対
し
て
出
捐
が
な
さ
れ
た
場
合
で
あ
り
、
契
約
に
よ
っ
て
獲
得

さ
れ
た
物
ま
た
は
権
利
へ
の
投
資
と
し
て
具
体
化
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
は
第
一
類
型
の
延
長
と
し
て
理
解
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、

収
益
性
の
推
定
で
論
じ
ら
れ
て
い
た
よ
う
に
、
履
行
利
益
と
し
て
逸
失
利
益
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
そ
こ
に
吸
収
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
。
こ
の
類
型
で
は
、
解
除
法
に
よ
る
賠
償
と
競
合
す
る
。
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第
三
類
型
で
は
、
契
約
そ
の
も
の
の
等
価
性
が
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
に
、
主
観
的
な
価
値
評
価
で
あ
る
支
出
を
基
準
に
賠
償
を

認
め
る
も
の
で
あ
り
、
義
務
違
反
が
生
じ
た
契
約
と
は
別
の
契
約
に
つ
い
て
、
支
出
が
挫
折
し
た
契
約
の
対
価
そ
の
も
の
で
あ
る
点

で
そ
れ
以
外
の
類
型
と
は
異
な 

こ
の
類
型
は
第
三
者
に
よ
る
契
約
侵
害
に
近
い
構
造
を
有
し
て
お
り
、
こ
れ
を
認
め
る
場
合
、

不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
の
問
題
と
も
競
合
し
、
か
つ
、
非
財
産
的
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
民
法
典
二
五
三
条
の
制
限
と
の
関

係
が
特
に
問
題
と
な
る
。

　

第
四
類
型
は
、
義
務
違
反
の
結
果
と
し
て
生
じ
た
増
加
費
用
を
扱
う
も
の
で
あ
り
、
民
法
典
の
い
く
つ
か
の
条
文
に
お
い
て
、
追

完
履
行
費
用
と
し
て
定
め
ら
れ
て
お
り
、
ま
た
、
不
法
行
為
法
に
お
い
て
も
帰
責
さ
れ
う
る
項
目
と
な
る
。
内
容
と
し
て
は
、
第
二

類
型
の
延
長
に
置
か
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
義
務
違
反
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
失
を
填
補
す
る
た
め
の
出
捐
で
あ
り
、
契
約
目
的
を
実

現
し
よ
う
と
す
る
支
出
を
扱
う
第
二
類
型
と
は
方
向
性
を
異
に
す
る
。

　
　
　

ⅲ　

裁
判
例
に
お
け
る
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
概
念

　

契
約
の
清
算
局
面
に
お
い
て
債
権
者
の
満
足
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
と
い
う
場
合
に
つ
い
て
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
を
認
め

る
こ
と
に
よ
っ
て
支
出
の
問
題
も
解
決
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
典
型
的
に
は
第
二
類
型
で
逸
失
利
益
の
賠
償
が
認
め
ら

れ
る
と
き
に
支
出
賠
償
が
否
定
さ
れ
て
い
る
局
面
が
想
定
さ
れ
る
が
、
本
来
支
出
は
出
捐
者
の
計
算
に
お
い
て
行
わ
れ
る
べ
き
も
の

で
あ
る
か
ら
、
契
約
で
約
束
さ
れ
た
給
付
利
益
の
価
値
、
す
な
わ
ち
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
と
き
に
は
、
支
出
の

賠
償
を
認
め
る
必
要
は
な
く
な
る
か
ら
で
あ
る
。

　

そ
う
す
る
と
、
支
出
賠
償
が
典
型
的
に
機
能
す
る
の
は
、
契
約
を
解
除
し
て
給
付
の
返
還
と
と
も
に
支
出
賠
償
を
請
求
す
る
場
合

や
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
を
認
め
る
に
際
し
て
、
そ
の
額
が
不
明
確
で
あ
る
と
か
、
蓋
然
性
の
程
度
が
十
分
で
は
な
い
な
ど
の

理
由
に
よ
り
、
確
か
に
損
害
が
生
じ
て
い
る
と
は
い
え
、
十
分
な
金
銭
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
が
想
定
さ
れ
る
。
こ
の

（　

）
１０１る
。
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よ
う
な
場
合
、
給
付
利
益
や
逸
失
利
益
の
証
明
が
困
難
で
あ
る
と
し
て
も
、
少
な
く
と
も
債
権
者
は
契
約
の
実
現
に
よ
り
支
出
以
上

の
も
の
を
得
ら
れ
る
と
期
待
し
て
支
出
を
行
っ
て
い
る
の
で
あ
り
、
契
約
の
実
現
を
信
頼
し
て
債
権
者
が
支
出
を
行
っ
た
と
証
明
す

る
こ
と
は
容
易
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
概
念
は
、
統
一
的
な
支
出
賠
償
請
求
権
を
創
設
す
る
と
い
う
立
法
趣
旨
か
ら
、
立
法
の
契
機
と
な
っ
た

裁
判
例
を
超
え
る
範
囲
の
支
出
を
包
摂
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、
債
務
法
改
正
後
の
裁
判
例
で
は
、
支
出
が
行
わ
れ
て
、

そ
の
目
的
が
挫
折
さ
せ
ら
れ
た
と
い
う
点
で
共
通
点
を
有
す
る
も
の
の
、
賠
償
の
対
象
と
な
る
か
ど
う
か
の
基
準
は
一
律
と
は
い
え

な
い
。
ま
た
、
支
出
額
を
減
額
す
る
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
第
二
類
型
に
お
け
る
利
用
控
除
や
、
目
的
の
挫
折
し
た
範
囲
と
い
う

方
法
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
が
、
衡
平
性
や
相
当
性
の
基
準
で
争
わ
れ
た
も
の
は
な
い
た
め
、
理
論
上
の
減
額
方
法
が
ど
の
よ
う

に
機
能
す
る
か
は
、
今
後
の
判
例
の
展
開
に
委
ね
ら
れ
る
。

　

第
二
節　

学
説
に
お
け
る
議
論

　

本
節
に
お
い
て
は
、
学
説
上
、
支
出
賠
償
請
求
権
が
ど
の
よ
う
に
論
じ
ら
れ
て
い
る
の
か
を
検
討
す
る
。
こ
こ
で
の
議
論
は
、
支

出
賠
償
請
求
権
を
理
論
上
ど
の
よ
う
に
理
解
す
べ
き
で
あ
る
の
か
と
い
う
問
題
と
、
個
別
の
要
件
を
ど
の
よ
う
に
解
釈
す
る
の
か
に

分
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
し
て
後
者
に
つ
い
て
は
、
特
に
法
律
効
果
と
し
て
損
害
賠
償
範
囲
を
決
定
す
る
基
準
と
し
て
機
能
し
う

る
の
か
と
い
う
点
に
注
目
す
る
。

　
　

第
一
款　

支
出
賠
償
請
求
権
の
位
置
づ
け

　

学
説
上
の
支
出
賠
償
請
求
権
の
議
論
は
、
そ
も
そ
も
支
出
賠
償
請
求
権
が
ど
の
よ
う
な
性
質
の
請
求
権
で
あ
る
の
か
を
検
討
す
る

こ
と
が
中
心
的
課 

さ
れ
、
大
き
く
三
つ
の
見
解
に
分
類
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
第
一
は
、
旧
法
に
お
け
る
収
益
性
の
推
定
を
継

（　

）
１０２題
と
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受
す
る
条
文
で
あ
る
と
す
る
見 

あ
り
、
こ
の
見
解
に
従
え
ば
、
民
法
典
二
八
四
条
の
適
用
領
域
は
双
務
契
約
か
つ
収
益
目
的
の

場
合
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
給
付
障
害
法
に
お
け
る
一
般
損
害
賠
償
法
の
規
定
と
し
た
条
文
の
体
系
的
位
置
づ
け
を
縮
小
解

釈
す
る
こ
と
に
な
る
。
第
二
に
、
損
害
算
定
の
方
法
ま
た
は
挫
折
損
害
の
概
念
を
創
設
す
る
も
の
と
し
て
損
害
論
の
規
定
で
あ
る
と

す
る
見 

あ
り
、
既
存
の
損
害
賠
償
法
体
系
を
維
持
し
つ
つ
、
新
た
な
保
護
領
域
を
創
出
し
た
規
定
で
あ
る
と
い
う
。
最
後
に
、

損
害
賠
償
請
求
権
と
並
立
す
る
、
支
出
賠
償
と
い
う
固
有
の
賠
償
請
求
権
を
創
設
し
た
規
律
で
あ
る
と
す
る
見 

示
さ
れ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
こ
れ
ら
い
ず
れ
の
見
解
に
よ
る
と
し
て
も
、
支
出
賠
償
請
求
権
の
理
論
的
な
説
明
か
ら
、
そ
の
賠
償
範
囲
が
一
義
的
に

決
定
さ
れ
る
と
い
う
わ
け
で
は
な
く
、
さ
ら
に
個
別
の
問
題
点
ご
と
に
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
具
体
的
に
は
、
第
一
に
、

支
出
賠
償
と
損
害
賠
償
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
一
般
給
付
障
害
法
と
の
関
係
、
第
二
に
、
ど
の
よ
う
な
支
出

が
対
象
と
な
る
の
か
、
第
三
に
、
目
的
の
挫
折
概
念
に
よ
る
制 

第
四
に
、
衡
平
性
要
件
に
よ
る
制
限
で
あ
る
。

　
　

第
二
款　

一
般
給
付
障
害
法
と
の
関
係

　

一
般
給
付
障
害
法
と
の
関
係
に
お
い
て
は
、
民
法
典
二
八
四
条
の
定
め
る
損
害
賠
償
請
求
権
と
の
選
択
制
と
い
う
条
文
構
造
、
解

除
法
の
定
め
る
契
約
清
算
規
律
と
の
整
合
性
が
問
題
と
な
り
う
る
。

　
　
　

ⅰ　

損
害
賠
償
請
求 

の
整
理

　

支
出
賠
償
と
損
害
賠
償
請
求
権
と
が
両
立
し
う
る
の
か
と
い
う
観
点
に
つ
い
て
、
民
法
典
二
八
四
条
の
文
言
は
、
給
付
に
か
わ
る

損
害
賠
償
の
み
を
選
択
制
の
対
象
と
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
民
法
典
二
八
〇
条
二
項
に
よ
る
遅
延
損
害
や
一
項
に
基
づ
く
完
全
性

利
益
の
侵
害
に
関
す
る
損
害
賠
償
に
つ
い
て
は
、
文
言
上
か
ら
も
排
斥
す
る
必
要
は
な
い 

給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求
権
と

組
み
合
わ
せ
て
請
求
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
か
、
と
い
う
点
で
争
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、
民
法
典
二
八
四
条
の
選
択
制
を
目
的

論
的
に
解
釈
し
、
債
権
者
に
二
重
補
償
を
認
め
な
い
と
い
う
趣
旨
で
理
解
し
、
個
々
の
損
害
項
目
を
、
そ
の
被
侵
害
利
益
を
基
準
に

（　

）
１０３解
で

（　

）
１０４解
が

（　

）
１０５解
が

（　

）
１０６限
、

（　

）
１０７権
と

（　

）
１０８が
、
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整
理
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
主
張
す
る
見
解
が
あ 

他
方
、
支
出
賠
償
請
求
権
を
積
極
的
利
益
に
対
す
る
責
任
の

下
位
規
範
と
性
質
決
定
す
る
立
場
か
ら
は
、
同
一
利
益
の
二
重
補
償
の
禁
止
と
い
う
観
点
か
ら
、
支
出
賠
償
請
求
権
の
選
択
制
が
正

当
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
挫
折
し
た
支
出
と
不
履
行
に
よ
り
生
じ
た
損
害
と
が
相
互
に
無
関
係
な
給
付
利
益
の
項
目
で
あ
る
場

合
に
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
支
出
賠
償
の
組
み
合
わ
せ
が
承
認
さ
れ
る
と
す 

　
　
　

ⅱ　

解
除
法
と
の
整
理

　

ド
イ
ツ
民
法
典
は
解
除
と
損
害
賠
償
の
併
存
を
認
め
て
い
る
の
で
、
解
除
に
よ
る
清
算
の
規 

、
支
出
賠
償
請
求
権
と
で
は
対

象
の
重
複
が
生
じ
る
可
能
性
が
あ 

　

支
出
賠
償
と
重
複
す
る
可
能
性
の
あ
る
三
四
七
条
二
項
の
規
律
は
、
売
買
目
的
物
の
た
め
の
費
用
の
填
補
に
つ
い
て
定
め
て
い
る

が
、
支
出
に
つ
い
て
の
完
結
し
た
特
則
で
は
な
い
し
、
債
権
者
が
解
除
を
選
択
し
た
場
合
に
三
四
七
条
二
項
に
よ
る
こ
と
し
か
認
め

ら
れ
な
い
と
す
る
と
、
解
除
の
意
思
表
示
を
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
債
権
者
が
そ
の
地
位
を
悪
化
さ
せ
ら
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。

と
り
わ
け
、
民
法
典
二
八
四
条
は
債
務
者
の
帰
責
事
由
を
要
件
と
し
て
民
法
典
三
四
七
条
二
項
の
範
囲
を
超
え
た
債
務
者
の
責
任
を

基
礎
付
け
る
規
律
で
あ
る
か
ら
、
双
務
契
約
に
お
い
て
常
に
民
法
典
三
四
七
条
二
項
が
優
先
的
に
適
用
さ
れ
る
と
す
る
こ
と
は
妥
当

で
は
な
い
と
す 

　

こ
れ
に
対
し
て
、
民
法
典
三
二
五
条
に
よ
り
解
除
と
損
害
賠
償
と
が
併
存
す
る
こ
と
に
な
っ
た
点
を
強
調
し
、
民
法
典
三
四
七
条

二
項
に
よ
る
費
用
清
算
の
規
律
と
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
の
規
律
は
重
畳
す
る
と
い
う
見 

ま
た
、
解
除
法
上
の
危
険
分

配
を
定
め
る
民
法
典
三
四
七
条
二
項
と
は
異
な
り
、
民
法
典
二
八
四
条
は
、
無
駄
に
な
っ
た
支
出
に
よ
っ
て
最
小
損
害
ま
た
は
算
定

可
能
な
無
形
的
利
益
と
し
て
表
象
さ
れ
た
逸
失
履
行
利
益
が
挫
折
さ
せ
ら
れ
た
こ
と
に
対
す
る
填
補
で
あ
る
か
ら
、
全
く
異
な
る
規

範
で
あ
る
と
す
る
見 

あ
る
。

（　

）
１０９る
。

（　

）
１１０る
。

（　

）
１１１律
と

（　

）
１１２る
。

（　

）
１１３る
。

（　

）
１１４解
、

（　

）
１１５解
が
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第
三
款　

支
出
賠
償
の
対
象
と
な
る
支
出

　

先
に
み
た
よ
う
に
、
民
法
典
は
支
出
に
つ
い
て
の
定
義
規
定
を
有
し
て
い
な
い
た
め
、
民
法
典
二
八
四
条
の
意
味
に
お
け
る
支
出

と
し
て
把
握
さ
れ
る
範
囲
を
確
定
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
ど
の
支
出
が
賠
償
の
対
象
と
な
る
の
か
と
い
う
賠

償
適
格
性
と
、
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
支
出
項
目
の
う
ち
、
ど
の
範
囲
で
賠
償
さ
れ
る
の
か
と
い
う
賠
償
額
算
定
の
問
題
が
考
慮
さ
れ

う
る
が
、
両
者
を
一
つ
の
要
件
で
扱
う
こ
と
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
支
出
要
件
は
賠
償
適
格
性
を
判
断
す
る
た
め
の
も
の
と
し
て
扱

う
。

　

本
稿
に
お
い
て
は
、
起
草
段
階
に
お
い
て
民
法
典
二
八
四
条
が
典
型
的
に
予
定
し
て
い
た
支
出
の
類
型
、
す
な
わ
ち
、
契
約
締
結

後
、
義
務
違
反
前
に
行
わ
れ
た
、
一
回
的
か
つ
無
形
的
な
目
的
の
た
め
の
支
出
と
異
な
る
類
型
に
つ
い
て
、
ど
こ
ま
で
支
出
賠
償
請

求
権
の
保
護
対
象
と
す
べ
き
か
を
検
討
す
る
。
ま
ず
前
提
と
し
て
、
契
約
締
結
お
よ
び
義
務
違
反
と
の
関
係
で
、
い
つ
行
わ
れ
た
支

出
が
対
象
と
な
る
の
か
と
い
う
時
期
の
問
題
を
、
次
に
給
付
の
獲
得
を
信
頼
し
て
な
さ
れ
た
支
出
と
い
う
文
言
に
関
し
て
、
何
に
対

す
る
支
出
が
対
象
と
さ
れ
る
の
か
を
扱
う
。

　
　
　

ⅰ　

時
期
に
よ
る
区
別

　

契
約
締
結
後
、
義
務
違
反
前
に
行
わ
れ
た
支
出
に
関
し
て
、
支
出
賠
償
請
求
権
に
よ
る
保
護
の
対
象
に
含
ま
れ
る
こ
と
は
異
論
が

な 

契
約
締
結
前
に
行
わ
れ
た
支 

つ
い
て
は
、
そ
も
そ
も
契
約
の
実
現
に
対
す
る
信
頼
が
存
し
な
い
か
ら
、
契
約
交
渉
中
の

支
出
に
民
法
典
二
八
四
条
は
適
用
さ
れ
な
い
と
す
る
見 

あ
る
が
、
一
般
的
に
は
、
民
法
典
三
一
一
ａ
条
二
項
に
よ
り
契
約
締
結

上
の
過
失
が
保
護
の
対
象
に
含
め
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
か
え
て
支
出
賠
償
請
求
権
の
成
立
が
認
め
ら
れ

る
と
す 

　

争
い
が
あ
る
の
は
、
契
約
締
結
後
の
支 

賠
償
適
格
を
有
す
る
の
か
に
つ
い
て
で
あ
る
。
契
約
目
的
の
不
到
達
が
確
定
し
た
後

（　

）
１１６い
。

（　

）
１１７出
に

（　

）
１１８解
が

（　

）
１１９る
。

（　

）
１２０出
が
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に
生
じ
た
費
用
に
つ
い
て
は
も
は
や
契
約
実
現
へ
の
信
頼
が
存
し
な
い
か
ら
支
出
賠
償
の
対
象
と
な
ら
な
い
と
す
る
見 

対
し
て
、

債
務
者
に
一
定
の
法
的
不
確
実
性
を
も
た
ら
し
う
る
と
し
て
も
、
民
法
典
二
八
四
条
の
選
択
制
を
目
的
論
的
に
解
釈
し
、
す
な
わ
ち
、

債
権
者
に
二
重
補
償
を
認
め
な
い
と
い
う
趣
旨
で
理
解
し
、
個
々
の
損
害
項
目
を
、
そ
の
被
侵
害
利
益
を
基
準
に
整
理
し
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
主
張
す
る
見
解
が
あ 

そ
の
中
で
も
、
特
に
遅
滞
に
と
も
な
う
増
加
費
用
に
つ
い
て
は
、
義
務
違
反
後

に
生
じ
た
支
出
で
あ
る
と
し
て
も
、
民
法
典
二
八
四
条
を
類
推
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
見 

み
ら
れ
る
。
な
お
、
義
務

違
反
後
の
費
用
と
し
て
は
、
瑕
疵
担
保
責
任
に
関
す
る
追
完
履
行
費
用
に
関
し
て
も
民
法
典
二
八
四
条
が
問
題
と
な
り
う
る
が
、
こ

れ
は
給
付
実
現
の
た
め
の
履
行
費
用
の
負
担
で
あ
る
か
ら
、
支
出
賠
償
請
求
権
で
は
包
摂
さ
れ
得
な 

　
　
　

ⅱ　

対
象
に
よ
る
区
別

　

支
出
賠
償
の
対
象
と
な
る
支
出
と
し
て
、
契
約
締
結
費
用
や
契
約
履
行
費
用
が
対
象
と
な
る
こ
と
は
争
い
は
な 

　

支
出
の
対
象
を
、
給
付
の
獲
得
を
信
頼
し
て
と
い
う
文
言
を
手
が
か
り
に
分
類
す
る
と
、
給
付
目
的
物
と
し
て
特
定
の
物
が
予
定

さ
れ
て
い
る
場
合
に
、
そ
の
物
に
対
し
て
行
わ
れ
る
支
出
と
、
給
付
と
し
て
一
定
の
行
為
な
ど
無
形
的
な
も
の
が
予
定
さ
れ
て
い
る

場
合
と
で
分
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

前
者
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
税
や
手
続
費
用
な
ど
契
約
を
実
現
す
る
た
め
に
費
や
さ
れ
る
支
出
と
、
設
備
投
資
な
ど
契
約
を
実
現

し
た
後
の
利
用
を
展
開
す
る
た
め
の
支 

で
区
別
す 

利
用
そ
の
も
の
を
実
現
す
る
た
め
の
支
出
に
関
し
て
は
、
こ
れ
を
契
約

費
用
と
し
て
利
用
控
除
の
対
象
に
含
め
な
い
と
す
る
見 

、
契
約
費
用
で
あ
っ
て
も
、
契
約
目
的
の
不
到
達
が
確
定
す
る
に
至
る

時
点
ま
で
は
支
出
目
的
を
一
時
的
に
は
達
成
し
て
い
た
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
も
利
用
控
除
の
対
象
に
含
め
る
と
す
る
見 

あ 

る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
利
用
価
値
を
高
め
る
た
め
の
支
出
に
関
し
て
は
、
と
り
わ
け
契
約
の
直
接
の
目
的
物
か
ら
切
り
離
し
て
利
用

す
る
価
値
が
残
さ
れ
る
場
合
に
は
、
残
存
価
値
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
の
か
の
問
題
が
残
さ
れ 

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
実
際

（　

）
１２１解
に

（　

）
１２２る
。

（　

）
１２３解
が

（　

）
１２４い
。

（　

）
１２５い
。

（　

）
１２６出
と

（　

）
１２７る
。

（　

）
１２８解
と

（　

）
１２９解
が

（　

）
１３０る
。
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に
債
権
者
に
よ
っ
て
利
用
さ
れ
た
期
間
に
つ
い
て
の
控
除
を
行
い
、
さ
ら
に
残
余
価
値
を
控
除
す
る
と
い
う
計
算
方
法
が
考
え
ら
れ

て
い 

ま
た
、
支
出
に
よ
っ
て
契
約
の
目
的
物
と
は
異
な
る
、
何
ら
か
の
有
体
物
が
得
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
目
的
不
到
達
の

判
断
に
際
し
て
、
支
出
の
目
的
物
で
は
な
く
、
契
約
目
的
物
に
つ
い
て
の
み
目
的
不
到
達
の
判
断
が
な
さ
れ
る
こ
と
に
な 

そ
し

て
、
支
出
に
よ
っ
て
獲
得
さ
れ
た
物
が
債
権
者
の
も
と
か
ら
移
転
可
能
で
あ
る
か
否
か
に
よ
っ 

債
務
者
に
引
き
渡
す
こ
と
が
で

き
る
場
合
に
は
引
換
給
付
の
問
題
と
な
る
が
、
引
き
渡
す
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
、
あ
る
い
は
引
き
渡
し
て
も
債
務
者
に
と
っ
て
意

味
が
な
い
場
合
に
は
、
転
用
義
務
あ
る
い
は
換
価
義
務
を
課
す
こ
と
に
よ
っ
て
支
出
賠
償
額
を
減
額
す
べ
き
か
否
か
の
考 

必
要

と
な
る
。

　

後
者
に
つ
い
て
も
、
同
様
に
二
つ
に
分
類
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
の
う
ち
契
約
を
実
現
す
る
費
用
の
部
分
に
つ
い
て
は
、
特

定
の
物
を
給
付
目
的
物
と
す
る
場
合
と
同
様
に
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
し
て
、
無
形
的
な
契
約
利
益
を
展
開
す
る
た
め
の
費
用

に
つ
い
て
も
枠
組
み
と
し
て
は
同
様
に
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
無
形
的
な
給
付
の
展
開
が
で
き
な
く
な
っ
た
こ
と
と
、
支
出
目

的
が
挫
折
し
た
と
い
え
る
の
か
の
評
価
は
直
結
し
な
い
た
め
、
目
的
の
挫
折
要
件
と
の
関
係
で
慎
重
な
考
慮
を
要
す
る
こ
と
に
な
る
。

　
　

第
四
款　

支
出
目
的
の
挫 

　

支
出
目
的
の
挫
折
に
つ
い
て
は
、
ど
の
範
囲
で
支
出
目
的
が
挫
折
し
た
か
を
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
義
務
違
反
の
対

象
と
な
る
契
約
目
的
と
の
区
別
が
必
要
と
な
る
。

　
　
　

ⅰ　

支
出
目
的
に
つ
い
て

　

契
約
を
実
現
す
る
た
め
に
行
わ
れ
る
支
出
の
目
的
は
、
原
則
と
し
て
契
約
目
的
と
一
致
す
る
こ
と
に
な 

そ
こ
で
最
初
に
問
題

と
な
る
の
は
、
商
業
的
か
観
念
的
か
と
い
う
支
出
目
的
の
性 

よ
り
、
債
権
者
の
救
済
手
段
が
異
な
る
こ
と
を
承
認
す
る
か
否
か

と
い
う
点
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
収
益
性
の
推
定
も
適
用
可
能
な
商
業
的
目
的
が
設
定
さ
れ
て
い
た
場
合
に
は
、
支
出
賠
償
請
求
権

（　

）
１３１る
。

（　

）
１３２る
。

（　

）
１３３て
、

（　

）
１３４虜
が

（　

）
１３５折　

（　

）
１３６る
。

（　

）
１３７質
に
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と
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求
権
と
で
、
選
択
的
で
は
あ
る
も
の
の
二
重
の
保
護
が
与
え
ら
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
れ
を
容
認

す
る
見 

、
収
益
性
の
推
定
が
妥
当
す
る
商
業
的
目
的
で
あ
る
か
否
か
の
区
別
を
排
除
し
、
責
任
の
統
一
化
を
図
る
と
い
う
立
法

意
図
は
、
収
益
性
の
推
定
を
も
は
や
主
張
で
き
な
い
と
い
う
形
で
債
権
者
の
地
位
を
悪
化
さ
せ
る
こ
と
に
ま
で
及
ぶ
も
の
で
は
な
い

と
し
て
、
民
法
典
二
八
四
条
が
存
在
し
て
も
収
益
性
の
推
定
は
引
き
続
き
妥
当
す
る
と
し
て
、
両
立
を
認
め
る
こ
と
に
な
る
。
さ
ら

に
両
立
を
認
め
る
見
解
に
お
い
て
も
、
支
出
目
的
が
常
に
単
一
の
内
容
と
い
え
る
か
は
疑
問
で
あ
り
、
両
者
の
目
的
が
混
交
し
て
設

定
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
多
く
み
ら
れ
る
た 

収
益
性
の
推
定
の
役
割
を
縮
小
さ
せ
て
い
こ
う
と
す
る
見
解
が
主
張
さ
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
き
て
い
る
。
他
方
、
収
益
性
の
推
定
や
解
除
法
の
規
律
が
契
約
に
お
け
る
支
出
の
問
題
を
取
り
扱
っ
て
い
た
の
に
対
し
て
、

民
法
典
二
八
四
条
の
創
設
は
こ
れ
ら
を
統
一
的
に
扱
う
規
律
を
新
設
し
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
支
出
賠
償
請
求
権
に
一
元
化
す
べ
き

で
あ
る
と
の
見 

あ
る
。

　
　
　

ⅱ　

支
出
目
的
の
挫
折
す
る
範
囲

　

商
業
的
目
的
と
観
念
的
目
的
が
同
時
に
設
定
さ
れ
る
場 

よ
う
に
、
あ
る
い
は
支
出
目
的
の
実
現
を
分
割
し
て
観
念
で
き
る 

場 

よ
う
に
、
支
出
目
的
を
割
合
的
に
分
割
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
が
、
さ
ら
に
問
題
と
な
る
。
す
な
わ
ち
、
支
出
目
的
の
挫
折

の
一
類
型
と
し
て
、
一
定
の
期
間
支
出
目
的
を
実
現
で
き
た
こ
と
に
よ
り
、
賠
償
額
か
ら
、
そ
の
期
間
に
相
当
す
る
額
を
控
除
す
る

こ
と
が
で
き
る
の
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
期
間
の
経
過
に
応
じ
て
減
額
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
見 

民

法
典
三
四
六
条
一
項
を
類
推
す
る
の
で
は
な
く
、
支
出
の
部
分
的
な
無
価
値
化
を
理
由
に
賠
償
額
が
減
額
さ
れ
る
の
で
あ
る
こ
と
を

理
由
に
、
具
体
的
に
使
用
さ
れ
た
割
合
に
応
じ
て
縮
減
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
見 

個
別
事
例
に
お
け
る
目
的
不
到
達
の
範
囲
を

明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
算
定
さ
れ
る
と
す
る
見 

あ
る
。

（　

）
１３８解
は

（　

）
１３９め
、

（　

）
１４０解
も

（　

）
１４１合
の

（　

）
１４２合
の

（　

）
１４３解
、

（　

）
１４４解
、

（　

）
１４５解
が
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第
五
款　

衡
平
性

　

衡
平
性
に
つ
い
て
は
、
契
約
信
義
に
反
す
る
債
務
者
に
支
出
を
転
嫁
し
て
も
よ
い
と
い
う
こ
と
と
、
あ
ら
ゆ
る
支
出
の
挫
折
の
危

険
を
債
務
者
に
負
担
さ
せ
る
と
無
制
限
な
賠
償
範
囲
の
拡
張
に
至
る
こ
と
と
を
調
整
す
る
た
め
の
基 

し
て
、
成
立
要
件
と
い
う

条
文
上
の
位
置
付
け
を
超
え
て
、
損
害
賠
償
額
の
調
整
規
範
と
し
て
も
機
能
す
る
と
考
え
ら
れ
て
い 

そ
し
て
衡
平
性
の
基
準
は
、

単
に
民
法
典
二
五
四
条
の
規 

指
示
し
て
い 

で
は
な
く
、
固
有
の
賠
償
枠
組 

機
能
を
有
す
る
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な

議
論
が
な
さ
れ
て
き
た
。

　
　
　

ⅰ　

契
約
実
現
へ
の
不
安

　

衡
平
性
要
件
が
成
立
要
件
と
し
て
機
能
す
る
局
面
と
し
て
、
契
約
が
有
効
に
成
立
し
て
実
現
過
程
に
あ
る
と
し
て
も
、
そ
の
実
現

が
危
ぶ
ま
れ
る
兆
候
が
み
ら
れ
る
と
き
に
、
債
権
者
が
支
出
を
見
合
わ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
が
問
題
と
な
る
。
こ
の
よ
う
な

性
急
な
支
出
に
つ
い
て
は
、
失
敗
す
る
可
能
性
の
高
い
投
資
の
危
険
を
債
務
者
に
転
嫁
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
賠
償
適
格
性
を
否

定
す
る
見 

あ
る
。
そ
れ
に
対
し
て
、
民
法
典
二
八
四
条
が
定
め
る
要
件
は
、
給
付
の
獲
得
へ
の
信
頼
の
み
で
あ
る
か
ら
、
債
務

者
が
給
付
を
実
現
し
な
い
可
能
性
を
考
慮
し
て
特
定
の
支
出
を
行
わ
な
い
よ
う
に
す
る
債
権
者
の
義
務
は
存
し
な
い
と
す
る
見 

あ
る
。

　
　
　

ⅱ　

金
額
の
制
限

　

法
律
効
果
の
段
階
で
問
題
と
な
る
の
は
、
衡
平
性
要
件
に
よ
る
賠
償
額
の
制
限
で
あ
る
。
こ
の
点
は
、
契
約
実
現
へ
の
不
安
と
同

様
に
、
そ
も
そ
も
過
剰
な
支
出
は
賠
償
の
対
象
と
な
ら
な
い
と
考
え
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
民
法
典
二
八
四
条
に
お
け
る
支
出
概
念

で
は
、
給
付
の
獲
得
を
信
頼
し
て
行
わ
れ
て
い
る
限
り
に
お
い
て
、
支
出
賠
償
請
求
権
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
る
金
額
が
反
対
給
付
の

客
観
的
価
値
の
額
を
超
え
て
い
る
と
い
う
の
み
で
賠
償
適
格
性
が
否
定
さ
れ
る
わ
け
で
は
な 

衡
平
性
要
件
に
よ
る
制
限
は
賠
償

（　

）
１４６準
と

（　

）
１４７る
。

（　

）
１４８律
を

（　

）
１４９る
の

（　

）
１５０み
の

（　

）
１５１解
が

（　

）
１５２解
が

（　

）
１５３い
。



論　　　説

（ ）１６２（甲南法学’ ２０）６０─１・２・３・４─１６２

範
囲
の
問
題
で
あ
る
と
し
て
、
期
待
さ
れ
て
い
た
給
付
の
種
類
と
範
囲
に
対
し
て
合
理
的
な
範
囲
内
に
制
限
さ
れ
る
と
の
理
解
が
と

ら
れ
て
い 

こ
れ
に
対
し
て
、
衡
平
性
要
件
に
よ
り
金
額
を
制
限
し
よ
う
と
す
る
に
は
、
あ
る
給
付
に
対
し
て
正
当
な
対
価
と
し

て
の
支
出
額
を
確
定
す
る
と
い
う
の
は
、
裁
判
官
に
固
有
の
裁
量
評
価
を
避
け
る
こ
と
は
で
き 

法
的
確
実
性
を
欠
く
た
め
に
認

め
ら
れ
な
い
し
、
他
方
、
債
務
者
の
予
見
可
能
性
を
基
準
と
し
て
支
出
の
範
囲
を
限
定
す
る
と
い
う
手
法
も
、
損
害
法
に
お
け
る
因

果
関
係
の
問
題
と
賠
償
額
の
確
定
を
混
同
し
て
い
る
と
し
て
否
定
す
る
見 

あ
る
。
こ
の
見
解
に
よ
れ
ば
、
債
権
者
が
よ
り
適
切

な
支
出
額
で
目
的
を
実
現
で
き
る
で
あ
ろ
う
こ
と
を
支
出
の
時
点
で
具
体
的
に
認
識
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
認
識
を
有
す
べ
き

こ
と
を
債
権
者
に
期
待
可
能
で
あ
る
場
合
に
は
、
衡
平
な
方
法
で
支
出
が
行
わ
れ
て
い
な
い
と
し
て
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
情
報
収

集
義
務
を
果
た
し
て
い
れ
ば
支
出
し
て
い
た
で
あ
ろ
う
よ
り
適
切
な
金
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
の
み
支
出
賠
償
を
請
求
で
き
る
こ
と

に
な 

あ
る
い
は
、
衡
平
性
要
件
に
よ
り
、
何
に
対
し
て
支
出
を
行
う
か
と
い
う
債
権
者
の
処
分
自
由
は
制
限
さ
れ
る
も
の
で
は

な
い
が
、
契
約
締
結
に
際
し
て
予
見
で
き
な
い
支
出
の
賠
償
を
債
務
者
に
課
す
べ
き
で
は
な
い
か
ら
、
取
引
に
典
型
的
な
支
出
を
越

え
た
通
常
と
は
い
え
な
い
支
出
に
つ
い
て
は
、
一
般
損
害
法
と
同
様
に
、
債
権
者
に
指
摘
義
務
を
課
し
、
こ
れ
に
対
す
る
違
反
と
し

て
賠
償
額
の
減
額
を
導
く
と
い
う
も
の
で
あ 

ま
た
、
目
的
物
の
通
常
期
待
さ
れ
る
べ
き
使
用
は
、
債
務
者
も
契
約
に
お
い
て
考

慮
に
入
れ
て
い
る
た
め
、
債
権
者
は
当
該
給
付
の
獲
得
を
信
頼
し
て
目
的
物
の
使
用
の
た
め
の
支
出
を
行
っ
て
も
よ
い
が
、
債
務
者

に
認
識
さ
れ
え
な
い
通
常
で
は
な
い
使
用
意
図
の
場
合
に
は
、
債
権
者
と
債
務
者
間
に
存
す
る
情
報
の
非
対
称
性
を
縮
減
す
る
た
め

に
、
賠
償
範
囲
を
制
限
す
る
可
能
性
を
認
め 

　
　
　

ⅲ　

支
出
軽
減
義
務

　

次
に
、
衡
平
性
要
件
が
減
額
の
基
準
と
し
て
機
能
す
る
場
面
と
し
て
、
支
出
軽
減
義
務
が
考
え
ら
れ
る
。

　

ま
ず
、
支
出
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
利
益
を
債
務
者
に
引
き
渡
す
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
、
こ
れ
を
債
権
者
の
も
と
で
転
用
す
る
よ

（　

）
１５４る
。

（　

）
１５５ず
、

（　

）
１５６解
も

（　

）
１５７る
。

（　

）
１５８る
。

（　

）
１５９る
。
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う
義
務
づ
け
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
て
い 

他
に
、
民
法
典
二
五
四
条
二
項
の
法
思
想
を
類
推
適
用
し
て
、
一
般
的
に
損
害
を
軽
減

す
る
た
め
の
義
務
が
債
権
者
に
は
存
し
て
い
る
か
ら
、
で
き
る
限
り
他
の
方
法
で
支
出
を
利
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る 

も
あ
る
。
た
だ
し
、
商
業
的
目
的
追
求
が
な
さ
れ
た
場
合
で
、
か
つ
、
代
替
可
能
な
給
付
に
つ
い
て
支
出
目
的
が
代
替
取
引
に
よ
っ

て
達
成
さ
れ
う
る
と
き
の
み
転
用
義
務
を
認
め
る
立 

お
い
て
も
、
将
来
の
不
確
実
な
事
情
に
か
か
ら
し
め
た
仮
定
的
な
利
用
可

能
性
ま
で
考
慮
す
る
も
の
で
は
な
い
か 

支
出
賠
償
を
請
求
す
る
時
点
で
転
用
が
可
能
で
あ
る
場
合
に
限
ら
れ
る
と
す
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
当
初
か
ら
他
の
目
的
へ
の
転
用
可
能
性
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
実
際
に
転
用
し
た
場
合
を
除
き
、
民
法
典

二
五
四
条
二
項
一
文
後
段
の
類
推
に
よ
る
転
用
義
務
ま
で
課
す
こ
と
は
で
き
な
い
と
す
る
見 

あ
る
。
ま
た
、
同
様
の
結
論
を
、

具
体
的
に
他
の
目
的
に
転
用
さ
れ
た
場
合
に
債
権
者
に
生
じ
る
利
益
を
考
慮
し
て
、
同
一
事
件
か
ら
生
じ
た
利
益
の
控
除
と
い
う
観

点
か
ら
基
礎
づ
け
る
見 

あ
る
。

　

さ
ら
に
、
民
法
典
二
五
四
条
の
規
律
が
債
権
者
に
代
替
取
引
を
課
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
支
出
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
利
益
の
目
的

を
債
権
者
に
変
更
す
る
よ
う
強
制
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
債
権
者
の
処
分
自
由
を
保

護
す
る
と
い
う
民
法
典
二
八
四
条
の
目
的
を
顧
慮
す
れ
ば
、
否
定
的
に
解
さ
れ
る
べ
き
で
あ 

た
だ
し
、
こ
の
立
場
の
中
で
も
、

商
業
的
目
的
を
追
求
し
て
い
る
場
合
に
は
、
代
替
取
引
を
行
う
こ
と
が
合
理
的
に
期
待
さ
れ
る
範
囲
に
お
い
て
、
損
害
賠
償
額
の
減

額
と
い
う
形
で
機
能
す
る
余
地
を
認
め
る
見
解
が
あ 

（　

）
１６０る
。

 
（　

）
１６１
見
解

（　

）
１６２場
に

（　

）
１６３ら
、

（　

）
１６４解
が

（　

）
１６５解
も

（　

）
１６６る
。

（　

）
１６７る
。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

7.5.1956,
N
JW
1956,

1234

 
 
 
  
                 
  
           .  

４６
（　

）　

船
旅
行
事
件
で
は
、
契
約
責
任
が
問
わ
れ
る
場
合
で
も
慰
謝
料
ま
た
は
そ
れ
に
類
す
る
も
の
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
が
問
題
と
さ
れ
た
が
、

４７

一
九
七
九
年
に
民
法
典
六
五
一
ｆ
条
に
お
い
て
立
法
的
に
解
決
さ
れ
、
現
在
は
二
〇
一
五
年
の
Ｅ
Ｕ
指
令
（R

ich
tlin
ie
(E
U
)
2015/

2302

 
   
    
     
 
       
    

）
を

受
け
た
二
〇
一
七
年
改
正
（
二
〇
一
八
年
七
月
一
日
施
行
）
に
よ
り
民
法
典
六
五
一
ｎ
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。
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民
法
典
六
五
一
ｎ
条
（
損
害
賠
償
）

　
　
　

⑵　

包
括
旅
行
が
挫
折
し
、
ま
た
は
相
当
に
侵
害
さ
れ
た
場
合
、
旅
行
者
は
、
無
駄
に
過
ご
し
た
休
暇
期
間
に
つ
い
て
も
、
相
当
な
金
銭
賠
償
を

請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　

民
法
典
旧
六
五
一
ｆ
条
（
損
害
賠
償
）

　
　
　

⑵　

旅
行
が
挫
折
し
、
ま
た
は
著
し
く
侵
害
さ
れ
た
と
き
は
、
旅
行
者
は
、
無
駄
に
過
ご
し
た
休
暇
期
間
に
つ
い
て
も
相
当
な
金
銭
賠
償
を
請
求

し
う
る
。

（　

）　

N
JW
1956,

1234,
R
n
.
17

 
  
              
 
    .  

４８
（　

）　

訴
額
六
〇
〇
マ
ル
ク
に
対
し
て
、
原
告
に
つ
い
て
一
〇
〇
マ
ル
ク
、
原
告
の
妻
に
つ
い
て
二
〇
〇
マ
ル
ク
の
損
害
を
認
定
し
た
控
訴
審
裁
判
所
の

４９

判
断
を
維
持
し
た
。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

15.12.1970,
B
G
H
Z
55,
146

 
 
 
  
                   
 
 
 
        .  

５０
（　

）　

B
G
H
Z
55,
146,

R
n
.
16

 
 
 
 
           
 
    .  

５１
（　

）　

B
G
H
Z
55,
146,

R
n
.
20

 
 
 
 
           
 
    .  

５２
（　

）　

連
邦
裁
判
所
の
判
例
理
論
に
よ
る
と
、「
取
引
通
念
に
し
た
が
え
ば
利
用
可
能
性
が
金
銭
価
値
あ
る
財
産
的
利
益
と
み
な
さ
れ
、
そ
の
一
時
的
な
剥

５３

奪
が
経
済
的
に
み
れ
ば
財
産
損
害
で
あ
る
（B

G
H
U
rt.v.

28.2.1980,
B
G
H
Z
76,
179,

 
 
 
  
                  
 
 
 
          

R
n
.
20

 
 
    

）」
と
さ
れ
て
い
る
領
域
に
お
い
て
は
、
そ
の

「
客
観
的
基
準
に
し
た
が
っ
て
確
定
可
能
な
財
産
的
価
値
で
あ
る
と
み
な
す
（B

G
H
U
rt.v.

15.4.1966,
B
G
H
Z
45,
212,

 
 
 
  
                  
 
 
 
          R

n
.
11

 
 
  
  

）」
こ
と
が

で
き
る
か
ら
、
物
を
毀
損
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
物
の
所
有
者
ま
た
は
所
有
者
と
同
視
で
き
る
ほ
ど
近
し
い
者
が
現
実
の
使
用
を
で
き
な
く

な
っ
た
場
合
に
限
り
（B

G
H
U
rt.v.

16.10.1973,
N
JW
1974,

33,

 
 
 
  
                   
  
          

R
n
.
8,
B
G
H
U
rt.v.

28.1.1975,
N
JW
19

  
 
      
 
 
  
                  
  
   75,

922,
R
n
.
13

          
 
    

）
金
銭
賠

償
を
認
め
て
き
た
。
当
初
は
「
支
出
に
よ
っ
て
購
入
（N

JW
1956,

1234,
R
n
.
17

 
  
              
 
    

）」
さ
れ
、
か
つ
、
使
用
の
実
現
の
た
め
に
行
わ
れ
た
「
支

出
の
額
を
上
回
る
（B

G
H
Z
45,
212,

R
n
.
16

 
 
 
 
           
 
    

）」
額
の
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
と
し
て
、
支
出
を
賠
償
額
算
定
の
考
慮
要
素
と
し
て
い
た
が
、
自

動
車
や
家
屋
の
抽
象
的
使
用
利
益
と
い
う
財
産
的
利
益
の
類
型
が
承
認
さ
れ
る
に
至
り
、
そ
の
存
在
意
義
を
失
っ
た
。

（　

）　

こ
の
よ
う
な
賠
償
方
法
を
最
初
に
扱
っ
た
帝
国
裁
判
所
判
決
（R

G
U
rt.v.

19.2.1930,
R
G
Z
127,

245

 
 
  
                  
 
 
         

）
は
、
パ
ル
プ
材
の
取
引
に
際
し
て
、

５４

買
主
の
地
位
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
後
に
行
わ
れ
た
支
出
の
賠
償
が
求
め
ら
れ
た
と
い
う
事
案
で
あ
る
。
帝
国
裁
判
所
は
こ
の
事
件
の
判
断
の

前
提
と
し
て
、「
損
害
賠
償
の
算
定
の
場
合
に
は
、
双
方
の
給
付
が
両
当
事
者
の
意
思
を
基
準
と
す
れ
ば
等
価
値
の
も
の
と
し
て
対
置
さ
れ
る
と
い
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う
こ
と
か
ら
出
発
す
べ
き
で
あ
る
。
買
主
は
、
反
対
給
付
を
得
る
た
め
に
、
合
意
さ
れ
た
価
格
を
認
め
た
の
で
あ
る
。
こ
の
反
対
給
付
を
取
得
し

な
い
と
す
れ
ば
、
反
対
給
付
の
取
得
の
た
め
に
引
渡
し
、
ま
た
費
や
し
た
も
の
が
買
主
に
返
還
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
が
そ
の
最
小
限

の
損
害
で
あ
る
（R

G
Z
127,

248f.

 
 
 
           
）」
と
述
べ
て
、
正
確
な
損
害
算
定
を
回
避
し
て
契
約
に
関
連
す
る
支
出
に
つ
い
て
の
金
銭
賠
償
を
認
め
る
と

い
う
立
場
を
示
し
た
。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

22.9.1971,
B
G
H
Z
57,
78,
R

 
 
 
  
                  
 
 
 
          

n
.
11

 
    .  

５５
　
　
　
　

そ
の
他
に
同
旨
の
も
の
と
し
てB

G
H
U
rt.v.

21.4.1978,
B
G
H
Z
71,
234,

 
 
 
  
                  
 
 
 
          

R
n
.
19;
B
G
H
U
rt.v.

23.4.1991,
N
JW
19

 
 
       
 
 
  
                  
  
   91,

2707,
R
n
.

          
 
 
  

13   

が
あ
る
。

（　

）　

連
邦
裁
判
所
は
、
他
人
物
売
買
の
売
主
が
所
有
権
を
取
得
で
き
ず
に
契
約
を
履
行
で
き
な
く
な
っ
た
た
め
、
買
主
が
売
買
代
金
の
返
還
と
同
時
に

５６

損
害
賠
償
を
請
求
し
た
と
い
う
事
例
に
お
い
て
、
給
付
と
反
対
給
付
が
等
価
値
で
あ
る
こ
と
を
前
提
に
、
自
ら
の
支
払
っ
た
売
買
代
金
と
等
置
さ

れ
る
金
額
を
最
小
損
害
と
し
て
請
求
し
う
る
こ
と
を
述
べ
る
（B

G
H
U
rt.v.

8.2.1974,
B
G
H
Z
62,
119,

R

 
 
 
  
                 
 
 
 
           

n
.
14

 
    

）。

　
　
　
　

収
益
性
の
推
定
の
法
理
に
よ
り
、
解
除
と
同
時
に
損
害
賠
償
を
請
求
す
る
と
き
に
、
損
害
賠
償
と
し
て
支
払
済
売
買
代
金
を
最
小
損
害
と
し
て

主
張
し
得
る
こ
と
を
示
し
た
判
決
（B
G
H
U
rt.v.

29.1.1982,
N
JW
1982,

1279
 
 
 
  
                  
  
           ,

R
n
.
12

   
 
    

）、
契
約
の
解
除
ま
た
は
最
小
損
害
と
し
て
支
払
い

済
み
金
銭
の
請
求
を
認
め
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

25.3.1998,
N
JW
1998,

2360

 
 
 
  
                  
  
           ,

R
n
.
45

   
 
    

）、
無
権
代
理
人
に
よ
る
不
動
産
の
売
買
契
約
に
お

い
て
そ
の
承
認
前
に
行
わ
れ
た
支
出
で
あ
っ
て
も
収
益
性
が
及
ぶ
と
し
た
判
決
（B

G
H
U
rt.v.

26.3.1999,
N
JW
1999,

2269

 
 
 
  
                  
  
           ,

R
n
.
6,
7

   
 
  
   
 

）、

不
動
産
賃
貸
借
の
瑕
疵
修
補
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
の
損
害
賠
償
と
し
て
契
約
締
結
に
際
し
て
の
仲
介
料
に
収
益
性
の
推
定
が
及
ぶ
と
し
た
事

例
（L

G
K
ö
ln
,
U
rt.v.

27.5.1999,
N
JW
-R
R
19

 
 
  
 
  
   
                  
  
  
 
   93,

524,
525

            

）
が
あ
る
。

　
　
　
　

な
お
、
カ
ナ
ー
リ
ス
（C

an
aris,

Ä
q
u
ivalen

zverm
u
tu
n
g
,
a.a.O

.

 
  
       
 
 
      
     
 
  
 
 
       
 (A

n
m
.27)

  
 
 
    

）
は
、
一
般
論
と
し
て
の
等
価
性
原
理
に
つ
い
て
、
民
法
典
四

四
一
条
三
項
（
民
法
典
旧
四
七
二
ａ
条
）
に
表
出
す
る
減
額
算
定
の
た
め
の
等
価
性
原
理
を
、
主
観
的
等
価
性
と
客
観
的
等
価
性
に
整
理
し
（S

.6

 
  

）、

当
事
者
間
で
合
意
さ
れ
た
価
格
と
客
観
的
価
値
に
違
い
が
あ
る
場
合
を
検
討
す
る
。
そ
し
て
約
定
解
除
の
場
合
（S

.16f.

 
     
）
と
、
法
定
解
除
の
場
合

（S
.18f.

 
     
）
と
で
類
型
化
し
た
後
、
割
合
的
算
定
方
法
に
よ
る
こ
と
を
述
べ
る
（S

.19f.

 
     
）

（　

）　

こ
の
他
、
収
益
性
の
推
定
が
及
ば
な
い
と
さ
れ
た
事
例
と
し
て
、
民
法
典
二
五
二
条
に
よ
り
逸
失
利
益
の
証
明
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
場
合
に
、

５７

売
買
契
約
の
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
の
範
囲
内
で
は
収
益
性
の
推
定
に
基
づ
く
支
出
の
賠
償
を
求
め
る
こ
と
を
否
定
し
た
判
決
（B

G
H
U
rt.v.

 
 
 
 
 
      

22.10.1999,
B
G
H
Z
143,

42,
R
n
.
19

             
 
 
 
           
 
    

）、
家
屋
の
売
買
契
約
の
解
消
の
事
例
に
お
い
て
、
先
履
行
し
た
給
付
の
返
還
請
求
と
と
も
に
収
益
性
の
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推
定
に
も
と
づ
く
支
出
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
る
が
、
逸
失
利
益
と
と
も
に
支
出
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
は
認
め
な
い
と
し
た
判
決

（B
G
H
U
rt.v.

24.9.1999,
N
JW
1999,

3625

 
 
 
  
                  
  
           ,

R
n
.
20

   
 
    

）、
診
療
所
の
賃
貸
借
契
約
に
お
い
て
、
賃
貸
人
の
契
約
違
反
を
原
因
と
す
る
解
約
告

知
を
行
っ
た
賃
借
人
が
、
通
常
の
差
額
説
に
よ
る
填
補
賠
償
と
収
益
性
の
推
定
に
よ
る
支
出
賠
償
と
を
同
時
に
請
求
す
る
こ
と
を
否
定
し
た
判
決

（B
G
H
U
rt.v.

15.3.2000,
N
JW
2000,

2342
 
 
 
  
                  
  
           ,

R
n
.
29

   
 
    

）、
脱
脂
粉
乳
の
介
入
売
買
は
財
産
増
加
で
は
な
く
経
済
統
制
目
的
で
あ
る
か
ら
収
益

性
は
推
定
さ
れ
な
い
と
し
て
金
融
費
用
の
賠
償
を
否
定
し
た
判
決
（B
G
H
U
rt.v.

18.9.1985,
N
JW
1986,

659,

 
 
 
  
                  
  
           

R
n
.
60

  
 
    

）
な
ど
が
あ
る
。
ま

た
、
賃
貸
借
契
約
の
賃
借
人
に
解
約
告
知
権
、
賃
貸
人
に
解
除
権
の
留
保
さ
れ
て
い
る
場
合
、
収
益
性
の
推
定
が
反
証
さ
れ
う
る
と
い
う
判
決
（B

G
H

 
 
 
 

U
rt.v.

30.6.1993,
B
G
H
Z
123,

96,
101

 
                  
 
 
 
             

）
が
あ
る
。

（　

）　

収
益
性
の
推
定
に
つ
い
て
、
学
説
は
、
最
小
損
害
と
し
て
少
な
く
と
も
そ
の
結
論
に
お
い
て
は
承
認
し
て
い
る
（S

tau
d
in
g
er/
S
ch
w
arze

(2014)

 
   
 
  
 
   
 
  
 
            

５８

B
G
B
§280,

R
n
.
E
115,

M
ü
K
o
B
G
B
/
E
m
m
erich

 
 
 
        
 
   
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     

,
8.A
u
fl.
2019,

V
o
rb
em
erk
u
n
g
zu
§281

     
 
           
   
  
   
 
 
 
   
     ,

R
n
.
19,
B
eck
O
K
B
G
B
/
L
o
ren
z,
50.E
d
.

   
 
       
   
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
       
 
  

1.5.2019,
B
G
B
§281

R
n
.
50,
ju
risP
K
-B

           
 
 
       
 
        
    
 
  

G
B
8.A
u
fl./
S
eich
ter,
§281

R
n
.
72,
P
a

 
 
    
 
    
 
    
           
 
       
 lan

d
t/
G
rü
n
eb
erg
79.A
u
fl.,
B
G
B
§281,

   
 
  
 
  
 
  
   
     
 
      
 
 
       R

n
.
23

 
 
    

）。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

10.12.1986,
B
G
H
Z
99,
182

 
 
 
  
                   
 
 
 
        .  

５９
　
　
　
　

本
件
に
お
い
て
は
、
被
告
の
契
約
上
の
解
除
権
行
使
の
要
件
に
つ
い
て
も
争
わ
れ
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
解
除
を
契
約
違
反
で
あ
る
と
す
る
連
邦

裁
判
所
の
判
断
が
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、
本
稿
と
の
関
係
で
必
要
と
な
る
の
は
、
契
約
違
反
を
原
因
と
し
た
履
行
利
益
に
つ
い
て
の
損
害
賠

償
請
求
権
が
成
立
し
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
る
。
な
お
、
具
体
的
に
は
、
二
八
八
〇
〇
マ
ル
ク
余
の
広
告
費
用
、
一
七
四
〇
マ
ル
ク
の
講
演
者
報

酬
、
お
よ
び
宿
泊
費
、
飲
食
費
、
交
通
費
の
七
〇
〇
マ
ル
ク
余
の
い
ず
れ
の
賠
償
も
否
定
し
た
が
、
既
に
控
訴
審
（O

L
G
D
ü
sseld

o
rf

 
 
 
  
 
     
 
  
：
未
公

刊
）
で
確
定
し
た
逸
失
利
益
（
広
告
か
ら
期
待
さ
れ
る
利
益
お
よ
び
催
し
の
参
加
者
の
寄
付
か
ら
期
待
さ
れ
る
利
益
）
と
し
て
、
七
二
〇
マ
ル
ク

余
の
印
刷
物
の
売
上
や
七
三
〇
マ
ル
ク
余
の
寄
付
に
つ
い
て
は
、
差
し
戻
す
こ
と
に
な
っ
た
。

　
　
　
　

同
様
に
、
コ
ン
サ
ー
ト
を
予
約
し
た
原
告
が
、
そ
の
た
め
に
移
動
費
用
と
宿
泊
費
用
を
支
払
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
コ
ン
サ
ー
ト
が
中
止
さ
れ

た
と
い
う
事
例
に
お
い
て
、
コ
ン
サ
ー
ト
の
主
催
者
に
対
す
る
こ
れ
ら
の
費
用
の
賠
償
請
求
が
、
収
益
性
の
推
定
の
妥
当
し
な
い
無
形
的
目
的
を

追
求
し
た
も
の
で
あ
る
と
し
て
否
定
さ
れ
て
い
る
（L

G
L
ü
n
eb
u
rg
U
rt.v.

11.8.2000,
N
JW
20

 
 
  
 
 
  
 
  
  
                  
  
   02,

614

       

）。
他
方
、
オ
ス
カ
ー
受
賞
式
の
入

場
券
を
手
配
す
る
契
約
が
実
現
さ
れ
な
か
っ
た
と
い
う
事
例
に
お
い
て
は
、
両
当
事
者
の
意
思
に
よ
り
無
形
的
目
的
が
財
産
的
価
値
あ
る
等
価
物

と
さ
れ
て
い
る
限
り
で
収
益
性
の
推
定
が
妥
当
す
る
と
し
て
、
旅
行
費
用
の
賠
償
を
認
め
た
（O

L
G
K
ö
ln
U
rt.v.

16.9.1993,
N
JW
-R
R
19

 
 
 
  
 
  
  
                  
  
  
 
 
  94,

    

687,
R
n
.
15,
16)

      
 
         

。



支出賠償における支出概念と賠償範囲

（甲南法学’ ２０）６０─１・２・３・４─１６７（ ）１６７

（　

）　

B
G
H
Z
99,
182,

R
n
.
48

 
 
 
 
           
 
    .  

６０
　
　
　

民
法
典
旧
二
五
三
条
［
非
財
産
的
損
害
］

　
　
　
　

財
産
的
損
害
で
な
い
損
害
に
つ
い
て
は
、
制
定
法
で
定
め
ら
れ
た
場
合
に
限
り
、
金
銭
に
よ
る
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（　

）　
B
G
H
U
rt.v.

19.4.1991,
B
G
H
Z
114,

193
 
 
 
  
                  
 
 
 
         .  

６１
（　

）　

B
G
H
Z
114,

193,
R
n
.
13,
14

 
 
 
 
            
 
        .  

６２
（　

）　

B
G
H
Z
114,

193,
R
n
.
17

 
 
 
 
            
 
    .  

６３
（　

）　

B
G
H
Z
114,

193,
R
n
.
19

 
 
 
 
            
 
    .  

６４
（　

）　

た
だ
し
、
賠
償
を
否
定
さ
れ
た
出
捐
に
つ
い
て
は
、
契
約
目
的
物
を
後
続
的
に
利
用
す
る
た
め
の
投
資
ま
た
は
費
用
で
あ
り
、
逸
失
利
益
の
蓋
然

６５

性
を
証
明
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
収
益
性
の
推
定
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
も
示
す
（B

G
H
Z
114,

193,
R
n
.
25

 
 
 
 
            
 
    

）。

（　

）　

詳
細
は
、
拙
稿
「
支
出
賠
償
の
現
状
と
課
題
」（
前
掲
注　

）
五
三
頁
以
下
参
照
。

６６

２４

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

20.1.2006,
N
JW
2006,

1198

 
 
 
  
                  
  
           .  

６７
（　

）　

N
JW
2006,

1198,
R
n
.
25

 
  
              
 
    .  

６８
（　

）　

B
G
H
B
esch
l.v.
8.7.2010,

N
JW
2011,

14

 
 
 
  
    
                
  
         2  .  

６９
（　

）　

N
JW
2011,

142,
R
n
.
7

 
  
             
 
   .  

７０
　
　
　

民
法
典
四
三
七
条
に
つ
い
て
は
、
後
掲
注　

参
照
。

１６９

（　

）　

N
JW
2011,

142,
R
n
.
6

 
  
             
 
   .  

７１
（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

15.7.2011,
B
G
H
Z
190,

272

 
 
 
  
                  
 
 
 
         .  

７２
　
　
　
　

本
判
決
の
主
た
る
争
点
は
、
目
的
物
の
瑕
疵
が
故
意
に
隠
さ
れ
て
い
た
場
合
に
は
、
意
思
決
定
に
影
響
を
与
え
な
か
っ
た
と
し
て
も
、
合
意
さ

れ
た
責
任
制
限
条
項
を
援
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
い
う
点
で
あ
る
（B

G
H
Z
190,

272,
R
n
.
13

 
 
 
 
            
 
    

）。
ま
た
、
請
求
内
容
の
具
体
的
な
審
査
は

行
わ
れ
て
い
な
い
。

（　

）　

B
G
H
Z
190,

272,
R
n
.
14

 
 
 
 
            
 
    .  

７３
（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

19.4.2013,
N
JW
2013,

1948

 
 
 
  
                  
  
           .  

７４
（　

）　

N
JW
2013,

1948,
R
n
.
14,
16

 
  
              
 
        .  

７５
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ま
た
、
優
先
購
入
権
譲
渡
の
不
履
行
お
よ
び
義
務
違
反
を
原
因
と
す
る
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
に
つ
い
て
は
、
損
害
額
の
主
張
立
証
が
な
い

こ
と
を
理
由
に
否
定
し
た
（N

JW
2013,

1948,
R
n
.
17,
23

 
  
              
 
        

）。

（　

）　
N
JW
2013,

1948,
R
n
.
21

 
  
              
 
    .  

７６
　
　
　
　

控
訴
審
裁
判
所
（O

L
G
F
ran
k
fu
rt
U
rt.v.

10.4.2012,
ju
ri

 
 
 
  
   
 
  
    
                   
  s  

）
は
、
適
切
な
説
明
が
あ
れ
ば
家
屋
を
購
入
し
て
お
ら
ず
、
優
先
購
入
権
の
実

現
可
能
性
が
義
務
違
反
に
よ
っ
て
妨
げ
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
家
屋
の
取
得
の
た
め
に
行
っ
た
投
資
が
価
値
を
失
っ
た
と
し
て
（R

n
.
31,
32

 
 
        

）、

仲
介
報
酬
、
公
証
土
地
登
記
経
費
、
不
動
産
取
得
税
、
引
越
経
費
、
修
繕
費
と
し
て
約
四
万
ユ
ー
ロ
の
賠
償
を
認
め
た
（R

n
.
33,
36

 
 
  
    
  

）。

（　

）　

B  

G
H
B
esch
l.v.
22.9.2016,

N
JW
2017,

89

 
 
  
    
                 
  
         3  .  

７７
　
　
　
　

本
判
決
の
主
た
る
争
点
は
、
前
訴
で
確
定
さ
れ
た
詐
欺
に
基
づ
く
契
約
上
の
請
求
権
の
不
存
在
の
判
決
効
の
及
ぶ
範
囲
で
あ
る
が
（N

JW
2017,

 
  
       

893,
R
n
.
20

      
 
    

）、
支
出
賠
償
と
し
て
ど
の
よ
う
な
支
出
項
目
を
計
上
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
を
示
す
一
事
例
と
し
て
挙
げ
る
。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

20.7.2005,
B
G
H
Z
163,

381

 
 
 
  
                  
 
 
 
         .  

７８
　
　
　
　

本
判
決
に
お
け
る
具
体
的
な
両
当
事
者
の
主
張
と
し
て
は
、
原
告
は
、
自
動
車
の
返
還
と
引
き
換
え
に
金
銭
の
賠
償
（
既
払
い
代
金
、
融
資
手

数
料
、
鑑
定
費
用
お
よ
び
支
出
賠
償
か
ら
利
用
補
償
を
控
除
し
た
金
額
）、
遅
延
利
息
、
訴
外
銀
行
か
ら
の
残
融
資
債
務
か
ら
の
解
放
、
被
告
が
返

還
さ
れ
る
べ
き
自
動
車
に
つ
き
受
領
遅
滞
に
あ
る
こ
と
の
確
認
を
求
め
た
。
こ
れ
に
対
し
て
被
告
は
、
支
出
賠
償
以
外
の
金
銭
賠
償
お
よ
び
残
債

務
か
ら
の
解
放
を
認
め
た
が
、
そ
れ
以
外
に
つ
い
て
は
否
認
し
た
。

　
　
　
　

事
案
の
経
過
と
し
て
は
、
地
方
裁
判
所
（L

G
S
tu
ttg
art

 
 
  
  
   
   

：
未
公
刊
）
お
よ
び
高
等
裁
判
所
（O

L
G
S
tu
ttg
art,
U
rt.v.

25.8.2004,
Z
G
S

 
 
 
  
  
   
      
                  
 
 
 

2004,
434

         

）
は
、
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
に
よ
り
原
告
の
訴
え
を
認
め
た
が
、
地
方
裁
判
所
は
輸
送
と
認
可
の
費
用
を
含
め
て
走
行
距
離

に
応
じ
て
減
額
し
、
高
等
裁
判
所
は
利
用
期
間
に
応
じ
て
減
額
す
る
と
い
う
処
理
を
行
っ
た
（Z

G
S
2004,

434,
R
n
.
52

 
 
 
             
 
    

）。

（　

）　

B
G
H
Z
163,

381,
R
n
.
20

 
 
 
 
            
 
    .  

７９
（　

）　

B
G
H
Z
163,

381,
R
n
.
26

 
 
 
 
            
 
    .  

８０
（　

）　

B
G
H
Z
163,

381,
R
n
.
21,
34

 
 
 
 
            
 
        .  

８１
　
　
　
　

な
お
、
認
可
・
輸
送
費
用
に
つ
い
て
も
、
控
訴
審
裁
判
所
で
は
一
回
的
に
尽
く
さ
れ
る
費
用
で
あ
る
と
し
て
利
用
控
除
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
が
（Z

G
S

 
 
 
 

2004,
434,

R
n
.
51

            
 
    

）、
自
動
車
の
利
用
を
実
現
す
る
た
め
の
費
用
で
あ
り
、
追
加
装
備
に
つ
い
て
の
費
用
と
別
扱
い
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た

（B
G
H
Z
163,

381,
R
n
.
26

 
 
 
 
            
 
    

）。
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（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

15.11.2006,
B
G
H
Z
170,

31

 
 
 
  
                   
 
 
 
        .  

８２
（　

）　

本
件
に
お
い
て
は
、
契
約
約
款
に
お
け
る
時
効
期
間
縮
減
条
項
の
無
効
性
（B
G
H
Z
170,

31,
R
n
.
20

 
 
 
 
           
 
    

）、
馬
の
中
古
性
（B

G
H
Z
170,

31,
R
n
.

 
 
 
 
           
 
  

８３
32,
33

      

）、
給
付
の
提
供
ま
た
は
契
約
不
適
合
給
付
に
よ
る
解
除
の
有
効
性
（B
G
H
Z
170,

31,
R
n
.
34

 
 
 
 
           
 
    

）
が
争
わ
れ
た
。

（　

）　
B
G
H
Z
170,

31,
R
n
.
40

 
 
 
 
           
 
    .  

８４
（　

）　

B
G
H
Z
170,

31,
R
n
.
41,
42

 
 
 
 
           
 
        .  

８５
　
　
　
　

民
法
典
三
四
七
条
に
つ
い
て
は
、
後
述
第
四
章
第
三
節
第
三
款
参
照
。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

15.7.2008,
B
G
H
Z
177,

224

 
 
 
  
                  
 
 
 
         .  

８６
　
　
　
　

本
判
決
の
主
た
る
争
点
は
、
瑕
疵
あ
る
物
の
売
主
が
ど
の
よ
う
な
義
務
を
負
う
の
か
と
い
う
瑕
疵
担
保
責
任
の
内
容
で
あ
り
、
買
主
の
も
と
で

設
置
さ
れ
た
売
買
目
的
物
に
瑕
疵
が
あ
っ
た
場
合
の
追
完
履
行
の
内
容
に
、
瑕
疵
の
な
い
物
の
再
調
達
と
引
渡
以
外
に
、
従
前
の
状
態
へ
の
再
敷

設
ま
で
含
ま
れ
ず
（B

G
H
Z
177,

224,
R
n
.
27

 
 
 
 
            
 
    

）、
契
約
の
実
現
を
も
は
や
前
提
と
し
な
い
場
合
に
は
追
完
履
行
で
は
な
く
損
害
賠
償
の
問
題
と

な
る
に
す
ぎ
な
い
と
判
示
（B

G
H
Z
177,

224,
R
n
.
21

 
 
 
 
            
 
    

）
し
て
お
り
、
支
出
賠
償
請
求
権
は
傍
論
で
扱
わ
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。

（　

）　

B
G
H
Z
177,

235,
R
n
.
29

 
 
 
 
            
 
    .  

８７
（　

）　

B
G
H
Z
177,

236,
R
n
.
33

 
 
 
 
            
 
    .  

８８
（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

14.4.2010,
N
JW
2010,

2426

 
 
 
  
                  
  
           .  

８９
（　

）　

N
JW
2010,

2426,
R
n
.
16

 
  
              
 
    .  

９０
（　

）　

N
JW
2010,

2426,
R
n
.
33

 
  
              
 
    .  

９１
（　

）　

K
am
m
erg
erich

t
B
erlin

U
rt.v.

30.4.200

 
  
 
   
     
   
     
  
              9,

Z
fS
2009,

503,
R
n
.
51

    
  
             
 
    .  

９２
（　

）　

N
JW
2010,

2426,
R
n
.
34

 
  
              
 
    .  

９３
（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

13.10.2015,
N
JW
2016,

491

 
 
 
  
                   
  
          .  

９４
（　

）　

N
JW
2016,

491,
R
n
.
8,
15

 
  
             
 
       .  

９５
（　

）　

N
JW
2016,

491,
R
n
.
24,
25

 
  
             
 
        .  

９６
（　

）　

N
JW
2016,

491,
R
n
.
31

 
  
             
 
    .  

９７
（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

15.4.2015,
N
JW
2015,

1669

 
 
 
  
                  
  
           .  

９８
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（　

）　

N
JW
2015,

1669,
R
n
.
18,
21,
23

 
  
              
 
            .  

９９
（　

）　

N
JW
2015,

1669,
R
n
.
24

 
  
              
 
    .  

１００
（　

）　

例
え
ば
、
第
一
、
第
二
類
型
で
契
約
の
対
価
そ
の
も
の
の
取
り
戻
し
は
、
解
除
に
よ
る
原
状
回
復
、
す
な
わ
ち
不
当
利
得
返
還
請
求
に
よ
っ
て
自

１０１

己
の
出
捐
を
回
復
す
る
こ
と
に
な
る
。

　
　
　
　

こ
の
類
型
は
、
狩
猟
権
事
例
に
お
い
て
否
定
の
立
場
を
示
し
た
旧
法
下
に
お
け
る
判
例
を
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る
（
第
三
章
第
一
節
第
二
款

ⅰ
参
照
）。

（　

）　

ト
レ
ー
ガ
ー
は
、
支
出
賠
償
請
求
権
の
正
当
化
根
拠
を
、
行
動
経
済
学
の
観
点
か
ら
、
経
済
的
合
理
性
に
従
っ
て
、
給
付
の
提
供
を
信
頼
し
た
債

１０２

権
者
の
最
前
の
投
資
へ
の
刺
激
を
保
護
す
る
と
い
う
社
会
的
効
用
の
保
護
に
求
め
る
（T

o
b
ias
T
rö
g
er,
D
er
In
d
ivid
u
alität

ei

 
 
 
     
  
 
     
     
 
    
 
       
  n

e
B
resch

e:

 
   
  
   
   

A
u
fw
en
d
u
n
g
sersatz

n
ach

§284
B
G
B
,
Z
IP

 
 
  
  
 
 
 
 
         
   
       
 
 
   
  

2005,
2238,

2239f.

                   
）。
そ
し
て
民
法
典
二
八
四
条
の
規
律
は
、
債
権
者
の
支
出
に
よ
っ
て
実
現

さ
れ
る
は
ず
で
あ
っ
た
利
用
の
危
険
に
つ
い
て
の
最
安
価
回
避
の
可
能
性
を
考
慮
し
、
義
務
違
反
の
費
用
を
債
務
者
に
割
り
振
る
も
の
で
あ
り
、

給
付
障
害
に
対
す
る
制
裁
と
い
う
意
味
を
有
す
る
規
定
で
あ
る
と
す
る
（2240f.

      
）。
ま
た
、
債
務
者
の
側
に
つ
い
て
最
安
価
回
避
費
用
、
債
権
者

に
は
最
適
な
投
資
と
い
う
観
点
か
ら
、
同
条
を
積
極
的
利
益
の
賠
償
請
求
権
の
下
位
類
型
と
し
て
位
置
づ
け
る
こ
と
を
試
み
る
（T

rö
g
er,
In
ve

 
  
 
    
  
  -  

stio
n
ssch
u
tz,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

463

    
 
    
 
         
   
 
 
         

）。

　
　
　
　

他
方
、
損
害
賠
償
請
求
権
で
あ
る
か
否
か
は
民
法
典
二
五
四
条
の
適
用
か
類
推
適
用
か
で
差
異
が
生
じ
る
も
の
の
、
支
出
賠
償
請
求
権
の
結
論

に
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
こ
と
を
論
拠
に
、
法
的
性
質
論
の
問
題
を
不
要
と
論
ず
る
見
解
（N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
R
n
.
7,
S
ch
e

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
   
 
  
    
  
 n

k
,

 
 
  

a.a.O
.(A
n
m
.21),

55

     
   
 
 
        

）
も
あ
る
。

（　

）　

本
稿
で
紹
介
す
る
以
外
に
も
、
そ
の
根
拠
を
明
示
的
に
示
す
も
の
で
は
な
い
が
、
支
出
賠
償
請
求
権
を
収
益
性
の
推
定
の
拡
張
で
あ
る
と
す
る
見

１０３

解
は
多
数
み
ら
れ
る（H

ein
K
ö
tz,
V
ertrag

srech
t,
2009,

R
n
.

 
   
  
 
     
      
   
  
          
 
  1196,

S
tep
h
an
L
o
ren
z,
S
ch
ad
en
sersatz

       
   
 
  
  
 
  
 
    
  
  
  
       

statt
d
er
L
eistu

n
g
,
R
en
tab
i

        
   
 
     
 
 
  
 
  
   
 -  

litätsverm
u
tu
n
g
u
n
d
A
u
fw
en
d
u
n
g
sersat

          
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
      z

im
G
ew
äh
rleistu

n
g
srech

t,
N
JW
2004,

  
  
 
 
  
  
       
 
 
   
  
   
 
  
 
     

26,
27,
D
ieter

M
ed
icu
s
/
S
tep
h
an
L
o

 
    
    
 
      
 
  
   
  
 
 
 
   
 
  
 
 
 

ren
z,

  
 
   

S
ch
u
ld
rech
t
I,
A
llg
em
ein
er
T
eil,
20.

 
  
 
  
  
  
      
   
  
   
    
        A

u
fl.,
2012,

R
n
.
455a

f.,
D
ieter

M
ed

 
 
            
 
            
       
  

icu
s,
in
:
L
o
th
ar
H
aas
/
D
ieter

M
ed
ic

   
     
   
 
  
    
     
  
       
  
  u

s
/
W
alter

 
   
  
      

R
o
llan
d
/
C
arsten

S
ch
äfer

/
H
o
lg
er
W

 
 
    
 
  
  
      
  
  
      
  
 
  
    

en
d
tlan
d
,
D
as
n
eu
e
S
ch
u
ld
rech
t,
2002

  
 
    
 
   
    
  
   
  
 
  
  
  
       ,

79,
95f.,

R
n
.
59ff.,

H
an
s
S
to
ll,
N

             
 
          
  
   
  
     

o
tizen

zu
r

 
     
   
  

N
eu
o
rd
n
u
n
g
d
es
R
ech
ts
d
er
L
eistu

n
g
st

 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
   
 
   
   
 
   
 
     
 
 
  ö

ru
n
g
en
,
JZ
2001,

589,
S
.595f.,

D
an
i

 
  
 
 
  
  
  
 
      
     
 
        
 
  
 el

Z
im
m
er,
D
as
n
eu
e
R
ech
t
d
er
L
eistu

   
 
  
 
    
 
   
 
  
  
 
   
  
 
   
 
     

n
g
s

 
 
 -  

stö
ru
n
g
en
,
N
JW
2002,

1,
10

   
  
 
 
  
   
  
            

）。
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（　

）　

政
府
理
由
書
の
立
場
と
同
様
に
、
カ
ナ
ー
リ
ス
は
、
支
出
そ
の
も
の
で
は
な
く
、
そ
の
目
的
が
失
わ
れ
た
こ
と
に
損
害
を
観
念
し
、
こ
れ
を
不
履

１０４

行
損
害
と
等
置
す
る
（C

lau
s-W
ilh
elm

C
an
aris,

S
ch
ad
en
sersat

 
   
   
   
   
  
  
       
  
  
  
      z

w
eg
en
P
flich
tverletzu

n
g
,
an
fän
g
lic

   
  
  
  
     
         
 
 
    
   
 
   h

e
U
n
m
ö
g
lich
k
eit
u
n
d
A
u
f

 
   
 
 
 
 
    
 
     
 
 
  
 
 -  

w
en
d
u
n
g
sersatz

im
E
n
tw
u
rf
d
es
S
ch
u
ld

 
  
 
 
 
 
        
  
 
 
 
  
 
   
 
   
 
  
 
  

rech
tsm
o
d
ern
isieru

n
g
sg
esetzes,

D
B
20

  
  
   
 
 
   
      
 
 
  
         
 
 
 
  01,

1815,
1820,

C
an
aris,

S
ch
u
d
rech
ts

    
      
      
 
  
      
 
  
 
 
  
  
  m

o

 
 

-  

d
ern
isieru

n
g
,
a.a.O

.(A
n
m
.26),

517,
C

 
   
      
 
 
       
   
 
 
            

an
aris,

S
ch
u
d
rech
tsm
o
d
ern
isieru

n
g
,
a

  
       
  
 
 
  
  
   
 
 
   
      
 
 
   .a.O
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同
様
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
・
ケ
ッ
セ
ル
は
、
支
出
賠
償
の
規
律
は
民
法
典
二
五
三
条
一
項
の
例
外
規
定
で
あ
る
と
し
た
う
え
で
、
損
害
算
定
の
可

能
性
を
追
加
す
る
も
の
で
あ
る
と
述
べ
る
が
、
従
来
の
意
味
で
の
損
害
を
支
出
賠
償
請
求
権
が
認
め
ら
れ
る
た
め
の
要
件
か
ら
は
明
示
的
に
外
し

て
い
る（P

eter
S
ch
lech
triem

/
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S
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m
id
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そ
の
他
、
こ
の
立
場
に
属
す
る
見
解
と
し
て
、F
leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1046,
S
to
p
p
el

 
    
       
   
 
 
             
  
 
 
  ,

A
u
fw
en
d
u
n
g
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,
a.a.O
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n
m
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          S

to
p
p
el,

 
  
 
 
    

V
erh
ältn
is,
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.(A
n
m
.28),
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が
あ
る
。
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E
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D
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verg
eb
lich

 
 
  
    
        
    
          
  
    

er
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
2005,

124f
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そ
の
他
、
こ
の
立
場
に
属
す
る
見
解
と
し
て
、B

ro
x
/
W
alk
er,
S
R
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
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§21
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W
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eyer,
R
en
tab
ilitätsverm

 
   
    
     
       
  
   
           

u
tu
n
g
u
n
d
E
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G
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205,
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284,
H
k
-B
G
B
/
S
ch
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§284,

                
 
  
 
 
 
 
  
 
          

R
n
.
2,
Jan
D
irk
H
ark
e,
A
llg
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ein
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   S

ch
u
ld
rech
t,
1.A
u
fl.,
2010,

R
n
.
318

 
  
 
  
  
  
      
 
           
 
 
     

が
あ
る
。

　
　
　
　

ハ
イ
ネ
マ
ン
は
、
民
法
典
二
八
四
条
の
か
え
て
と
い
う
条
文
構
造
そ
の
も
の
に
欠
陥
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
。
た
と
え
ば
、
有
償
事
務
管
理

の
不
完
全
履
行
と
い
う
事
例
に
お
い
て
、
委
任
者
は
そ
れ
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
害
と
同
時
に
、
正
当
な
履
行
を
信
頼
し
て
行
っ
た
支
出
の
賠
償
も

請
求
で
き
る
と
す
べ
き
で
あ
る
が
、
民
法
典
二
八
四
条
の
文
言
に
し
た
が
う
な
ら
ば
後
者
の
賠
償
は
排
除
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
に
、

義
務
に
違
反
し
て
履
行
さ
れ
た
契
約
の
場
合
に
は
、
支
出
賠
償
請
求
権
は
従
来
の
分
類
に
よ
れ
ば
積
極
的
利
益
の
賠
償
に
属
す
る
も
の
で
あ
り
、

民
法
典
二
八
〇
条
一
項
の
一
般
条
項
の
援
用
に
よ
り
民
法
典
二
八
四
条
の
規
定
を
目
的
論
的
に
縮
減
し
、
契
約
利
益
の
賠
償
と
同
時
に
請
求
さ
れ

る
場
合
が
考
え
ら
れ
る
と
し
て
い
る
（W

o
lfg
an
g
F
ik
en
tsch
er
/
A
n
d
reas

H
ein
e

 
    
  
 
  
  
  
    
    
  
 
 
  
    
   
 m

an
n
,
S
ch
u
ld
rech
t,
11.A
u
fl.,
2017,

2

 
  
 
   
  
 
  
  
  
       
 
            21f.,

R
n
.
440

       
 
     

）。

　
　
　
　

ボ
ン
地
方
裁
判
所
は
、
支
出
賠
償
請
求
権
は
収
益
性
の
推
定
を
補
う
規
律
で
あ
り
、
主
と
し
て
収
益
性
の
推
定
が
反
証
さ
れ
る
観
念
的
目
的
ま

た
は
消
費
目
的
設
定
の
場
合
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
し
、
支
出
賠
償
請
求
権
は
こ
れ
ま
で
の
損
害
賠
償
法
に
追
加
し
て
選
択
的
な
も
の
と

し
て
創
設
さ
れ
た
規
定
で
あ
る
と
す
る
（L

G
B
o
n
n
U
rt.
v.
30.10.2003=N

JW
2004,

 
 
  
 
 
 
  
                   
  
      

74,
R
n
.
61

      
 
    

）。
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（　

）　

こ
の
点
は
、
拙
稿
「
支
出
賠
償
の
現
状
と
課
題
」（
前
掲
注　

）
七
七
頁
以
下
の
見
解
を
改
め
、
利
用
控
除
の
問
題
を
含
め
、
目
的
の
挫
折
概
念
で

１０６

２４

扱
う
。

（　

）　

起
草
者
の
見
解
、
お
よ
び
判
例
、
通
説
に
よ
れ
ば
、
収
益
性
の
推
定
を
介
し
た
損
害
賠
償
の
方
法
に
よ
る
こ
と
も
、
引
き
続
き
許
容
さ
れ
る
と
し

１０７

て
い
る
（S

tep
h
an
L
o
ren
z,
S
ch
u
ld
rech
tsrefo

rm
2

 
   
 
  
 
 
 
  
 
   
 
  
 
  
  
  
    
  
  
 
 002:

P
ro
b
lem
sch
w
erp
u
n
k
te
d
rei
Jah
re
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n
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n
D
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o
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M
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F
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G
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O
tte,
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   to

p
h
G
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o
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N
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A
u
sg

  
 
 
 
 
   
 
      
 
  
  
 
   
 
 
 
 
   
 
 
  

leich
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,,fru
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A
u
fw
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u
n
g
en
(§284

     
            
 
 
  
  
 
 
 
 
  
 
      B

G
B
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D
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sg
efallen

e
M
u
sical,

Z
G
S

 
 
 
   
 
   
  
  
       
  
 
 
       
 
 
 
 2002,

122,
123,

H
k
-B
G
B
/
S
ch
u
lze,
§284

      
     
     
 
 
  
 
 
 
 
  
 
     
    ,

R
n
.
3,

  
 
 
  
   

W
eitem

eyer,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

278f.
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カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
高
等
裁
判
所
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求
権
と
支
出
賠
償
請
求
権
が
選
択
的
関
係
に
あ
る
こ
と
を
示
し
、
さ
ら
に
、

支
出
賠
償
請
求
権
の
規
律
と
は
別
に
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
の
領
域
に
お
い
て
も
、
収
益
性
の
推
定
を
介
し
た
支
出
相
当
額
の
賠
償
が
債
務

法
改
正
後
も
認
め
ら
れ
る
と
し
た
（O
L
G
K
arlsru

h
e
U
rt.v.

14.9.2004=N
JW
1

 
 
 
  
      
 
   
                 
  
  4/

2005,
989,

R
n
.
78

  
            
 
    

）。

　
　
　
　

ま
た
、
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求
権
を
前
提
と
す
る
た
め
、
一
般
給
付
障
害
法
、
お
よ
び
損
害
賠
償
法
の
規
律
に

服
す
る
（D

ed
ek
,
a.a.O

.(A
n
m
.30),

414,
E
llers,

 
  
  
       
   
 
 
            
       V

o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),
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B
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G
sell,
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u
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n
g
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n
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  h  
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essel/
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R
n
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S
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 21),

     

１０８
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S
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rm
,
a.a
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n
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1892,
S
ch
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n
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H
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ch
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§284,
R
n
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3,

 
   

W
eitem

eyer,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

289f

 
     
           
   
 
 
           .  

　
　
　
　

グ
ゼ
ル
は
、
遅
延
損
害
に
お
け
る
逸
失
利
益
の
例
を
挙
げ
、
給
付
と
同
時
の
損
害
賠
償
に
つ
い
て
も
、
支
出
賠
償
と
同
一
の
利
益
を
対
象
と
す

る
可
能
性
が
あ
る
か
ら
、
そ
の
限
り
に
お
い
て
民
法
典
二
八
四
条
の
選
択
制
は
拡
張
解
釈
さ
れ
、
給
付
と
同
時
の
損
害
賠
償
を
排
除
す
る
可
能
性

が
あ
る
と
す
る
（G

sell,
a.a.O

.(A
n
m
.107),

125f.

 
           
   
 
 
            
）
が
、
他
方
で
、
義
務
に
違
反
し
て
履
行
さ
れ
た
契
約
の
場
合
に
、
契
約
利
益
の
賠
償
、
す

な
わ
ち
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
同
時
に
支
出
賠
償
が
請
求
さ
れ
る
可
能
性
を
認
め
て
い
る
（125f.

     
）。

（　

）　

N
K
-B
G
B
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rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
R
n
.
42f.,
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E
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m
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n
m
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n
m
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R
n
.
1197
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た
だ
し
、
損
害
賠
償
と
支
出
賠
償
が
重
畳
し
て
認
め
ら
れ
る
可
能
性
も
完
全
に
は
否
定
し
て
お
ら
ず
、
そ
の
場
合
に
は
民
法
典
二
八
四
条
に
定

め
ら
れ
た
選
択
制
は
目
的
論
的
に
制
限
さ
れ
る
と
述
べ
て
い
る
（C

an
aris,

L
eistu

n
g
ssrö
ru
n
g
en
,
a.a.O

.(
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n
m
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M
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u
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.(A
n
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１１０

110),
§10
R
n
.
18

           
 
    .  

（　

）　

給
付
目
的
物
と
代
金
は
引
換
給
付
の
関
係
と
な
る
か
ら
（N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
39;
E
llers,
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.(A
n
m
.21),

  
    
      
 
 
  
       
   
 
 
      

１１１

205f.,
P
h
illip
p
S
.
F
isch
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g
er
/
T
h
er

        
 
     
 
  
   
    
  
 
    
  
 
  esa
W
ab
n
itz,
A
u
fw
en
d
u
n
g
sersatz

n
ach

 
    
  
 
      
 
  
  
 
 
 
 
         
   
 §284

B
G
B
,
Z
G
S
2007,

139,
142

      
 
 
   
 
 
               

）、
給
付
目
的
物

に
対
す
る
支
出
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
、
支
出
に
よ
っ
て
目
的
物
に
付
加
さ
れ
た
物
も
従
物
と
し
て
同
時
に
引
き
渡
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（E

llers,

 
       

V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

208

 
    
      
 
 
  
       
   
 
 
         

）。

　
　
　
　

た
だ
し
、
支
出
賠
償
請
求
権
が
成
立
す
る
場
合
に
、
支
出
に
よ
っ
て
取
得
さ
れ
た
利
益
の
引
き
渡
し
が
で
き
な
い
と
き
、
お
よ
び
債
務
者
へ
の

利
益
の
無
意
味
な
押
し
つ
け
と
な
り
引
き
渡
す
こ
と
が
相
当
で
は
な
い
と
き
に
は
、
取
得
さ
れ
た
利
益
を
転
用
す
る
よ
う
債
権
者
に
義
務
づ
け
る

こ
と
が
で
き
る
か
否
か
の
問
題
と
な
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
（
第
三
章
第
二
節
第
五
款
ⅱ
、
参
照
）。

　
　
　
　

な
お
、
民
法
典
三
四
七
条
、
三
二
五
条
、
お
よ
び
、
解
除
法
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
費
用
お
よ
び
支
出
が
対
象
と
な
る
の
か
に
つ
い
て
は
、
第

四
章
第
三
節
第
三
款
参
照
。

（　

）　

D
ed
ek
,
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n
m
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K
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B
/
A

 
  
  
       
   
 
 
            
 
  
 
 
 
 

rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
49,
A
lth
am
m
er,
a.a.

  
 
  
         
 
       
   
  
 
        O

.(A
n
m
.110),

§10
R
n
.
19

 
   
 
 
            
 
    .  

１１２
　
　
　
　

契
約
解
除
の
場
合
に
、
交
換
さ
れ
た
給
付
を
取
り
戻
す
不
当
利
得
返
還
請
求
権
と
支
出
賠
償
が
両
立
す
る
こ
と
に
争
い
は
な
い
が
、
交
換
さ
れ

た
給
付
を
支
出
賠
償
と
し
て
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
に
は
争
い
が
あ
る
。

（　

）　

E
llers,

V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
       
 
    
      
 
 
  
  
     
   
 
 
 21),

204f.,
F
isch
in
g
er/
W
ab
n
itz,
a.a.

     
       
 
    
  
 
   
 
  
 
     
    O

.(A
n
m
.111),

140,
G
sell,

a.a.O
.(A
n
m
.

 
   
 
 
       
     
 
      
     
   
 
 
 107),

125,

      
     

１１３

S
ch
en
k
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

60f.,
H
k
-B
G
B

 
  
  
 
  
     
   
 
 
      
      
 
 
  
 
 

/
S
ch
u
lze,

§284,
R
n
.
4,
ju
risP
K
-B
G
B
8

 
 
  
 
     
      
 
 
  
   
  
    
 
  
 
 
 
 .A

u
fl./
F
au
st
§347,

R
n
.
69,
M
ü
K
o
B
G
B
/
G

  
 
    
 
  
   
      
 
 
  
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 

aier,

      

8.A
u
fl.
2019,

§347,
R
n
.
15,
S
tau
d
in
g

   
 
                 
 
       
   
 
  
 

er/
K
aisar

(2012)
B
G
B
§347,

R
n
.
61

   
 
              
 
 
        
 
    .  
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（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
48,
D
ed
ek
,

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
    
 
  
  
  

a.a.O
.(A
n
m
.30),

411,
G
sell,

a.a.O
.(A

     
   
 
 
      
     
 
      
     
   

n
m
.107),

125,
P
W
W
/
S
ch
m
id
t-K
essel/

K
ra

 
 
       
     
 
 
 
 
 
  
 
  
   
      
 
  m

m
e,

 
 
   

１１４
§284,

R
n
.
2,
C
h
risto
p
h
H
irsch

,
S
ch
u
l

       
 
      
 
     
 
 
  
     
   
  
 
 d

rech
t
A
llg
em
ein
er
T
eil,
11.A
u
fl.,
2

 
  
  
   
   
  
   
    
         
 
      018,

R
n
.
617

      
 
     .  

（　

）　
N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
26,
S
to
p
p
el

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
    
 
  
 
 
  ,

A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

93f.

  
 
 
  
  
 
 
 
 
  
  
     
   
 
 
      
    ,

T
rö
g
er,
In
d
ivid
u
alität,

a.a.O
.(A
n
m

  
 
  
 
    
  
 
    
 
        
     
   
 
 

.102),

       

１１５

2242,
M
ed
icu
s/
L
o
ren
z,
A
T
,
a.a.O

.(A
n
m

       
  
   
  
 
 
  
 
    
 
       
   
 
 

.103),
R
n
.
458

        
 
     .  

　
　
　
　

シ
ュ
ト
ッ
ペ
ル
は
、
解
除
に
基
づ
く
請
求
権
と
支
出
賠
償
請
求
権
と
は
相
互
に
独
立
し
た
規
律
で
あ
り
、
ど
ち
ら
の
請
求
権
に
よ
り
得
ら
れ
る

状
態
を
望
む
か
は
債
権
者
の
選
択
に
委
ね
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
か
ら
、
解
除
法
の
規
律
は
支
出
賠
償
請
求
権
に
類
推
適
用
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い

と
す
る
（S

to
p
p
el,
V
erh
ältn
is,
a.a.O

.(A
n
m
.28),

 
  
 
 
     
   
    
         
   
 
 
     

260

    

）。

（　

）　

た
だ
し
、
契
約
実
現
へ
の
不
安
が
生
じ
た
後
の
支
出
に
つ
い
て
は
、
衡
平
性
要
件
と
の
関
係
で
議
論
が
あ
る
（
第
三
章
第
二
節
第
五
款
ⅳ
、
参
照
）。

１１６
（　

）　

契
約
締
結
前
に
な
さ
れ
た
支
出
と
成
立
す
る
は
ず
で
あ
っ
た
契
約
と
を
ど
の
よ
う
に
結
び
つ
け
る
の
か
は
、
契
約
実
現
へ
の
債
権
者
の
信
頼
と
い

１１７

う
要
件
と
の
関
係
で
整
理
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
2019,

B
G
B
§28

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
       
 
           
 
 
    4,

R
n
.
23,
K
ö
tz,
a.a.O

.(A
n
m
.103),

R
n

    
 
       
 
         
   
 
 
       
 
 

.   

1197

    

）。

（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
27f.,

E
m
m
er

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
      
 
 
 
  ich

,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.107),

   
  
 
 
  
  
 
 
 
 
  
  
     
   
 
 
       

110,
R
eim
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

3665,
S
ch

     
 
   
  
     
   
 
 
      
      
 
  

en
k
,

  
 
  

１１８

a.a.O
.(A
n
m
.21),

58

     
   
 
 
        .  

（　

）　

S
to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21

 
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
   ),

96f
      .  

１１９
（　

）　

契
約
締
結
後
に
行
わ
れ
る
支
出
に
関
し
て
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
で
の
後
続
損
害
と
し
て
扱
わ
れ
る
も
の
や
、
給
付
と
同
時
の
損
害
賠
償

１２０

と
し
て
扱
わ
れ
る
も
の
が
混
在
す
る
。

（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
16,
29,
G
se

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
    
    
 
  ll,

a.a.O
.(A
n
m
.107),

125,
K
ö
tz,
a.a.

    
     
   
 
 
       
     
 
 
    
    O

.(A
n
m
.103),

R
n
.
1197,

S
ch
en
k
,
a.a.O

 
   
 
 
       
 
 
  
      
 
  
  
 
  
     

.(A
n
m
.

   
 
 
  

１２１

21),
56,
H
k
-B
G
B
/
S
ch
u
lze,
§284,

R
n
.
1

          
 
  
 
 
 
 
  
 
            
 
   0,

S
to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m

    
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 

.21),
96

        .  

（　

）　

エ
ラ
ー
ス
は
、
契
約
清
算
に
際
し
て
の
鑑
定
費
用
の
問
題
を
、
鑑
定
費
用
が
生
じ
た
の
が
解
除
の
前
後
で
あ
る
か
に
よ
っ
て
判
断
が
異
な
る
こ
と

１２２

は
妥
当
で
は
な
い
こ
と
を
指
摘
し
、
こ
れ
を
支
出
賠
償
で
認
め
て
も
二
重
補
償
に
な
ら
な
い
こ
と
を
理
由
に
、
そ
の
対
象
に
含
め
る
。
そ
の
結
果
、

給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
の
中
で
後
続
損
害
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
た
損
害
項
目
に
つ
い
て
は
、
支
出
賠
償
と
同
時
に
請
求
さ
れ
る
可
能
性
も
承

認
す
る
（E

llers,
V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
        
    
      
 
 
  
       
   
 
 
 21),

205

        

）。
同
旨
の
も
の
と
し
て
、G

sell,
a.a.O

.(A
n
m
.107),

125f.,
F
ik
en

 
           
   
 
 
               
  
  

tsch
er/

    
   
 

H
ein
em
an
n
,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

S
.222,

R

 
   
  
  
 
  
     
   
 
 
       
 
      
 

n
.
440,

K
ro
p
h
o
ller,

a.a.O
.(A
n
m
.28),

 
  
     
 
  
 
 
 
      
     
   
 
 
      

§284,
R
n
.
1,
P
W
W
/
S
ch
m
id
t-K
essel/

K
ram

      
 
 
  
   
 
 
 
 
 
  
 
  
   
      
 
   

m
e,
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§284,
R
n
.
5,
H
k
-B
G
B
/
S
ch
u
lze,
§284,

R

       
 
      
 
  
 
 
 
 
  
 
            

n
.
3,
W
eitem

eyer,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

2

 
      
     
           
   
 
 
        89ff.

     

が
あ
る
。

（　

）　

た
だ
し
、
こ
の
よ
う
な
場
合
ト
レ
ー
ガ
ー
に
よ
れ
ば
、
民
法
典
二
五
四
条
二
項
一
文
お
よ
び
衡
平
性
要
件
に
よ
り
、
増
加
費
用
の
支
出
を
回
避
す

１２３

る
こ
と
が
で
き
た
か
否
か
が
さ
ら
に
問
題
と
な
る
（T

rö
g
er,
In
vestio

n
ssch
u
tz,
a.a.O

.(A
n
m

 
  
 
      
      
 
    
 
         
   
 
 

.21),
464f.

           
）。

　
　
　
　

遅
滞
に
と
も
な
う
損
害
賠
償
に
つ
い
て
も
、
最
終
的
に
契
約
が
実
現
さ
れ
た
と
し
て
も
適
時
に
そ
の
利
益
を
享
受
で
き
な
か
っ
た
と
い
う
場
合

に
は
、
支
出
目
的
の
少
な
く
と
も
一
部
に
つ
い
て
は
挫
折
を
観
念
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ら
、
遅
滞
に
よ
っ
て
生
じ
た
増
加
費
用
も
支
出
賠
償
請

求
権
の
対
象
と
な
り
う
る
（T

rö
g
er,
In
vestio

n
ssch
u
tz,
a.a.O

.(A
n
m

 
  
 
      
      
 
    
 
         
   
 
 

.21),
464

         

）
が
、
エ
ル
ン
ス
ト
は
遅
滞
に
よ
る
損
害
賠
償
に
か
え
て
支
出

賠
償
が
問
題
と
な
る
の
は
定
期
行
為
に
限
ら
れ
る
と
す
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
2019,

B
G
B
§28

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
       
 
           
 
 
    4,

R
n
.
14

    
 
    

）。

（　

）　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
追
完
履
行
が
奏
功
す
る
場
合
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求
権
が
成
立
し
な
い
た
め
、
支
出
賠
償
請
求
権
も
排
除
さ
れ

１２４

る
こ
と
に
な
る
が
、
売
主
に
よ
る
有
責
な
不
完
全
な
給
付
の
後
、
追
完
履
行
に
奏
功
し
た
と
し
て
も
、
追
完
履
行
前
に
行
わ
れ
て
挫
折
さ
せ
ら
れ

た
支
出
の
挫
折
も
除
去
し
な
い
限
り
、
民
法
典
四
三
七
条
三
号
、
二
八
〇
条
一
項
、
二
八
四
条
を
類
推
適
用
し
て
支
出
賠
償
を
認
め
る
。
な
お
、

瑕
疵
を
原
因
と
し
て
売
主
に
目
的
物
を
返
還
す
る
場
合
に
は
民
法
典
三
四
七
条
二
項
に
よ
り
、
給
付
を
し
な
い
ま
た
は
不
完
全
に
し
か
給
付
を
し

な
い
場
合
に
は
、
収
益
性
の
推
定
を
介
し
た
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
に
よ
っ
て
も
、
必
要
な
費
用
お
よ
び
増
加
費
用
を
損
害
と
し
て
主
張
す
る

こ
と
が
で
き
る
（K

lin
ck
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

486f.

 
   
  
       
   
 
 
           
）。

（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
20,
H
k
-B
G
B
/

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
       
 
  
 
 
 

S
ch
u
lze,
§284,

R
n
.
8

 
  
 
            
 
   .  

１２５
　
　
　
　

シ
ェ
ン
ク
は
、
契
約
の
実
現
を
信
頼
し
て
行
わ
れ
た
も
の
で
は
な
い
か
ら
、
目
的
物
の
調
査
費
用
が
除
外
さ
れ
る
こ
と
を
明
示
す
る
（S

ch
en
k
,

 
  
  
 
  

a.a.O
.(A
n
m
.21),

57

     
   
 
 
        

）。
同
旨
の
も
の
と
し
て
、N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
27

 

 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
    

が
あ
る
。

（　

）　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
契
約
そ
の
も
の
が
継
続
性
を
有
す
る
賃
貸
借
契
約
に
も
、
民
法
典
二
八
四
条
の
適
用
が
あ
る
か
が
問
題
と
な
り
、

１２６

他
人
の
物
を
自
ら
の
も
と
に
留
め
お
く
と
い
う
点
で
、
売
買
契
約
と
は
給
付
の
獲
得
に
対
す
る
信
頼
の
内
容
が
異
な
る
点
に
注
目
す
る
。
そ
の
た

め
、
賃
貸
借
の
規
律
を
類
推
適
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
評
価
矛
盾
を
回
避
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
て
い
る
（Jü

rg
en
O
ech
sler,

A
u
fw
en
d
u
n
g
ser

   
  
  
  
   
      
 
 
  
  
 
 
 
 
   -  

satzan
sp
rü
ch
e
n
ach

§284
B
G
B
im
M
ietr

      
  
  
  
   
   
       
 
 
   
  
    ech

t,
N
Z
M
17/
2004,

647,
651

 
  
    
 
 
    
              

）。
同
様
に
、
賃
貸
借
契
約
へ
の
適
用
を
認
め
る
も
の
と
し
て
、

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
13,
E
m
m
eric

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
       
 
 
    h

,
a.a.O

.(A
n
m
.149),

107

 
       
   
 
 
          

が
あ
る
。
賃
貸
借
の
特
則
に
つ
い
て
は
、
第
四
章
第
三
節
第
四
款 

参
照
。

（　

）　

E
llers,

V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
       
 
    
      
 
 
  
  
     
   
 
 
 21),

206,
N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
2

     
     
 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
 1,

G
sell,

a.a.O
.(A
n
m
.107),

127,
S
ch
e

   
 
      
     
   
 
 
       
     
 
  
 n

k
,
a.a.O

.

 
 
  
     
  

１２７
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(A
n
m
.21),

58,
H
k
-B
G
B
/
S
ch
u
lze,
§284,

  
 
 
           
 
  
 
 
 
 
  
 
           R

n
.
9

 
 
   .  

　
　
　
　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
支
出
賠
償
請
求
権
を
積
極
的
利
益
の
賠
償
請
求
権
の
一
つ
と
位
置
づ
け
る
見
解
か
ら
は
、
逸
失
利
益
の
証
明
に
成
功
す

る
場
合
に
は
、
た
と
え
ば
転
売
の
た
め
の
契
約
費
用
な
ど
も
支
出
賠
償
請
求
権
で
把
握
で
き
る
と
す
る
（T

rö
g
er,
In
vestio

n
ssch
u
tz,
a.a.O

.

 
  
 
      
      
 
    
 
    
     
  

(A
n
m
.21),

465
  
 
 
         

）
が
、
類
型
的
な
信
頼
損
害
の
把
握
と
い
う
起
草
趣
旨
（
第
二
章
第
二
節
第
三
款
ⅰ
）
に
し
た
が
い
、
賠
償
請
求
を
否
定
す
る
立

場
が
強
い
（R

eim
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

3664

 
   
       
   
 
 
          

）。

（　

）　

O
L
G
S
tu
ttg
art
U
rt.
v.
25.8.2004,

a.a

 
 
 
  
  
   
     
                     .O

.(A
n
m
.78)

  
   
 
 
    .  

１２８
　
　
　
　

な
お
、
利
用
控
除
に
つ
い
て
は
、
目
的
の
挫
折
（
第
三
章
第
二
節
第
四
款
）
で
も
扱
う
。

（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
40,
D
ed
ek
,

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
    
 
  
  
  

a.a.O
.(A
n
m
.30),

413,
G
sell,

a.a.O
.(A

     
   
 
 
      
     
 
      
     
   

n
m
.107),

127,
T
rö
g
er,
In
d
ivid
u
alität

 
 
       
     
 
  
 
    
  
 
    
 
      ,

a.a.O
.

  
     
  

１２９

(A
n
m
.102),

2246

  
 
 
           .  

（　

）　

D
ed
ek
,
a.a.O

.(A
n
m
.30),

414

 
  
  
       
   
 
 
         .  

１３０
（　

）　

E
llers,

V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
        
    
      
 
 
  
       
   
 
 
 21),

208

        .  

１３１
　
　
　
　

こ
の
よ
う
な
方
法
を
と
れ
ば
、
契
約
目
的
物
の
従
物
と
し
て
支
出
に
よ
っ
て
取
得
さ
れ
た
物
が
債
務
者
に
移
転
す
る
場
合
、
有
益
費
償
還
請
求

権
の
構
造
に
近
づ
く
こ
と
に
な
る
。
同
様
に
、
利
用
控
除
に
つ
い
て
認
め
る
も
の
と
し
て
、P

W
W
/
S
ch
m
id
t-K
essel/

K
ram
m
e,
§284,

R
n
.

 
 
 
 
 
  
 
  
   
      
 
   
 
         
 
 
  9  

が
あ
る
。

（　

）　

D
ed
ek
,
a.a.O

.(A
n
m
.30),

412

 
  
  
       
   
 
 
         .  

１３２
（　

）　

E
llers,

V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
        
    
      
 
 
  
       
   
 
 
 21),

206,
W
eitem

eyer,
a.a.O

.(A
n
m
.105

           
     
           
   
 
 
    ),

293f

       .  

１３３
（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
五
款
ⅱ
、
ⅲ
、
参
照
。

１３４
（　

）　

な
お
、
瑕
疵
担
保
責
任
に
よ
る
減
額
が
行
わ
れ
た
場
合
、
目
的
物
に
つ
い
て
の
減
額
割
合
に
応
じ
て
、
支
出
賠
償
額
も
減
額
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る

１３５

と
さ
れ
て
い
る
（C

an
aris,

Ä
q
u
ivalen

zverm
u
tu
n
g
,
a.a.O

.

 
  
       
 
 
      
     
 
  
 
 
       
 (A

n
m
.29),

30f.

  
 
 
          
）
が
、
不
完
全
給
付
の
場
合
に
関
し
て
は
損
害
賠
償
の
み
認
め
ら

れ
る
と
す
る
見
解
（S

to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21

 
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
   ),

111

      

）
も
あ
る
。

（　

）　

C
an
aris,

Ä
q
u
ivalen

zverm
u
tu
n
g
,
a.a.O

.

 
  
       
 
 
      
     
 
  
 
 
       
 (A

n
m
.29),

32f.

  
 
 
          

は
、
等
価
性
原
理
を
離
れ
た
民
法
典
二
八
四
条
の
構
造
か
ら
は
、
観
念
的
目
的
で
あ

１３６

る
と
し
て
否
定
さ
れ
た
市
公
会
堂
事
件
も
、
商
業
的
目
的
で
あ
っ
て
も
後
続
す
る
利
用
の
た
め
の
投
資
は
給
付
と
反
対
給
付
の
交
換
関
係
の
外
に

あ
る
と
し
て
否
定
さ
れ
た
デ
ィ
ス
コ
ホ
ー
ル
事
件
も
支
出
賠
償
の
対
象
と
な
る
が
、
そ
も
そ
も
後
続
す
る
利
用
の
意
図
が
当
初
の
契
約
か
ら
生
じ
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た
の
で
は
な
い
場
合
や
、
債
務
者
に
と
っ
て
認
識
で
き
な
い
意
図
で
あ
る
場
合
に
も
賠
償
の
対
象
と
し
て
よ
い
の
か
は
疑
問
で
あ
る
と
す
る
。
同

旨
の
も
の
と
し
て
、W

eitem
eyer,

a.a.O
.(A
n
m
.105),

281f.

 

     
           
   
 
 
            

が
あ
る
。

　
　
　
　

ト
レ
ー
ガ
ー
は
、
給
付
障
害
法
上
の
保
護
を
通
じ
て
社
会
的
効
用
を
増
進
す
る
信
頼
投
資
を
包
括
的
に
促
進
す
る
こ
と
が
規
範
目
的
で
あ
る
か

ら
、
支
出
目
的
の
性
質
は
考
慮
す
る
必
要
が
な
い
と
し
て
い
る
（T

rö
g
er,
In
d
ivid
u
alität,

a.a.O
.(A
n
m
.1

 
  
 
      
 
    
 
             
   
 
 
  02),

2242

         

）。

（　

）　

デ
デ
ク
は
、
購
入
さ
れ
た
絵
画
の
た
め
の
額
縁
と
い
う
事
例
に
お
い
て
、
絵
画
が
偽
物
で
あ
り
返
還
す
る
場
合
と
、
修
復
さ
れ
た
絵
画
で
あ
り
当

１３７

初
の
目
的
は
達
成
さ
れ
な
い
が
な
お
保
持
し
て
お
く
こ
と
に
し
た
場
合
と
で
、
問
題
状
況
が
異
な
る
こ
と
を
指
摘
す
る
も
、
こ
の
よ
う
な
無
形
的

な
損
失
の
評
価
に
つ
い
て
こ
れ
ま
で
法
は
直
面
し
て
こ
な
か
っ
た
と
し
て
結
論
は
留
保
す
る
（D

ed
ek
,
a.a.O

.(A
n
m
.30),

415f.

 
  
  
       
   
 
 
      
     
）。

（　

）　

ロ
ー
レ
ン
ツ
は
、
商
業
的
目
的
の
場
合
に
お
け
る
支
出
賠
償
請
求
権
の
機
能
は
、
損
害
算
定
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
に
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る

１３８

（L
o
ren
z,
S
ch
u
ld
rech
tsrefo

rm
,
a.a.O

.(A

 
 
  
 
    
  
 
  
  
  
    
  
  
       
   

n
m
.107),

1892.

 
 
            
）。

（　

）　

D
ed
ek
,
a.a.O

.(A
n
m
.30),

410,
E
llers,

 
  
  
       
   
 
 
            
       V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

206

 
    
      
 
 
  
       
   
 
 
         .  

１３９
　
　
　
　

エ
マ
ー
リ
ッ
ヒ
は
、
両
者
の
目
的
が
混
在
す
る
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
商
業
的
目
的
を
基
準
と
し
て
挫
折
を
判
断
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る

（E
m
m
erich

,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.1

 
 
 
     
   
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
  07),

110

        

）。
同
旨
の
も
の
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
2019,

B
G
B
§28

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
       
 
          
 
 
 
    4,

R
n
.

   
 
 
  

27   

が
あ
る
。

　
　
　
　

ト
レ
ー
ガ
ー
は
、
両
者
の
目
的
が
混
在
す
る
場
合
に
は
、
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
を
介
し
た
裁
判
所
の
裁
量
に
よ
り
、
目
的
に
応
じ
て
支
出
を

割
り
付
け
る
こ
と
も
で
き
る
と
し
て
い
る
（T

rö
g
er,
In
vestio

n
ssch
u
tz,
a.a.O

.(A
n
m

 
  
 
      
      
 
    
 
         
   
 
 

.21),
467

         

）。
同
旨
の
も
の
と
し
て
、F

isch
in
g
er/
W
ab
n
itz,

 
    
  
 
   
 
  
 
     

a.a.O
.(A
n
m
.111),

143

     
   
 
 
          

が
あ
る
。

　
　
　
　

シ
ェ
ン
ク
は
、
目
的
の
一
部
を
分
離
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
は
賠
償
請
求
権
の
配
分
を
容
認
す
る
が
、
原
則
的
に
は
主
と
し
て
追
求
さ
れ

た
目
的
の
挫
折
の
み
を
考
慮
す
れ
ば
よ
い
と
し
て
い
る
（S

ch
en
k
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

59f.

 
  
  
 
       
   
 
 
          
）。
同
旨
の
も
の
と
し
て
、N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

 

 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      

R
n
.
35

 
 
    

が
あ
る
。

　
　
　

ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条

　
　
　

⑴　

損
害
が
発
生
し
た
か
否
か
、
及
び
損
害
ま
た
は
賠
償
す
べ
き
利
益
の
額
が
い
く
ら
か
に
つ
き
当
事
者
間
で
争
い
が
あ
る
と
き
は
、
裁
判
所
は

こ
れ
に
関
し
、
全
て
の
事
情
を
評
価
し
て
、
自
由
な
心
証
を
も
っ
て
裁
判
す
る
。
申
出
ら
れ
た
証
拠
調
べ
又
は
職
権
を
持
っ
て
す
る
鑑
定
人

に
よ
る
鑑
定
を
命
ず
べ
き
か
否
か
、
及
び
そ
の
範
囲
い
か
ん
に
つ
い
て
は
、
裁
判
所
の
裁
量
に
よ
る
。
裁
判
所
は
、
損
害
ま
た
は
利
益
に
つ
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い
て
立
証
者
を
尋
問
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
こ
の
場
合
四
五
二
条
一
項
第
一
文
及
び
二
項
な
い
し
四
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。

　
　
　

⑵　

財
産
法
上
の
争
い
に
つ
い
て
、
当
事
者
間
に
債
権
額
に
つ
い
て
争
い
が
あ
り
、
そ
の
た
め
基
準
と
な
る
一
切
の
事
情
の
完
全
な
解
明
が
そ
の

債
権
の
争
わ
れ
て
い
る
部
分
の
価
値
に
対
し
て
均
衡
の
と
れ
な
い
よ
う
な
困
難
さ
を
伴
う
と
き
、
一
項
第
一
文
及
び
第
二
文
の
規
定
は
他
の

場
合
に
も
準
用
さ
れ
る
。

　
　
　
　

訳
は
、
法
務
省
大
臣
官
房
司
法
法
制
調
査
部
編
『
ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
典
』（
一
九
九
三
年
・
法
曹
会
）
八
九
頁
に
よ
る
。

（　

）　

M
ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
2019,

B
G
B
§28

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
    
   
 
    
      
 
 
 
 
   4,

R
n
.
35,
K
ro
p
h
o
ller,

a.a.O
.(A
n
m
.28

   
 
 
  
    
 
  
 
 
 
      
     
   
 
 
   ),

§284,
R
n
.
1,
S
to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
e

   
      
 
 
  
   
 
  
 
 
    
 
 
  
  
 
 
 
 
 n

,

 
  

１４０

a.a.O
.(A
n
m
.21),

113f.,
S
ch
en
k
,
a.a.O

     
   
 
 
      
       
 
  
  
 
  
     

.(A
n
m
.21),

60,
T
rö
g
er,
In
d
ivid
u
alitä

   
 
 
      
    
 
  
 
    
  
 
    
 
     t,

a.a.O
.(A
n
m
.102),

2243f.,
W
eitem

ey

   
     
   
 
 
       
        
 
     
  er,

a.a.O
.

    
     
  

(A
n
m
.105),

294f

  
 
 
           .  

　
　
　
　

た
だ
し
、
ア
ー
ノ
ル
ト
は
、
遅
延
損
害
の
領
域
に
お
い
て
、
民
法
典
二
八
四
条
が
適
用
さ
れ
な
い
た
め
、
引
き
続
き
収
益
性
の
推
定
が
機
能
す

る
と
し
て
い
る
（N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
10,
18

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
        

）。

（　

）　

催
し
の
実
施
と
そ
こ
で
得
ら
れ
る
収
入
と
を
問
題
と
し
た
市
公
会
堂
事
件
が
想
定
さ
れ
る
（
第
三
章
第
一
節
第
二
款
参
照
）。

１４１
（　

）　

一
定
期
間
は
目
的
物
を
利
用
し
た
と
い
う
中
古
自
動
車
の
売
買
事
例
（
二
〇
〇
五
年
判
決
）
が
想
定
さ
れ
る
（
第
三
章
第
一
節
第
三
款
参
照
）。

１４２
（　

）　

F
isch
in
g
er/
W
ab
n
itz,
a.a.O

.(A
n
m
.153),

 
    
  
 
   
 
  
 
          
   
 
 
      

141,
K
ro
p
h
o
ller,

a.a.O
.(A
n
m
.28),

§2
       
  
 
 
 
           
   
 
 
        84,

R
n
.
1

     
 
   .  

１４３
（　

）　

ト
レ
ー
ガ
ー
は
、
自
動
車
の
事
例
に
つ
い
て
、
追
加
装
備
に
つ
い
て
は
走
行
距
離
を
基
準
に
、
輸
送
お
よ
び
認
可
費
用
に
つ
い
て
は
経
過
期
間
を

１４４

減
額
す
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
述
べ
、
こ
れ
は
他
の
目
的
物
の
場
合
に
も
敷
衍
さ
れ
る
と
し
て
い
る
（T

rö
g
er,
In
d
ivid
u
alität,

a.a.O
.(A
n
m
.1

 
  
 
      
 
    
 
             
   
 
 
  02),

     

2245

    

）。

　
　
　

民
法
典
三
四
六
条
（
解
除
の
効
果
）

　
　
　

⑴　

契
約
当
事
者
が
契
約
上
解
除
を
留
保
し
て
い
た
か
、
法
定
解
除
権
が
認
め
ら
れ
る
場
合
、
解
除
さ
れ
た
と
き
に
は
、
受
け
取
っ
た
給
付
を
返

還
し
、
得
ら
れ
た
利
益
を
引
き
渡
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（　

）　

G
sell,

a.a.O
.(A
n
m
.149),

127,
S
to
p
p
el

 
           
   
 
 
             
  
 
 
  ,

A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

100

   
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
         .  

１４５
　
　
　
　

デ
デ
ク
は
、
控
除
の
算
定
方
法
に
つ
い
て
、
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
領
域
に
な
る
と
し
て
、
走
行
距
離
に
応
じ
た
価
値
喪
失
の
算
定
方
法
を

支
持
す
る
（D

ed
ek
,
a.a.O

.(A
n
m
.30),

415

 
  
  
       
   
 
 
         

）。

（　

）　

F
leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1046,
A
lth
am
m

 
    
       
   
 
 
             
   
  
 

er,
a.a.O

.(A
n
m
.110),

§10
R
n
.
10,
K
ö
t

         
   
 
 
            
 
       
 
 z,

a.a.O
.(A
n
m
.103),

R
n
.
1197

        
   
 
 
        
 
      .  

１４６
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（　

）　

E
llers,

V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
        
    
      
 
 
  
       
   
 
 
 21),

207,
P
W
W
/
S
ch
m
id
t-K
essel/

K
ram
m
e,

           
 
 
 
 
  
 
  
   
      
 
   
 
  

§284,
R
n
.
9

        
 
   .  

１４７
　
　
　
　

フ
レ
ッ
ク
は
、
衡
平
性
が
成
立
要
件
と
し
て
の
み
機
能
す
る
（F

leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1046

 
    
       
   
 
 
          

）
と
の
立
場
か
ら
、
賠
償
権
利
者
の
行
為
規
範

と
位
置
付
け
、
支
出
行
為
の
合
理
性
の
統
御
か
ら
支
出
額
に
つ
い
て
の
情
報
提
供
義
務
を
導
く
（F

leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1051

 
    
       
   
 
 
      
    

）。

（　

）　

民
法
典
二
八
四
条
に
つ
い
て
も
、
一
般
損
害
法
の
規
律
が
適
用
ま
た
は
類
推
適
用
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
は
、
ほ
ぼ
一
致
し
て
い
る
も
の

１４８

の
（
前
掲
注　

）、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
形
で
影
響
を
及
ぼ
す
の
か
は
争
わ
れ
て
い
る
が
（M

ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
2019,

B
G
B
§28

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
       
 
           
 
 
    4,    

１０７

R
n
.
9,
37,
F
leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

10

 
 
          
    
       
   
 
 
        46,

B
ro
x
/
W
alk
er,
S
R
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.1

     
  
 
 
 
   
     
 
  
 
       
   
 
 
  05),

§22
R
n
.
77

          
 
    

）、
直
接
適
用
ま
た
は
類
推
適
用
を
否

定
す
る
見
解
も
あ
る
（S

to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21

 
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
   ),

106,
S
to
p
p
el,
V
erh
ältn
is,
a.a.O

.(

         
  
 
 
     
   
    
         
  A

n
m
.28),

257

 
 
 
         

）。

　
　
　
　

な
お
、
民
法
典
二
五
四
条
と
の
関
連
で
は
、
損
害
回
避
費
用
を
支
出
賠
償
請
求
権
に
お
け
る
支
出
と
の
関
係
も
さ
ら
に
問
題
と
な
り
、
損
害
回

避
費
用
が
支
出
賠
償
の
総
額
を
上
回
る
場
合
に
は
、
回
避
費
用
の
賠
償
請
求
権
は
否
定
さ
れ
る
と
す
る
（S

to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.

 
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
  
     
  

(A
n
m
.21),

106

  
 
 
         

）。

（　

）　

C
an
aris,

L
eistu

n
g
ssrö
ru
n
g
en
,
a.a.O

.(

 
  
       
     
 
 
    
  
 
 
  
       
  A
n
m
.37),

517,
G
rig
o
leit,

a.a.O
.(A
n
m
.

 
 
 
            
   
 
           
   
 
 
 107),

123

         .  

１４９
（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
31,
R
eim
,
a

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
       
   
   .a.O

.(A
n
m
.21),

3665,
S
ch
m
id
t,
S
R
-A
T
,

    
   
 
 
             
  
 
  
    
 
  
 
 

a.a.O
.(A
n
m
.150),

70

      
   
 
 
         1  

１５０
　
　
　
　

フ
レ
ッ
ク
は
、
民
法
典
二
五
四
条
一
項
に
よ
る
制
限
が
機
能
し
な
い
こ
と
お
よ
び
、
同
条
二
項
に
よ
る
通
常
で
は
な
い
高
額
の
出
捐
を
す
る
と

い
う
警
告
義
務
は
事
実
上
機
能
し
な
い
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
（F

leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1048f.

 
    
       
   
 
 
            
）。

（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
51,
B
ro
x
/
W
a

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
    
 
  
 
 
 
 lk

er,
S
R
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

§22
R
n

  
    
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
    
 
 

.
77,
C
an
aris,

L
eistu

n
g
ssrö
ru
n
g
en
,
a

  
    
 
  
      
 
     
 
 
    
  
 
 
  
  
 .a.O

.

    
  

１５１

(A
n
m
.37),

517,
G
rig
o
leit,

a.a.O
.(A
n
m

  
 
 
      
     
 
   
 
      
     
   
 
 

.107),
124,

K
ro
p
h
o
ller,

a.a.O
.(A
n
m
.2

       
     
 
  
 
 
 
      
     
   
 
 
  8),

§284,
R
n
.
3,
S
ch
en
k
,
a.a.O

.(A
n
m
.

    
      
 
 
  
   
 
  
  
 
  
     
   
 
 
 21),

59,

     
    

H
k
-B
G
B
/
S
ch
u
lze,

§284,
R
n
.
11,
S
to
p
p
e

 
 
  
 
 
 
 
  
 
     
      
 
 
  
    
 
  
 
 
 l,

A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

90,

   
 
 
  
  
 
 
 
 
  
  
     
   
 
 
      
   

T
rö
g
er,
In
vestio

n
ssch
u
tz,
a.a.O

.(A
n

 
 
  
 
    
  
      
 
    
 
    
     
   
 

m
.21),

 
      

466,
469,

S
ch
m
id
t,
S
R
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m

           
  
 
  
    
 
  
 
       
   
 
 

.150),
R
n
.
701,

H
ü
tte/
H
elb
ro
n
,
a.a.O

        
 
        
 
    
 
   
  
 
       

.(A
n
m
.23),

R
n
.
701

   
 
 
       
 
     .  

　
　
　
　

エ
マ
ー
リ
ッ
ヒ
は
、
債
務
者
が
、
契
約
が
適
時
に
ま
た
は
そ
も
そ
も
実
現
で
き
な
い
こ
と
を
債
権
者
に
告
知
し
た
場
合
に
は
、
衡
平
に
み
て
支

出
を
行
っ
て
も
よ
い
と
は
い
え
な
い
と
す
る
（E

m
m
erich

,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.1

 
 
 
     
   
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
  07),

110f.

          
）。

　
　
　
　

フ
レ
ッ
ク
は
、
債
権
者
が
目
的
の
挫
折
が
予
見
し
て
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
支
出
を
行
っ
た
場
合
と
と
ら
え
、
民
法
典
二
五
四
条
一
項
を
援
用
し

つ
つ
、
給
付
の
獲
得
へ
の
信
頼
と
い
う
要
件
の
中
に
解
消
さ
れ
る
と
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
支
出
を
行
う
こ
と
が
給
付
の
前
提
と
な
っ
て
い
る
場

合
や
、
支
出
を
見
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
経
済
的
な
不
利
益
が
現
実
化
し
う
る
場
合
に
は
、
契
約
目
的
の
実
現
が
不
安
で
あ
っ
た
と
し
て
も
支
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出
を
行
う
こ
と
が
正
当
化
さ
れ
る
と
述
べ
る
（F

leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1049,
1052

 
    
       
   
 
 
                

）。

（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
31,
K
lin
ck
,

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
       
   
  
 

a.a.O
.(A
n
m
.21),

486,
R
eim
,
a.a.O

.(A

      
   
 
 
            
   
       
   

n
m
.21),

3665

 
 
          .  

１５２
（　

）　
C
an
aris,

L
eistu

n
g
ssrö
ru
n
g
en
,
a.a.O

.(
 
  
      
 
     
 
 
    
  
 
 
  
  
     
  A

n
m
.37),

517,
M
ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.

 
 
 
      
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
    
   
 
   

2019,
B
G
B
§284,

R
n
.
24,
S
ch
en
k
,
a.a

 
      
 
 
 
 
      
 
 
  
    
 
  
  
 
  
   .O

.

  
  

１５３

(A
n
m
.21),

60,
M
ed
icu
s/
L
o
ren
z,
A
T
,
a.

  
 
 
      
    
 
  
   
  
 
 
  
 
   
 
 
  
  a.O

.(A
n
m
.103),

R
n
.
458,

S
ch
m
id
t,
S
R
-

   
   
 
 
       
 
 
  
     
 
  
 
  
   
 
 
 A

T
,
a.a.O

.(A
n
m
.150),

701,
H
ü
tte/
H
elb

 
 
  
     
   
 
 
       
     
 
 
    
 
   

ro
n
,

  
 
  

a.a.O
.(A
n
m
.23),

R
n
.
701

     
   
 
 
       
 
     .  

　
　
　
　

さ
ら
に
、
ア
ー
ノ
ル
ト
は
、
商
業
的
目
的
追
求
の
場
合
に
は
、
民
法
典
一
二
二
条
一
項
（
後
述
第
四
章
第
二
節
参
照
）
に
準
じ
て
積
極
的
利
益

の
額
を
上
限
と
す
べ
き
こ
と
を
述
べ
る
（N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
24

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
    

）。

（　

）　

E
m
m
erich

,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.1

 
 
 
     
  
 
 
  
  
 
 
 
 
  
  
     
   
 
 
  07),
111,

F
ik
en
tsch
er/
H
ein
em
an
n
,
a.a

     
     
 
  
  
    
   
 
   
  
  
 
  
   .O

.(A
n
m
.105),

223,
R
n
.
441,

K
lin
ck
,

  
   
 
 
       
     
 
 
  
     
 
   
  
  

a.a.O
.

     
  

１５４

(A
n
m
.21),

485,
K
ö
tz,
a.a.O

.(A
n
m
.103)

  
 
 
      
     
 
 
    
     
   
 
 
     ,
R
n
.
1198,

K
ro
p
h
o
ller,

a.a.O
.(A
n
m
.2

  
 
 
  
      
 
  
 
 
 
      
     
   
 
 
  8),

§284,
R
n
.
3,
R
eim
,
a.a.O

.(A
n
m
.21

    
      
 
 
  
   
 
   
  
     
   
 
 
   ),

3666,

   
      

P
W
W
/
S
ch
m
id
t-K
essel/

K
ram
m
e,
§284,

R
n
.

 
 
 
 
 
  
 
  
   
      
 
   
 
          
 
 

9,
S
ch
en
k
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

59

     
  
  
 
       
   
 
 
        .  

（　

）　

F
isch
in
g
er/
W
ab
n
itz,
a.a.O

.(A
n
m
.111),

 
    
  
 
   
 
  
 
          
   
 
 
      

142f

     .  

１５５
（　

）　

F
leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1047f.,
T
rö
g
e

 
    
       
   
 
 
               
  
 
 r,

In
d
ivid
u
alität,

a.a.O
.(A
n
m
.102),

     
 
    
 
             
   
 
 
       2247

    .  

１５６
　
　
　
　

こ
の
見
解
に
よ
れ
ば
、
上
述
し
た
よ
う
に
、
債
権
者
の
支
出
に
お
け
る
行
為
態
様
に
着
目
し
て
、
支
出
の
賠
償
適
格
性
を
判
断
し
て
い
く
こ
と

に
な
る
。

（　

）　

な
お
、
こ
の
見
解
は
、
本
来
は
よ
り
有
利
な
支
出
額
で
の
実
現
可
能
性
の
証
明
責
任
を
債
務
者
に
課
す
べ
き
と
し
な
が
ら
も
、
情
報
の
非
対
称
性

１５７

を
根
拠
に
債
権
者
に
転
換
す
る
（F

leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1052f.

 
    
       
   
 
 
            
）。

（　

）　

N
K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
32,
C
an
aris

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
  
      
 
 
  
    
 
  
    ,

L
eistu

n
g
ssrö
ru
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.37)

  
 
     
 
 
    
  
 
 
  
  
     
   
 
 
    ,

517,
M
ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
2019,

  
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
    
   
 
    
      

B
G
B

 
 
 
 

１５８

§284,
R
n
.
37,
G
rig
o
leit,

a.a.O
.(A
n
m
.

      
 
 
  
    
 
   
 
      
     
   
 
 
 107),

124;
S
to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.

      
     
 
  
 
 
    
 
 
  
  
 
 
 
 
  
  
  a.O

.(A
n
m
.21),

98,
T
rö
g
er,
In
d
ivid
u
al

   
   
 
 
      
    
 
  
 
    
  
 
    
 
  ität,

a.a.O
.

      
     
  

(A
n
m
.102),

2246f.,
T
rö
g
er,
In
vestio

n

  
 
 
                
  
 
      
      
 

ssch
u
tz,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

468

    
 
         
   
 
 
         .  

（　

）　

S
to
p
p
el,
A
u
fw
en
d
u
n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.21

 
  
 
 
     
 
  
  
 
 
 
 
  
       
   
 
 
   ),

98f.,
T
rö
g
er,
In
d
ivid
u
alität,

a.a

          
  
 
      
 
    
 
           .O

.(A
n
m
.102),

2244

  
   
 
 
           .  

１５９
（　

）　

E
llers,

V
o
rau
ssetzu

n
g
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.

 
        
    
      
 
 
  
       
   
 
 
 21),

206

        .  

１６０
（　

）　

た
だ
し
、
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
証
明
責
任
を
債
務
者
に
課
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
債
権
者
が
他
の
目
的
で
転
用
で
き
た
こ
と
を
立
証
す
る
こ
と
が

１６１

で
き
る
局
面
は
限
定
さ
れ
る
た
め
に
、
実
際
上
の
問
題
は
生
じ
な
い
と
し
て
い
る
（R

eim
,
a.a.O

.(A
n
m
.21),

3666f.
 
   
       
   
 
 
            
）。
同
旨
の
も
の
と
し
て
、
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G
sell,

a.a.O
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が
あ
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 21),

206

        .  

１６３
　
　
　
　

同
旨
の
も
の
と
し
て
、G

sell,
a.a.O

.(A
n
m
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P
W
W
/
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R
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        .  
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n
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u
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.(A
n
m
.102),
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A
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.(A
n
m
.110),

§10
R
n
.
15

   
   
 
 
            
 
    .  

第
四
章　

民
法
典
に
お
け
る
多
様
な
支
出
概
念

　

本
章
に
お
い
て
は
、
ド
イ
ツ
民
法
典
に
お
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
支
出
概
念
を
、
請
求
権
の
根
拠
ご
と
に
分
類
し
て
検
討
し
、
そ

れ
ぞ
れ
の
規
律
の
中
で
ど
の
よ
う
に
損
害
賠
償
範
囲
が
決
定
さ
れ
て
い
る
の
か
を
概
観
し
、
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権

に
お
け
る
賠
償
範
囲
の
決
定
基
準
と
の
異
同
を
検
討
す
る
。

　

第
一
節　

損
害
賠
償
に
お
け
る
支
出
概 

　

　
　

第
一
款　

民
法
典
二
八
四
条
の
準
用
規
定

　

契
約
締
結
に
お
け
る
給
付
障
害
（
民
法
典
三
一
一
ａ
条
）、
瑕
疵
あ
る
目
的
物
の
買
主
の
権
利
（
民
法
典
四
三
七
条
三
号
、
民
法
典

六
三
四
条
四 

瑕
疵
あ
る
旅
行
給
付
の
旅
行
者
の
権
利
（
民
法
典
六
五
一
ⅰ
条
三
項
七 

各
規
定
に
は
、
明
示
的
に
民
法
典
二

（　

）
１６８念

（　

）
１６９号
）、

（　

）
１７０号
）
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八
一
条
に
よ
る
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
同
時
に
支
出
賠
償
の
規
定
が
指
示
さ
れ
、
損
害
賠
償
に
か
え
て
支
出
賠
償
が
求
め
ら
れ

る
こ
と
を
定
め
る
。
こ
こ
で
は
、
民
法
典
二
八
四
条
の
定
め
る
支
出
概
念
と
異
な
る
概
念
を
定
立
す
る
必
要
は
な 

　
　

第
二
款　

家
族
法
上
の
支
出
賠
償
請
求 

　

債
務
法
改
正
前
か
ら
存
在
し
て
い
る
家
族
法
上
の
特 

し
て
、
婚
約
破
棄
に
お
け
る
賠
償
義
務
が
、
支
出
を
損
害
の
中
に
含
め

る
形
で
定
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
こ
に
は
通
常
の
生
計
維
持
に
か
か
る
も
の
は
含
ま
れ
ず
、
婚
約
成
立
後
、
婚
姻
成
立
前
に
な
さ
れ
た
、

予
定
さ
れ
た
婚
姻
に
対
し
て
因
果
関
係
が
明
ら
か
で
あ
り
、
適
切
な
範
囲
の
支 

賠
償
の
対
象
と
さ
れ
て
い 

同
条
に
お
い
て

は
、
支
出
項
目
を
損
害
項
目
と
み
な
す
こ
と
で
、
損
害
法
の
規
律
が
そ
の
ま
ま
妥
当
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
相
当
性
や
民
法
典
二

五
四
条
に
よ
り
賠
償
範
囲
の
限
定
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

第
二
節　

信
頼
損
害
と
し
て
の
支
出
概
念

　
　

第
一
款　

法
律
行
為
法
の
規
律

　

信
頼
損
害
の
賠
償
と
し
て
は
、
契
約
締
結
過
程
の
過
失
と
し
て
論
じ
ら
れ
る
帰
責
事
由
を
要
す
る
損
害
賠
償
を
通
じ
て
一
般
的
に

実
現
さ
れ
る
場
合
の
ほ
か
、
法
律
行
為
法
上
の
特
則
と
し
て
、
帰
責
事
由
を
要
し
な
い
賠
償
請
求
権
を
定
め
る
規
定
が
あ
る
。
信
頼

損
害
型
の
原
則
と
な
る
規
定
は
、
取
消
権
者
の
損
害
賠
償
義
務
を
定
め
る
民
法
典
一
二
二
条
一 

あ
り
、
こ
れ
を
準
用
す
る
無
権

代
理
人
の
責
任
に
関
す
る
民
法
典
一
七
九
条
二 

定
め
ら
れ
て
い 

　

こ
こ
で
は
賠
償
権
利
者
は
、
意
思
表
示
の
有
効
性
ま
た
は
契
約
の
成
立
を
期
待
し
て
い
な
か
っ
た
と
す
れ
ば
あ
る
で
あ
ろ
う
状
態

に
経
済
的
に
お
か
れ
る
こ 

実
現
す
る
た
め
に
、
消
極
的
利
益
の
賠
償
に
向
け
ら
れ
た
請
求
権
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ

し
て
意
思
表
示
の
有
効
性
を
信
頼
し
た
者
は
、
信
頼
が
正
当
で
意
思
表
示
が
有
効
で
あ
っ
た
と
す
れ
ば
あ
る
で
あ
ろ
う
状
態
よ
り
も

（　

）
１７１い
。

（　

）
１７２権　

（　

）
１７３則
と

（　

）
１７４出
が

（　

）
１７５る
。

（　

）
１７６項
で

（　

）
１７７項
が

（　

）
１７８る
。

（　

）
１７９と
を
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よ
い
状
態
に
お
か
れ
る
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
考
慮
か
ら
、
賠
償
額
は
履
行
利
益
に
よ
っ
て
上
限
を
画
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い 

一
般
的
な
損
害
賠
償
義
務
と
い
う
形
式
を
と
っ
て
い
る
が
、
消
極
的
利
益
に
向
け
ら
れ
た
原
状
回
復
的
損
害
賠
償
と
理
解
さ
れ
、
そ

の
賠
償
範
囲
に
は
契
約
締
結
ま
た
は
実
現
の
た
め
に
行
わ
れ
た
支
出
が
典
型
的
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
ほ
か
、
一
定
の
範
囲
で
逸

失
利
益
も
含
ま
れ 

　
　

第
二
款　

信
頼
利
益
賠
償
へ
の
民
法
典
二
八
四
条
の
影
響

　

民
法
典
一
二
二
条
の
観
点
か
ら
、
競
合
す
る
契
約
締
結
過
程
の
過
失
に
よ
る
損
害
賠
償
責
任
の
問
題
を
検
討
す
る
見
解
に
よ
る
と
、

通
説
的
理
解
と
は
異
な
り
、
一
二
二
条
が
契
約
締
結
過
程
の
過
失
を
排
除
し
、
あ
る
い
は
契
約
締
結
過
程
の
過
失
に
よ
る
請
求
に
つ

い
て
も
履
行
利
益
を
上
限
と
す
る
と
い
う
制
限
が
働
く
と
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
利
益
を
目
的
と
す
る
通
常
の
取
引
、
損
失
を
甘
受
す

る
こ
と
を
意
図
し
た
取
引
と
は
異
な
り
、
経
済
的
に
中
立
な
取 

お
い
て
は
、
信
頼
損
害
の
賠
償
額
は
民
法
典
二
八
四
条
に
よ
る

支
出
賠
償
の
規
律
が
機
能
し
、
履
行
利
益
に
よ
る
限
定
が
解
除
さ
れ
る
と
い
う
考
え
方
が
提
案
さ
れ
て
い 

　

第
三
節　

支
出
利
得
ま
た
は
費
用
利
得
（
不
当
利
得 

　
　

第
一
款　

構
造

　

支
出
の
填
補
が
問
題
と
な
る
局
面
と
し
て
次
に
挙
げ
ら
れ
る
の
は
、
利
得
法
に
よ
る
調
整
で
あ
る
。
特
定
の
物
に
対
す
る
投
資
に

よ
っ
て
物
の
価
値
が
増
加
し
て
い
る
と
き
、
そ
の
増
加
価
値
を
誰
が
取
得
す
る
の
か
と
い
う
形
で
表
面
化
す
る
こ
と
に
な
り
、
当
事

者
間
に
契
約
関
係
の
あ
る
場 

は
、
給
付
利
得
と
し
て
対
応
す
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
そ
れ
以
外
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
所

有
占
有
関
係
の
規
律
、
次
に
支
出
、
費
用
利
得
の
準
則
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

特
定
の
物
に
対
す
る
出
捐
に
限
定
す
る
点
で
、
一
般
的
な
支
出
賠
償
の
規
律
と
は
異
な
る
が
、
民
法
典
の
中
で
支
出
が
ど
の
よ
う

（　

）
１８０る
。

（　

）
１８１る
。

（　

）
１８２引
に

（　

）
１８３る
。

（　

）
１８４型
）

（　

）
１８５合
に
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に
位
置
付
け
ら
れ
、
そ
の
賠
償
範
囲
が
確
定
さ
れ
る
の
か
を
考
え
る
上
で
は
、
重
要
な
準
則
群
と
な 

こ
こ
で
中
心
と
な
る
の
は
、

民
法
典
九
九
四
条
以
下
に
定
め
ら
れ
た
所
有
占
有
関
係
に
お
け
る
完
結
し
た
費
用
賠
償
と
し
て
理
解
さ
れ
る
規 

あ
り
、「
費
用
と

は
、
物
の
取
得
、
回
復
、
ま
た
は
改
良
の
た
め
の
財
産
上
の
支
出
で
あ 

と
定
義
し
た
上
で
、「
通
常
の
利
用
お
よ
び
通
常
の
運
用

の
た
め
に
物
の
維
持
に
必
要
で
あ
り
、
か
つ
、
占
有
者
が
行
っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
所
有
者
が
節
約
し 

と
さ
れ
る
民
法
典
九
九
四

条
、
九
九
五
条
の
必
要
な
費
用
と
、
民
法
典
九
九
六
条
に
よ
る
そ
れ
以
外
の
有
益
な
費 

お
よ
び
所
有
者
に
と
っ
て
利
益
と
な
ら

な
い
贅
沢
な
費 

分
け
て
論
じ
ら
れ
る
。

　

必
要
な
費
用
に
つ
い
て
は
、
目
的
物
の
価
値
の
増
減
と
関
係
な
く
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
る
の
に
対
し 

有
益
な
費
用
に
つ
い
て

は
、
原
則
と
し
て
目
的
物
の
客
観
的
価
値
の
増
加
を
上
限
と
し
て
、
投
下
さ
れ
た
費
用
が
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
る
。

　
　

第
二
款　

基
本
準
則
と
個
別
規
定

　

不
当
利
得
型
に
お
け
る
基
本
的
な
考
え
方
は
、
民
法
典
九
五
一
条
に
よ
る
権
利
の
喪
失
に
対
す
る
補
償
と
、
所
有
占
有
関
係
に
お

け
る
必
要
な
費
用
の
填
補
で
あ
る
。
前
者
は
、
附
合
の
よ
う
に
、
支
出
に
よ
っ
て
増
加
し
た
価
値
を
他
人
の
物
か
ら
分
離
で
き
な
い

形
で
、
自
ら
の
権
利
を
失
う
こ
と
に
な
っ
た
場
合
に
、
不
当
利
得
の
規
律
に
基
づ
き
、
そ
の
権
利
の
補
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

と
す
る
も
の
で
あ
り
、
必
ず
し
も
失
う
権
利
の
評
価
と
支
払
っ
た
支
出
の
額
が
一
致
す
る
も
の
で
は
な
い
。
こ
れ
に
対
し
、
後
者
に

つ
い
て
は
、
目
的
物
に
対
す
る
必
要
な
費
用
を
賠
償
の
対
象
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
何
を
ど
の
よ
う
な
範
囲
で
賠
償
す
べ
き
か
に
つ

い
て
は
、
支
出
賠
償
と
同
様
に
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　

第
三
款　

解
除
法
の
特 

　

解
除
法
に
お
い
て
は
、
解
除
に
よ
っ
て
目
的
物
が
返
還
さ
れ
る
と
き
、
そ
の
経
済
的
用
法
に
し
た
が
っ
て
得
ら
れ
る
利
益
の
引
き

渡
し
を
定
め
る
と
と
も
に
、
目
的
物
の
返
還
債
務
者
が
目
的
物
に
投
下
し
た
費
用
等
を
賠
償
す
べ
き
こ
と
を
定
め
る
。
こ
こ
で
は
利

（　

）
１８６る
。

（　

）
１８７律
で

（　

）
１８８る
」

（　

）
１８９た
」

（　

）
１９０用
、

（　

）
１９１用
に

（　

）
１９２て
、

（　

）
１９３則　
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益
の
引
き
渡
し
と
表
裏
一
体
の
関
係
と
な
る
た
め
、
目
的
物
の
維
持
ま
た
は
通
常
の
経
済
的
用
法
に
し
た
が
っ
て
客
観
的
に
必
要
な

支
出
に
は
、
通
常
の
維
持
費
用
も
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
。
さ
ら
に
必
要
な
費
用
に
加
え
て
、
目
的
物
の
価
値
を
高
め
て
い
る
場
合

に
は
、
そ
の
他
の
支
出
も
賠
償
の
対
象
と
さ
れ 

　
　

第
四
款　

賃
貸
借
の
特 

　

賃
貸
借
に
お
い
て
は
、
所
有
占
有
関
係
の
特
則
と
し
て
、
賃
借
物
の
状
態
を
維
持
す
る
た
め
に
賃
借
人
が
出
捐
し
た
費
用
と
、
そ

れ
以
外
の
賃
借
人
に
よ
る
支
出
と
を
分
け
、
前
者
に
つ
い
て
は
瑕
疵
除
去
費
用
と
し
て
当
然
の
賠
償
を
認
め 

後
者
に
つ
い
て
は
、

事
務
管
理
の
規
定
に
よ
り
、
利
益
の
残
さ
れ
る
限
度
で
賠
償
を
認
め
る
こ
と
に
な 

　

第
四
節　

委
任
お
よ
び
事
務
管
理
（
他
人
の
事
務 

　
　

第
一
款　

構
造

　

他
人
の
事
務
を
処
理
す
る
に
際
し
て
出
捐
を
行
う
と
き
に
は
、
そ
れ
に
よ
っ
て
獲
得
さ
れ
た
も
の
が
委
託
者
に
帰
属
す
る
こ
と
に

な
る
こ
と
か
ら
、
事
務
処
理
者
に
財
産
的
喪
失
を
被
ら
せ
な
い
と
い
う
考
え 

基
づ
き
、
支
出
賠
償
が
認
め
ら
れ
て
き
た
。
す
な

わ
ち
、
受
任
者
は
委
任
者
の
た
め
に
無
償
で
行
為
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
受
任
者
の
労
力
以
外
の
負
担
に
つ
い
て
は
委
任
者
が
負
う

べ
き
で
あ
る
と
い
う
委
任
の
無
償
性
に
よ
っ
て
基
礎
付
け
ら
れ
て
き 

こ
こ
で
は
「
委
任
を
実
行
す
る
に
際
し
て
受
任
者
が
提
供

し
た
自
由
意
思
に
よ
る
財
産
的
犠 

と
定
義
さ
れ
、
委
任
の
実
行
に
関
連
し
て
行
わ
れ
た
支
出
以
外
に
、
当
該
事
務
処
理
に
固
有

の
危
険
か
ら
生
じ
た
偶
発
損
害
も
含
ま
れ
る
と
理
解
さ
れ
て
い 

　

賠
償
範
囲
に
つ
い
て
は
、
支
出
が
現
実
に
行
わ
れ
た
こ
と
が
要
件
と
な
る
の
と
同
時
に
、
必
要
性
の
審
査
が
行
わ
れ
る
。
必
要
性

は
、
支
出
時
点
の
受
任
者
が
判
断
す
る
主
観
的
要
素
と
、
合
理
人
を
基
準
と
し
た
客
観
的
要
素
か
ら
評
価
さ
れ
、
結
果
と
し
て
無
駄

（　

）
１９４る
。

（　

）
１９５則　

（　

）
１９６る
。

（　

）
１９７る
。

（　

）
１９８型
）

（　

）
１９９方
に

（　

）
２００た
。

（　

）
２０１牲
」

（　

）
２０２る
。
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に
な
っ
た
り
不
要
で
あ
っ
た
支
出
も
対
象
と
な 

支
出
の
金
額
が
そ
の
ま
ま
賠
償
額
と
さ
れ
る
。
ま
た
、
委
任
者
と
同
時
に
受
任

者
の
利
益
も
目
的
と
し
て
い
る
場
合
に
は
、
受
任
者
が
自
己
目
的
を
追
求
し
て
い
る
限
り
に
お
い
て
、
そ
の
費
用
は
自
ら
負
担
す
べ

き
で
あ
る
た
め
、
委
任
者
の
た
め
の
部
分
に
限
定
し
て
賠
償
の
対
象
と
な 

　
　

第
二
款　

個
別
規
定

　

他
人
の
事
務
に
つ
い
て
生
じ
た
負
担
の
填
補
を
求
め
る
規
定
と
し
て
は
、
委
任
と
事
務
管
理
が
規
定
さ
れ
て
お
り
、
委
任
の
規
定

を
準
用
す
る
有
償
事
務
処
理
の
規
定
が
あ
る
。
事
務
管
理
に
つ
い
て
は
、
本
人
の
利
益
と
意
思
に
合
致
し
て
い
る
真
の
事
務
管
理
の

場
合
に
は
支
出
賠 

よ
り
、
一
致
し
な
い
場
合
に
は
不
当
利
得
の
準 

よ
り
負
担
の
填
補
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

他
人
の
事
務
に
関
す
る
負
担
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
の
中
で
も
様
々
な
適
用
局
面
が
予
定
さ
れ
、
団
体
の
事
務
執
行
や
、
特
に
家

族
法
に
お
け
る
後
見
な
ど
に
準
用
規
定
が
多
数
お
か
れ
て
い
る
。

　
　

第
三
款　

委
任
法
上
の
支
出
賠
償
請
求
権
の
一
般 

　

民
法
典
六
七
〇
条
の
規
律
を
一
般
化
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
ど
う
か
と
い
う
視
点
か
ら
は
、「
権
限
が
与
え
ら
れ
、
他
人
の
利
益

で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
一
定
の
独
立
性
を
も
っ
て
行
わ
れ
た
行
為
で
あ
り
、
か
つ
、
約
束
さ
れ
た
報
酬
で
は
填
補
さ
れ
な
い
支
出

が
必
要
で
あ
っ
た
こ 

と
定
義
す
る
こ
と
に
よ
り
、
無
償
性
を
一
つ
の
根
拠
と
し
て
い
た
委
任
法
の
枠
を
超
え
て
、
無
償
行
為
を

含
む
あ
ら
ゆ
る
契
約
類
型
に
一
般
化
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
主
張
が
み
ら
れ
る
。
し
か
し
、
こ
の
見
解
に
あ
っ
て
も
、
基
本
思

想
や
支
出
の
定
義
、
損
害
項
目
の
賠
償
基
準
の
探
求
は
困
難
で
あ
る
こ
と
を
認
め
て
お
り
、
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
を
も
含

め
た
統
一
的
な
支
出
賠
償
の
規
律
を
構
想
す
る
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

（　

）
２０３り
、

（　

）
２０４る
。

（　

）
２０５償
に

（　

）
２０６用
に

（　

）
２０７化　

（　

）
２０８と
」
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第
五
節　

そ
の
他
の
支
出
概
念
（
割
当
規
定
お
よ
び
特
則
）

　

上
記
の
よ
う
な
請
求
権
根
拠
と
な
る
規
定
の
他
に
、
固
有
の
請
求
権
規
定
の
一
つ
で
あ
る
民
法
典
三
〇
四
条
は
、
債
権
者
遅
滞
に

お
い
て
現
実
に
生
じ
た
必
要
な
増
加
費
用
の
賠
償
を
定
め 

ま
た
、
履
行
費
用
な
ど
の
負
担
の
割
当
規
定
や
、
各
種
金
額
の
算
定

に
お
い
て
支
出
の
金
額
を
基
準
と
し
て
用
い
た
特
則
が
存
在
し
て
い
る
が
、
固
有
の
請
求
権
根
拠
条
文
で
は
な
い
た
め
、
本
稿
で
は

そ
れ
ら
の
支
出
概
念
は
扱
わ
な
い
。

　

第
六
節　

小
括

　

こ
こ
ま
で
、
民
法
典
中
に
定
め
ら
れ
た
様
々
な
支
出
、
お
よ
び
そ
れ
に
類
す
る
概
念
に
つ
い
て
み
て
き 

こ
の
う
ち
、
民
法
典

二
八
四
条
の
定
め
る
支
出
賠
償
請
求
権
と
直
接
競
合
す
る
可
能
性
が
あ
る
の
は
、
信
頼
損
害
の
賠
償
に
つ
い
て
の
規 

、
解
除
法

に
お
け
る
特 

あ
る
。
そ
し
て
そ
れ
ら
以
外
の
規 

、
基
礎
と
な
る
契
約
関
係
の
存
在
に
よ
り
支
出
の
填
補
は
契
約
内
に
お
い

て
行
わ
れ
る
た
め
、
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権
を
用
い
て
契
約
清
算
段
階
で
解
決
す
る
と
い
う
事
例
は
き
わ
め
て
少
な

い
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
規
律
を
民
法
典
全
般
に
一
般
化
す
る
こ
と
が
難
し
い
こ
と
は
各
分
野
に
お
い
て
指
摘
さ
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

共
通
す
る
考
え
方
と
し
て
、
賠
償
請
求
権
が
認
め
ら
れ
る
と
き
に
は
、
出
捐
者
に
損
失
を
生
じ
さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
と
い
う
説
明

と
、
出
捐
者
あ
る
い
は
相
手
方
に
利
得
を
生
じ
さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
と
い
う
考
慮
が
働
い
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
支
出
の
賠
償
を

認
め
る
場
合
に
も
、
特
に
後
者
の
観
点
か
ら
、
賠
償
額
に
は
一
定
の
上
限
が
画
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

賠
償
範
囲
を
限
定
す
る
た
め
の
理
論
上
の
方
法
と
し
て
、
損
害
賠
償
請
求
権
と
し
て
構
成
さ
れ
る
場
合
に
は
、
完
全
賠
償
原
則
を

前
提
に
相
当
性
の
基
準
に
よ
る
の
に
対
し
て
、
そ
の
性
質
が
支
出
賠
償
請
求
権
と
考
え
ら
れ
る
と
き
に
は
、
必
要
性
が
一
つ
の
基
準

（　

）
２０９る
。

（　

）
２１０た
。

（　

）
２１１律
と

（　

）
２１２則
で

（　

）
２１３律
は
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と
し
て
機
能
す
る
こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
、
支
出
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
原
則
と
し
て
因
果
関
係
の
認
め
ら
れ
る
支
出
の
額

を
対
象
と
す
る
が
、
過
剰
な
支
出
、
す
な
わ
ち
通
常
必
要
と
さ
れ
る
限
度
を
超
え
た
支
出
が
行
わ
れ
た
と
き
に
は
、
必
要
性
ま
た
は

相
当
性
の
観
点
か
ら
、
相
手
方
に
利
益
あ
る
い
は
価
値
が
残
さ
れ
た
限
度
に
お
い
て
、
賠
償
額
に
制
限
が
課
さ
れ
る
。

　

次
に
、
他
人
の
事
務
型
に
お
い
て
は
、
委
託
さ
れ
た
行
為
、
あ
る
い
は
少
な
く
と
も
本
人
の
利
益
と
推
定
的
意
思
に
一
致
す
る
行

為
を
す
る
こ
と
に
重
点
が
お
か
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
損
失
を
生
じ
さ
せ
な
い
、
す
な
わ
ち
行
わ
れ
た
支
出
を
原
則
と
し
て
全
て

賠
償
の
対
象
と
す
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
支
出
を
行
う
こ
と
を
含
ん
だ
委
託
関
係
が
存
在
し
な
い
信
頼
利
益
型
や
不
当
利
得
型

に
お
い
て
は
、
支
出
の
目
的
と
な
る
権
利
、
利
益
あ
る
い
は
客
体
の
存
在
が
予
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
そ
の
客
観
的
価
値
が
上
限
を

画
す
る
基
準
が
前
面
に
現
れ
る
。

　

こ
れ
ら
の
制
度
で
扱
わ
れ
て
き
た
支
出
と
は
、
支
出
概
念
に
お
い
て
す
で
に
差
異
が
あ
る
た
め
、
そ
こ
で
の
議
論
を
そ
の
ま
ま
民

法
典
二
八
四
条
の
議
論
に
用
い
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
し
か
し
、
民
法
典
二
八
四
条
に
お
い
て
も
、
目
的
の
挫
折
要
件
に
お
け
る
因

果
関
係
と
衡
平
性
要
件
を
介
す
る
こ
と
で
、
賠
償
範
囲
の
限
定
を
受
容
し
う
る
解
釈
論
上
の
余
地
が
あ
る
。
民
法
典
二
八
四
条
の
解

釈
論
と
し
て
、
他
の
制
度
に
お
い
て
考
え
ら
れ
て
き
た
二
つ
の
基
準
、
す
な
わ
ち
、
目
的
の
実
現
に
対
し
て
必
要
か
、
相
当
で
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
支
出
と
い
う
賠
償
適
格
性
の
限
定
に
関
わ
る
部
分
と
、
支
出
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
利
益
の
客
観
的
価
値
と
い
う
賠
償

範
囲
を
定
め
る
指
標
を
取
り
込
む
こ
と
が
で
き
る
の
か
を
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
い
。　

（　

）　

民
法
典
三
〇
八
条
七
号　

、
お
よ
び
三
〇
九
条
八
号　
　

は
、
約
款
に
お
い
て
支
出
賠
償
請
求
権
を
排
除
す
る
条
項
を
制
限
す
る
。

１６８

ｂ）

ｂ）
ｃｃ）

（　

）　

民
法
典
四
三
七
条
（
瑕
疵
に
つ
い
て
の
買
主
の
権
利
）

１６９
　
　
　
　

物
に
瑕
疵
の
あ
る
場
合
、
以
下
の
規
定
の
要
件
が
存
し
、
か
つ
異
な
る
定
め
の
な
い
限
り
、

　
　
　
　

３　

四
四
〇
条
、
二
八
〇
条
、
二
八
一
条
、
二
八
三
条
お
よ
び
三
一
一
ａ
条
に
よ
り
損
害
賠
償
を
請
求
し
、
二
八
四
条
に
よ
り
無
駄
に
な
っ
た
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支
出
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　

民
法
典
六
三
四
条
（
瑕
疵
が
あ
る
場
合
の
注
文
者
の
権
利
）

　
　
　
　

仕
事
に
瑕
疵
の
あ
る
と
き
、
以
下
の
各
号
に
定
め
る
要
件
が
存
在
し
、
か
つ
異
な
る
定
め
の
な
い
限
り
、
注
文
者
は
、

　
　
　
　

４　

六
三
六
条
、
二
八
〇
条
、
二
八
一
条
、
二
八
三
条
お
よ
び
三
一
一
ａ
条
に
よ
り
損
害
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
、
ま
た
は
二
八
四
条
に
よ
り

無
駄
に
な
っ
た
支
出
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（　

）　

民
法
典
六
五
一
ⅰ
条
三
項
七
号
（
旅
行
の
瑕
疵
を
原
因
と
す
る
旅
行
者
の
権
利
）

１７０
　
　
　

⑶　

主
催
旅
行
に
瑕
疵
が
あ
る
場
合
、
以
下
の
各
規
定
の
要
件
を
充
足
し
、
特
段
の
定
め
の
な
い
限
り
、
旅
行
者
は
、

　
　
　
　

７　

六
五
一
ｎ
条
に
よ
る
損
害
賠
償
、
ま
た
は
、
二
八
四
条
に
よ
り
無
駄
に
な
っ
た
支
出
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（　

）　

た
だ
し
、
瑕
疵
担
保
に
か
か
る
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
二
八
四
条
を
準
用
す
る
支
出
賠
償
と
、
瑕
疵
の
自
己
修
補
に
よ
る
費
用
請
求
権
と

１７１

の
関
係
が
問
題
と
な
る
。

（　

）　

民
法
典
一
二
九
八
条
に
つ
い
て
の
参
考
文
献
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
R
o
th
,
7.A
u
fl.
2017,

§1298,
S

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
     
 
                  

tau
d
in
g
er/
L
ö
h
n
ig
(2018)

B
G
B
§1299,

   
 
  
 
   
 
 
 
 
  
         
 
 
        

１７２

P
alan
d
t/
B
ru
d
erm
ü
ller
79.A
u
fl.,
B
G
B
§

 
    
 
  
 
  
 
   
 
     
    
 
     
 
 
 
 
 1298,

ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
W
ah
len
§12

      
  
    
 
  
 
 
 
   
 
    
 
  
   
 
   98,

B
eck
O
K
B
G
B
/
H
ah
n
,
50.E
d
.,
2019,

B

    
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
    
 
   
      
 

G
B

 
 
 

§1298,
N
in
a
D
eth
lo
ff,
F
am
ilien
rech
t,

       
 
  
  
 
   
  
    
 
  
     
  
  
  

32.A
u
fl.,
2018,

§2,
M
arin
a
W
ellen

h
o

 
    
 
     
      
    
 
    
  
 
     
 
 

fer,
F
am
ilien
rech
t,
4.A
u
fl.,
2017,

§

     
 
  
     
  
  
   
   
 
     
      
 4,

D
ieter

   
 
      

S
ch
w
ab
,
F
am
ilien
rech
t,
26.A
u
fl.,
201

 
  
 
  
   
  
     
  
  
       
 
        8,

§11
      

。

　
　
　
　

ま
た
民
法
典
一
二
九
八
条
を
後
述
す
る
百
二
十
二
条
、
百
七
十
九
条
（
後
述
第
四
章
第
二
節
参
照
）
と
同
様
に
消
極
的
利
益
の
請
求
権
根
拠
規

定
と
し
て
位
置
付
け
る
見
解
も
あ
る
（C

h
risto
p
h
H
irsch

,
B
G
B
A
llg
em
ein
er
T
e

 
 
     
 
 
  
     
   
 
 
  
   
  
   
    
 il,

9.A
u
fl.,
2016,

R
n
.
569

       
 
            
 
     

）。

　
　
　

民
法
典
一
二
九
八
条
（
婚
約
解
消
に
お
け
る
賠
償
義
務
）

　
　
　

⑴　

婚
約
を
解
消
す
る
と
き
、
婚
約
者
は
、
相
手
方
婚
約
者
、
そ
の
両
親
、
お
よ
び
両
親
に
か
わ
り
行
為
し
た
第
三
者
に
、
婚
姻
を
期
待
し
て
支

出
を
行
い
、
債
務
を
負
担
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
害
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
相
手
方
婚
約
者
に
は
、
婚
姻
を
期
待
し
て
財

産
ま
た
は
就
業
上
の
地
位
に
つ
い
て
処
分
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
被
っ
た
損
害
も
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
　

⑵　

損
害
は
、
支
出
、
債
務
の
発
生
、
お
よ
び
そ
の
他
の
処
分
が
、
事
情
を
考
慮
し
て
相
当
な
限
り
に
お
い
て
の
み
賠
償
さ
れ
る
。

（　

）　

こ
の
請
求
権
は
、
重
大
な
理
由
の
な
い
婚
約
破
棄
、
ま
た
は
相
手
方
当
事
者
が
重
大
な
理
由
に
責
を
負
う
場
合
に
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
り
、
一

１７３

般
的
な
損
害
賠
償
請
求
権
に
優
先
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
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（　

）　

将
来
の
婚
姻
生
活
の
水
準
か
ら
み
て
、
過
剰
で
あ
っ
た
り
性
急
な
支
出
は
賠
償
の
範
囲
か
ら
排
除
さ
れ
る
が
、
不
相
当
と
さ
れ
る
支
出
で
あ
っ
て

１７４

も
、
な
お
行
為
基
礎
の
喪
失
（
民
法
典
三
一
三
条
）
と
し
て
考
量
す
る
余
地
が
残
さ
れ
る
（S

tau
d
in
g
er/
L
ö
h
n
ig
(2018)

B
G
B
§1299,

 
   
 
  
 
   
 
 
 
 
  
        
 
 
 
        R

n
.

 
 
  

60,
W
ellen

h
o
fer,
a.a.O

.(A
n
m
.172),

§4
     
     
 
 
          
   
 
 
         ,

R
n
.
17

   
 
    

）。

（　

）　

婚
姻
成
立
へ
の
期
待
と
適
切
性
と
い
う
二
段
階
の
限
定
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
（S

tau
d
in
g
er/
L
ö
h
n
ig
(2018)

B
G
B
§1299,

 
   
 
  
 
   
 
 
 
 
  
         
 
 
        R

n
.
45

 
 
    

）、
支
出

１７５

全
額
の
賠
償
で
は
な
く
、
損
害
賠
償
請
求
権
と
し
て
民
法
典
二
五
四
条
の
制
約
も
受
け
る
（S

tau
d
in
g
er/
L
ö
h
n
ig
(2018)

B
G
B
§1299,

 
   
 
  
 
   
 
 
 
 
  
        
 
 
 
        R

n
.

 
 
  

50   

）。
婚
約
を
し
た
本
人
以
外
に
両
親
等
の
行
っ
た
出
捐
も
把
握
す
る
点
で
一
般
的
な
支
出
賠
償
よ
り
も
範
囲
が
広
い
。
具
体
的
に
は
、
共
同
の
家

財
調
達
や
、
仲
介
、
新
居
の
敷
金
や
賃
料
、
婚
礼
衣
装
、
新
婚
旅
行
の
予
約
、
披
露
宴
の
ほ
か
、
婚
姻
の
解
消
に
よ
っ
て
生
じ
た
健
康
損
害
な
ど

も
含
ま
れ
る
。

　
　
　
　

相
手
方
婚
約
者
の
た
め
の
労
務
も
職
業
に
属
す
る
限
り
支
出
に
該
当
す
る
が
、
知
り
合
っ
た
ば
か
り
の
婚
約
者
に
税
理
士
と
し
て
財
産
管
理
を

委
託
す
る
こ
と
は
不
適
切
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

5.7.1961,
N
JW
1961,

1716

 
 
 
  
                 
  
           

）、
婚
約
期
間
中
の
扶
養
に
つ
い
て
賠
償
を
否
定

し
た
事
例
（O

L
G
F
ran
k
fu
rt
U
rt.v.

2.7.1970,
N
JW
1

 
 
 
  
   
 
  
    
                 
  
  971,

470

        

）、
婚
約
期
間
中
の
共
同
生
活
費
用
に
つ
い
て
賠
償
を
否
定
し
た
事
例
（O

L
G

 
 
 
 

D
ü
sserd

o
rf
U
rt.v.

23.6.1981,
F
am
R
Z
1

 
 
     
 
    
                  
  
 
 
  981,

770

        

）、
直
接
の
知
り
合
い
で
な
い
者
へ
の
婚
約
後
の
就
業
の
依
頼
は
相
当
性
が
な
い
と
し
た
事

例
（O

L
G
F
ran
k
fu
rt
B
esch
l.v.
28.9.2007,

F

 
 
 
  
   
 
  
    
    
                 

am
R
Z
2008,

1181

  
 
 
           

）
な
ど
を
参
照
。

（　

）　

民
法
典
一
二
二
条
に
つ
い
て
の
参
考
文
献
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
A
rm
b
rü
ster,

8.A
u
fl.
2019,

B
G

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
         
 
           
 

B
§122,

S
tau
d
in
g
er/
S
in
g
er
(2017)

 
        
   
 
  
 
   
 
  
 
          

１７６

B
G
B
§122,

P
alan
d
t/
E
llen
b
erg
er
79.A
u
f

 
 
 
 
      
 
    
 
  
 
    
 
   
   
    
 
 l.,

B
G
B
§122,

B
eck
O
K
B
G
B
/
W
en
d
tlan
d
,

    
 
 
 
 
      
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
    
 
  

50.E
d
.,
2019,

B
G
B
§122,

ju
risP
K
-B
G
B

    
 
   
      
 
 
 
 
      
  
    
 
  
 
 
 

8.A
u
fl./
G
erg
en
§122,

B
u
rk
h
ard

B
o
em
k
e

   
 
    
 
   
  
 
      
 
 
  
 
   
 
 
 
  
 
 

/
B
ern
h
ard

U
lrici,

B
G
B
A
llg
em
ein
er

 
 
 
 
   
 
   
 
 
       
 
 
 
 
 
   
  
   
   

T
eil,
2.A
u
fl,
2014,

§12
R
n
.
110ff.,

 
     
   
 
    
      
    
 
 
  
        

H
an
s

 
  
  

B
ro
x
/
W
o
lf-D
ietrich

W
alk
er,
A
llg
em
e

 
  
 
 
 
 
 
     
       
 
 
   
    
 
   
  
 in

er
T
eil
d
es
B
G
B
,
42.A
u
fl.,
2018,

§

  
   
 
    
 
   
 
 
 
  
    
 
     
      
 18,

R
n
.
47,
F
lo
rian

F
au
st,
B
ü
rg
erlic

    
 
 
  
    
 
  
    
 
 
  
    
 
 
  
     h

es
G
e

 
   
 
 -  

setzb
u
ch
A
llg
em
ein
er
T
eil,
3.A
u
fl.,

     
 
  
 
 
   
  
   
   
 
     
   
 
     

2013,
§23,

R
n
.
13f.,

H
irsch

,
B
G
B
-A
T
,

      
     
 
 
  
      
 
     
  
 
 
 
  
 
 

a.a.O
.(A
n
m
.172),

R
n
.
568ff.,

H
elm
u
t

 
     
   
 
 
       
 
 
  
        
 
   
 
 

K
ö
h
ler,

 
 
 
 
     

B
G
B
A
llg
em
ein
er
T
eil,
43.A
u
fl.,
2019

 
 
 
 
 
   
  
   
   
 
     
    
 
     
    ,

§7,
R
n
.
36,
D
etlef

L
een
en
,
B
G
B
A
ll

  
    
 
 
  
    
 
      
 
   
  
  
 
 
 
 
 
  g

em
ein
er
T
eil:
R
ech
tsg
esch
äftsleh

re,

 
  
   
   
 
     
 
   
   
    
       
  
 

2.A
u
fl.,

 
   
 
     

2015,
§15,

D
ieter

L
eip
o
ld
,
B
G
B
I
E
in

      
     
 
      
 
   
 
  
  
 
 
 
 
  
 
  

fü
h
ru
n
g
u
n
d
A
llg
em
ein
er
T
eil,
8.A
u
fl

  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
   
  
   
   
 
     
   
 
  .,2015,

§18,
R
n
.
61ff.,

D
ieter

M
ed
ic

        
     
 
 
  
       
 
      
 
  
  u

s,
A
llg
e

 
   
 
   
 -  

m
ein
er
T
eil
d
es
B
G
B
,
10.A
u
fl.,
2010,

 
   
   
 
    
 
   
 
 
 
  
    
 
     
     

R
n
.
783ff.,

B
ern
d
R
ü
th
ers
/
A
strid

 
 
 
  
        
 
   
 
 
 
 
  
    
 
 
 
     
 

S
tad
ler,
B
G
B
A
llg
em
ein
er
T
eil,
19.A
u

 
   
     
 
 
 
 
 
   
  
   
   
 
     
    
 

fl.,
2017,

     
      

§25,
R
n
.
66,
R
o
lf
S
ch
m
id
t,
B
ü
rg
erlic

     
 
 
  
    
 
 
   
 
  
 
  
   
 
 
  
     h

es
G
esetzb

u
ch
A
llg
em
ein
er
T
eil,
10.

 
   
 
      
 
  
 
 
   
  
   
   
 
     
   A

u
fl.,
2014,

R
n
.
1467ff.,

M
an
fred

W
o

 
 
     
      
 
 
  
         
 
  
   
 
 
 
 lf

/
Jö
rg

   
 
 
  
  
 

N
eu
n
er,
A
llg
em
ein
er
T
eil
d
er
B
ü
rg
erl

 
  
 
     
   
  
   
    
     
    
 
  
   ich

en
R
ech
ts,
11.A
u
fl.,
2016,

§41,
R

   
  
  
   
        
 
                 

n
.
151ff.

 
        
。
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民
法
典
一
二
二
条
（
取
消
権
者
の
損
害
賠
償
義
務
）

　
　
　

⑴　

一
一
八
条
に
よ
り
意
思
表
示
が
無
効
、
あ
る
い
は
一
一
九
条
、
一
二
〇
条
に
よ
り
取
り
消
さ
れ
る
と
き
、
表
意
者
は
、
意
思
表
示
が
相
手
方

に
受
領
さ
れ
た
場
合
、
意
思
表
示
の
有
効
性
を
信
頼
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
相
手
方
ま
た
は
第
三
者
が
被
っ
た
損
害
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
相
手
方
ま
た
は
第
三
者
が
意
思
表
示
の
有
効
性
に
つ
い
て
有
し
て
い
る
利
益
の
額
を
越
え
な
い
。

（　

）　

無
権
代
理
に
つ
い
て
の
議
論
は
、
錯
誤
取
消
と
同
様
に
論
じ
ら
れ
て
い
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
S
ch
u
b
ert,

B
G
B
§179,

R
n
.
53,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
      
 
 
        
 
  
    B

eck
O
K

 
   
 
 
 

１７７

B
G
B
/
S
ch
äfer,

B
G
B
§179,

R
n
.
25,
ju
ris

 
 
 
 
 
  
      
 
 
 
 
      
 
 
  
    
  
   P

K
-B
G
B
8.A
u
fl./
W
ein
lan
d
§179,

R
n
.
19

 
 
  
 
 
 
   
 
    
 
   
   
 
 
      
 
 
  
  ,

S
tau
d
in
g
er/
E
b
erh
ard

S
ch
ilk
en
(2014

  
 
   
 
  
 
   
 
 
   
   
 
 
  
   
  
 
     )   

B
G
B
§179,

R
n
.
17,
P
alan
d
t/
E
llen
b
erg
e

 
 
 
 
      
 
 
  
    
 
    
 
  
 
    
 
   
 r

79.A
u
fl.,
B
G
B
§179,

R
n
.
7,
B
ro
x
/
W
a

  
    
 
     
 
 
 
 
      
 
 
  
   
 
  
 
 
 
 lk

er,
B
G
B
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§27,

  
    
 
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
     

R
n
.
12,

 
 
  
    

F
au
st,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§27,
R
n
.
13,

 
  
    
     
   
 
 
       
     
 
 
  
   

H
irsch

,
B
G
B
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.172),

R
n

 
 
     
  
 
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
 
 

.
1073f.,

K
ö
h
ler,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§

  
        
 
 
 
     
     
   
 
 
       
 11,

R
n
.
70,

    
 
 
  
    

L
een
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§16,
R
n
.
25

 
   
  
  
     
   
 
 
       
     
 
 
  
  ,
M
ed
icu
s,
B
G
B
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

  
 
  
   
   
 
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       

R
n
.
989,

R
ü
th
ers/
S
tad
ler,
a.a.O

.(A
n
m

 
 
  
     
 
 
  
    
 
   
     
     
   
 
 

.176),

       

§32,
R
n
.
8,
S
ch
m
id
t,
a.a.O

.(A
n
m
.51),

      
 
      
  
 
  
        
   
 
 
     

R
n
.
909f.,

W
o
lf/
N
eu
n
er,
a.a.O

.(A
n
m
.

  
 
          
    
 
  
 
         
   
 
 
 176),

§51,
R
n
.
29

            
 
    

）。
た
だ
し
契
約
締
結
上
の
過
失
と
の

競
合
に
つ
い
て
は
民
法
典
一
七
九
条
が
特
則
と
理
解
さ
れ
る
（L

eip
o
ld
,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§26,
R
n
.
8

 
   
 
  
       
   
 
 
             
 
   

）。

　
　
　

民
法
典
一
七
九
条
（
代
理
権
の
な
い
代
理
人
の
責
任
）

　
　
　

⑵　

代
理
人
が
代
理
権
の
瑕
疵
を
知
ら
な
か
っ
た
と
き
は
、
代
理
権
を
信
頼
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
相
手
方
が
被
っ
た
損
害
の
み
を
賠
償
す
る
義
務

を
負
う
。
た
だ
し
、
契
約
の
有
効
性
に
つ
い
て
相
手
方
が
有
す
る
利
益
の
額
を
越
え
な
い
。

（　

）　

そ
の
他
に
同
趣
旨
を
定
め
る
も
の
と
し
て
、
民
法
典
三
五
七
ａ
条
三
項
五
文
（
金
融
支
払
契
約
解
除
の
法
律
効
果
）、
民
法
典
五
〇
八
条
三
文
（
分

１７８

割
払
取
引
の
解
除
）
の
規
定
が
あ
る
。

（　

）　

R
G
U
rt.v.15.1.1943,

R
G
Z
170,

281,
28

 
 
  
                 
 
 
             4  .  

１７９
（　

）　

こ
の
点
、
民
法
典
三
一
一
条
二
項
に
よ
り
、
帰
責
事
由
を
要
す
る
損
害
賠
償
請
求
権
が
同
一
の
事
実
に
基
づ
い
て
認
め
ら
れ
る
場
合
、
特
則
に
よ

１８０

る
信
頼
損
害
の
賠
償
請
求
権
と
単
純
競
合
の
関
係
と
な
り
、
帰
責
事
由
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
は
履
行
利
益
に
よ
る
限
定
は
付
さ

れ
な
い
と
解
釈
さ
れ
て
い
た
た
め
、
民
法
典
二
五
四
条
の
適
用
に
よ
り
賠
償
額
の
一
般
的
な
制
限
は
あ
る
も
の
の
、
根
拠
条
文
の
選
択
に
よ
り
賠

償
範
囲
に
齟
齬
が
生
じ
て
い
た
。
履
行
利
益
が
賠
償
額
の
上
限
を
画
す
る
と
い
う
規
律
が
一
般
化
さ
れ
る
の
か
に
つ
い
て
は
争
い
が
あ
る
が
、
通

説
的
な
理
解
に
よ
れ
ば
、
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
賠
償
請
求
権
を
定
め
る
規
定
で
あ
る
た
め
、
相
互
に
影
響
し
な
い
と
い
う
立
場
が
と
ら
れ
て
い
る

（B
o
em
k
e
/
U
lrici,

a.a.O
.(A
n
m
.176),

§1

 
 
  
 
  
 
 
 
       
     
   
 
 
       
  2,

R
n
.
117,

L
een
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

   
 
 
  
     
 
   
  
  
     
   
 
 
      

§14,
R
n
.
4,
S
ch
m
id
t,
a.a.O

.(A
n
m
.51)

 
     
 
 
  
   
 
  
 
  
   
     
   
 
 
    ,

R
n
.
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1473,
W
o
lf/
N
eu
n
er,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

       
    
  
  
 
         
   
 
 
      

§41
R
n
.
158

      
 
     

）。

　
　
　
　

ま
た
、
履
行
利
益
に
よ
る
制
限
、
お
よ
び
民
法
典
二
五
四
条
に
よ
る
一
般
的
規
律
以
外
に
、
民
法
典
一
二
九
八
条
の
適
切
性
に
よ
り
賠
償
範
囲

が
限
定
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
は
否
定
的
に
理
解
さ
れ
て
い
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
A
rm
b
rü
ster,

B
G
B
§122,

R
n
.
19

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
       
 
 
        
 
    

）。

（　

）　

た
だ
し
、
信
頼
損
害
に
は
、
他
の
申
し
出
を
断
っ
た
こ
と
に
よ
る
逸
失
利
益
も
含
ま
れ
る
場
合
が
あ
り
、
必
ず
し
も
契
約
実
現
の
た
め
の
出
捐
に

１８１

限
ら
れ
る
も
の
で
は
な
い
（L

een
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§15,
R
n
.
20

 
   
  
       
   
 
 
             
 
    ,

L
eip
o
ld
,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§18,
R
n
.

   
   
 
  
       
   
 
 
             
 
 

64,
M
ed
icu
s,
B
G
B
-A
T
,

      
  
   
    
 
 
  
 
  

a.a.O
.(A
n
m
.176),

R
n
.
783f.,

W
o
lf/
N
eu

     
   
 
 
        
 
          
    
 
  

n
er,
a.a.O

.(A
n
m
.176),

§41
R
n
.
154

 
         
   
 
 
            
 
     

）。

　
　
　
　

判
例
は
、
民
法
典
一
二
二
条
一
項
の
文
言
と
目
的
に
よ
れ
ば
、
賠
償
す
べ
き
損
害
は
、
意
思
表
示
の
有
効
性
を
信
頼
し
、
か
つ
、
そ
れ
を
指
向

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
被
害
者
に
生
じ
た
全
て
の
財
産
的
不
利
益
を
包
摂
し
、
信
頼
損
害
は
、
無
駄
に
な
っ
た
支
出
以
外
に
、
別
の
取
引
を
締
結
し

た
こ
と
に
よ
り
生
じ
る
利
益
に
及
ぶ
と
し
て
い
る
（B

G
H
U
rt.v.

17.4.1984,
N
JW
1984,

1950

 
 
 
  
                  
  
           ,

R
n
.
8

   
 
   

）。

（　

）　

利
益
を
目
的
と
す
る
取
引
で
は
履
行
利
益
の
額
が
上
限
を
、
損
失
を
念
頭
に
置
い
た
取
引
で
は
、
後
続
取
引
で
損
失
を
生
じ
た
で
あ
ろ
う
額
を
控

１８２

除
す
る
と
い
う
枠
組
み
を
提
案
す
る
（C
lem
en
s
H
ö
p
fn
er,
V
ertrau

en
ssch
ad
en
u

 
   
  
   
 
 
  
     
      
  
    
  
  
  

n
d
E
rfü
llu
n
g
sin
teresse,

A
cP
212,

853

 
 
  
   
   
 
 
   
    
      
  
         

）。

　
　
　
　

反
対
に
、
民
法
典
二
八
四
条
の
側
か
ら
の
議
論
と
し
て
、
ア
ー
ノ
ル
ト
は
、
商
業
的
目
的
追
求
の
場
合
に
は
、
民
法
典
一
二
二
条
一
項
に
準
じ

て
積
極
的
利
益
の
額
を
上
限
と
す
べ
き
こ
と
を
述
べ
る
（N

K
-B
G
B
/
A
rn
o
ld
,
§284,

R
n
.
24

 
 
  
 
 
 
 
  
 
  
         
 
    

）。

（　

）　

H
ö
p
fn
er,
a.a.O

.(A
n
m
.182),

853

 
 
 
  
         
   
 
 
          .  

１８３
（　

）　

本
項
に
お
い
て
検
討
す
る
条
文
以
外
に
ド
イ
ツ
民
法
典
に
存
在
す
る
同
趣
旨
の
請
求
権
根
拠
規
定
ま
た
は
準
用
、
援
用
条
文
と
し
て
、
民
法
典
四

１８４

五
九
条
（
再
売
買
に
お
け
る
価
値
増
加
分
の
費
用
賠
償
）、
民
法
典
五
九
一
条
（
用
役
賃
貸
借
借
主
の
費
用
賠
償
）、
民
法
典
八
五
〇
条
（
不
法
行

為
に
お
け
る
目
的
物
返
還
義
務
者
の
費
用
賠
償
）、
民
法
典
一
〇
四
九
条
（
用
益
権
者
の
費
用
賠
償
）、
民
法
典
一
二
一
六
条
（
動
産
質
権
者
の
費

用
賠
償
）、
民
法
典
二
〇
二
二
条
、
民
法
典
二
〇
二
三
条
（
相
続
財
産
占
有
者
の
費
用
、
支
出
賠
償
）、
民
法
典
二
一
八
五
条
（
遺
贈
に
お
け
る
異

議
申
立
人
の
費
用
、
支
出
賠
償
）、
民
法
典
二
三
八
一
条
（
相
続
財
産
買
受
に
お
け
る
売
主
の
費
用
、
支
出
賠
償
）
が
あ
る
。

（　

）　

不
動
産
賃
貸
借
契
約
の
終
了
後
に
更
地
に
し
な
い
場
合
に
賃
借
人
の
賠
償
請
求
権
を
排
除
す
る
合
意
が
な
さ
れ
た
と
き
に
は
、
九
五
一
条
に
よ
る

１８５

請
求
も
排
除
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

19.9.2014,
N
JW
2015,

229,

 
 
 
  
                  
  
           

R
n
.
20

  
 
    

）。

　
　
　
　

た
だ
し
、
九
五
一
条
と
所
有
占
有
関
係
の
規
律
の
ど
ち
ら
が
優
先
す
る
か
に
つ
い
て
は
争
い
が
あ
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
F
ü
ller,

7.A
u
fl.
2017,

§951,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
   
 
          
      

R
n
.
38,
S
tau
d
in
g
er/
G
u
rsk
y/
W
ieg
an
d
(2

 
 
  
    
 
   
 
  
 
   
 
 
   
  
 
   
  
 
 
  017)

B
G
B
§951,

R
n
.
65,
P
alan
d
t/
H
errl

     
 
 
 
 
      
 
 
  
    
 
    
 
  
 
    er

79.A
u
fl.,
B
G
B
§951,

R
n
.
23,
B
eck
O

   
    
 
     
 
 
 
 
      
 
 
  
    
 
   
 

K  
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B
G
B
/
K
in
d
l,
B
G
B
§951,

R
n
.
3,
ju
risP
K
-

 
 
 
 
 
  
 
   
 
 
 
 
      
 
 
  
   
  
    
 
 B

G
B
8.A
u
fl./
V
iew
eg
§951,

R
n
.
79,
W
o
l

 
 
 
 
   
 
    
 
   
  
 
      
 
 
  
    
 
  fg

an
g
L
ü
k
e,
S
ach
en
rech
t,
4.A
u
fl.,
20

  
  
 
 
 
 
 
   
 
   
  
  
  
   
   
 
     
  18,

§8,

    
    

R
n
.
323,

M
an
fred

W
o
lf
/
M
arin
a
W
elle

 
 
        
  
   
 
  
     
  
    
   
    n

h
o
fer,
S
ach
en
rech
t,
33.A
u
fl.,
2018,

 
 
 
      
   
  
  
  
       
 
          

§10,
R
n
.
26

       
 
    

）。

　
　
　

民
法
典
九
五
一
条
（
権
利
喪
失
に
対
す
る
補
償
）

　
　
　

⑴　

九
四
六
条
な
い
し
九
五
〇
条
の
規
定
に
よ
り
権
利
を
喪
失
し
た
者
は
、
有
利
な
権
利
変
更
が
生
じ
た
者
に
対
し
て
、
不
当
利
得
の
引
き
渡
し

に
関
す
る
規
定
に
基
づ
き
、
償
金
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
従
前
の
状
態
の
回
復
を
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

　
　
　

⑵　

不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
義
務
の
規
定
、
費
用
の
賠
償
お
よ
び
設
備
の
収
去
権
に
つ
い
て
の
規
定
は
妨
げ
ら
れ
な
い
。
九
四
六
条
、
九

四
七
条
の
場
合
に
お
い
て
、
所
有
者
に
対
し
て
占
有
者
の
収
去
権
に
妥
当
す
る
規
定
に
よ
る
収
去
は
、
主
物
の
占
有
者
に
よ
ら
な
い
附
合
が

行
わ
れ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
認
め
ら
れ
る
。

（　

）　

所
有
占
有
関
係
に
お
い
て
は
、
費
用
に
よ
っ
て
取
得
さ
れ
た
物
を
目
的
物
か
ら
分
離
し
て
回
収
す
る
と
い
う
占
有
者
の
収
去
権
（
民
法
典
二
五
八

１８６

条
、
九
九
七
条
）
が
あ
る
。
た
だ
し
、
支
出
賠
償
の
問
題
を
中
心
と
す
る
た
め
、
本
稿
で
は
扱
わ
な
い
。

（　

）　

所
有
占
有
関
係
に
つ
い
て
の
参
考
文
献
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
F
ü
ller,

7.A
u
fl.
2017,

§994,

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
         
 
                M

ü
K
o
B
G
B
/
R
aff,
§§995,

996,
S
tau
d
in
g
er

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  
   
 
  
 
  /  
 

１８７

K
arl-H

ein
z
G
u
rsk
y
(2012)

B
G
B
§§99

 
     
   
  
 
 
   
  
       
 
 
 
 
    4  
─996,

P
alan
d
t/
H
errler

79.A
u
fl.,
B
G
B
§

 
    
 
    
 
  
 
       
    
 
     
 
 
 
 
 §99

   4  
─996,

B
eck
O
K
B
G
B
/
F
ritzsch

e,
50.E
d
.,

 
    
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
       
   
    
 
   

2019,
B
G
B
§§99

      
 
 
 
 
    4  
─996,
ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
H
an
s
§§99

 
    
  
    
 
  
 
 
 
   
 
    
 
  
  
    4  
─996,

W
o
lfg
an
g
L
ü
k
e,
S
ach
en
rech
t,
4.A

 
    
 
    
  
 
 
 
 
 
   
 
   
  
  
  
   
   

u
fl.,
2018,

§8,
M
arco

 
     
      
    
 
    
 

S
taak
e,
G
esetzlich

e
S
ch
u
ld
verh
ältn
is

 
    
    
         
   
  
 
  
    
    
  se,

1.A
u
fl.,
2014,

§21,
W
o
lf/
W
ellen

h
       
 
                 
    
 
     
 

o
fer,
a.a.O

.(A
n
m
.185),

§§2

 
          
   
 
 
          1  
─23

 
 

。

　
　
　
　

裁
判
例
と
し
て
は
、
民
法
典
九
九
六
条
は
不
当
利
得
の
規
律
を
排
除
す
る
特
則
で
あ
り
、
不
動
産
の
悪
意
占
有
者
が
土
地
上
の
瓦
礫
を
除
去
し

た
費
用
は
同
条
の
必
要
な
費
用
に
当
た
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H
Z
U
rt.v.

25.3.1963,
39,
186,

R
n
.

 
 
 
 
  
                           
 
  13,

19

      

）、
民
法
典
九
九
四
条
な
い
し

一
〇
〇
三
条
の
規
律
は
無
権
限
占
有
者
に
つ
い
て
の
完
結
し
た
規
律
で
あ
り
不
当
利
得
法
を
排
除
す
る
が
常
に
九
五
一
条
を
排
除
す
る
も
の
で
は

な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

26.2.1964,
B
G
H
Z
41,
157,

 
 
 
  
                  
 
 
 
          

R
n
.
9,
15

 
 
       

）、
契
約
上
の
解
除
権
の
場
合
に
も
民
法
典
九
九
四
条
以
下
の
規
律

は
完
結
し
た
も
の
と
し
て
不
当
利
得
法
を
排
除
し
、
不
動
産
の
仲
介
費
用
は
必
要
な
費
用
に
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

20.5.1983,

 
 
 
  
                 

B
G
H
Z
87,
296,

R
n
.
16,
21

 
 
 
 
           
 
        

）
を
参
照
。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

24.11.1995,
B
G
H
Z
131,

220

 
 
 
  
                   
 
 
 
         ,

R
n
.
7

   
 
   .  

１８８
　
　
　
　

こ
こ
に
は
、
物
の
修
理
費
用
や
改
良
費
用
、
動
物
の
餌
代
や
世
話
の
費
用
、
建
物
の
増
改
築
費
用
な
ど
が
含
ま
れ
る
が
、
売
買
代
金
や
賃
料
、

自
動
車
の
ガ
ソ
リ
ン
や
税
、
保
険
と
い
っ
た
経
常
費
用
は
含
ま
れ
な
い
。
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他
に
裁
判
例
と
し
て
は
、
ブ
ラ
ウ
ス
の
生
地
の
売
買
契
約
に
お
い
て
、
売
買
代
金
そ
の
も
の
は
費
用
に
含
ま
れ
な
い
と
し
て
賠
償
を
否
定
し
、

所
有
権
留
保
売
買
の
残
額
の
み
の
請
求
を
認
め
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

18.6.1980,
B
G
H
Z
77,
249,

 
 
 
  
                  
 
 
 
          R

n
.
31

 
 
    

）、
屋
根
瓦
を
移
動
す
る
費
用
は

屋
根
瓦
そ
の
も
の
に
と
っ
て
利
益
と
な
る
も
の
で
は
な
い
か
ら
、
費
用
に
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

9.3.1983,
B
G
H
Z
87,

 
 
 
  
                 
 
 
 
     

104,
R
n
.
7

      
 
   

）
を
参
照
。

　
　
　
　

な
お
、
ど
こ
ま
で
を
費
用
に
含
め
る
の
か
に
つ
い
て
は
、
本
質
的
な
変
更
を
伴
う
土
地
上
の
建
築
が
、
強
制
さ
れ
た
利
得
と
の
関
係
で
問
題
と

な
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
F
ü
ller,

7.A
u
fl.
2017,

§951,
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
   
 
    
      
      

R
n
.

 
 
  

2  9  
─3  5,

S
tau
d
in
g
er/
G
u
rsk
y/
W
ieg
an
d
(2017)

   
 
   
 
  
 
   
 
 
   
  
 
   
  
 
 
       

B
G
B
§951,

R
n
.

 
 
 
 
      
 
 
  

4  6  
─6  1,    

S
tau
d
-in
g
er/

K
arl-H

ein
z
G
u
rsk
y
(2012

 
   
 
   
 
   
 
 
     
   
  
 
 
   
  
     )

B
G
B
§996,

R
n
.

  
 
 
 
 
      
 
 
  

5  
─1  1,

P
alan
d
t/
H
errler

79.A
u
fl.,
B
G
B
§95

   
 
    
 
  
 
       
    
 
     
 
 
 
 
   1,

R
n
.
18,
B
eck
O
K

   
 
 
  
    
 
   
 
 
 

B
G
B
/
K
in
d
l,
B
G
B
§951,

R
n
.
1

 
 
 
 
 
 
  
 
   
 
 
 
 
      
 
 
  
 7  
─21,

ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
V
iew
eg
§951,

 
   
  
    
 
  
 
 
 
   
 
    
 
   
  
 
     

R
n
.
6

 
 
 
  
 1  
─67,

L
ü
k
e,
a.a.O

.(A
n
m
.185),

§8,
R
n
.
3

 
   
 
 
 
   
     
   
 
 
       
    
 
 
  
 25,

    

326,
W
o
lf/
W
ellen

h
o
fer,
a.a.O

.(A
n
m
.1

      
    
  
     
 
 
          
   
 
 
  85),
§23,

R
n
.
12

           
 
    

）。

　
　
　
　

裁
判
例
と
し
て
は
、
越
境
建
築
に
つ
い
て
必
要
な
費
用
と
し
て
は
請
求
で
き
な
い
が
、
明
渡
し
と
引
き
換
え
に
民
法
典
九
五
一
条
に
よ
り
補
償

を
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

26.2.1964,
B
G
H
Z
41,
157,

 
 
 
  
                  
 
 
 
          

R
n
.
21,
23

 
 
        

）、
当
事
者
間
の
合
意
に
よ
り
費
用
賠
償
請
求
権
が
排

除
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
民
法
典
九
五
一
条
に
よ
る
請
求
権
も
排
除
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

19.9.2014,
N
JW
2015,

229,

 
 
 
  
                  
  
       
    

R
n
.

  
 
  

18,
20

      

）、
契
約
終
了
後
に
生
じ
た
費
用
請
求
権
に
つ
い
て
も
契
約
の
拘
束
力
が
及
ぶ
と
し
た
事
例
（R

G
U
rt.v.17.8.1936,

R
G
Z
152,

100,

 
 
  
                
 
 
 
      
     

102

   

）
を
参
照
。

（　

）　

B
G
H
U
rt.v.

20.6.1975,
B
G
H
Z
64,
333,

 
 
 
  
                  
 
 
 
          

R
n
.
36

 
 
    .  

１８９
（　

）　

S
tau
d
in
g
er/
K
arl-H

ein
z
G
u
rsk
y
(2012)

 
   
 
  
 
   
 
     
   
  
 
 
   
  
       

B
G
B
§996,

R
n
.
1,
P
alan
d
t/
H
errler

78.

 
 
 
 
      
 
 
  
   
 
    
 
  
 
       
   A

u
fl.,
B
G
B
§996,

R
n
.
2,
S
taak
e,
a.a.

 
 
     
 
 
 
 
      
 
 
  
   
 
    
   
    O

.(A
n
m
.

 
   
 
 
  

１９０

187),
§21
R
n
.
89

           
 
    .  

（　

）　

S
taak
e,
a.a.O

.(A
n
m
.187),

§21
R
n
.
91

 
    
        
   
 
 
            
 
    .  

１９１
　
　
　
　

必
要
な
費
用
に
も
、
有
益
な
費
用
に
も
該
当
し
な
い
贅
沢
な
費
用
は
、
出
捐
の
時
期
に
関
係
な
く
賠
償
の
対
象
外
と
さ
れ
る
が
、
そ
れ
に
よ
っ

て
付
加
さ
れ
た
も
の
は
収
去
権
の
対
象
に
は
入
る
（L

ü
k
e,
a.a.O

.(A
n
m
.185),

§8,
R
n
.
334

 
 
 
        
   
 
 
            
 
     

）。

（　

）　

な
お
、
必
要
な
費
用
に
つ
い
て
は
、
訴
訟
係
属
ま
た
は
悪
意
と
な
る
前
の
支
出
で
あ
る
か
否
か
で
区
別
し
、
後
の
支
出
に
つ
い
て
は
事
務
管
理
の

１９２

規
定
に
よ
る
こ
と
を
定
め
る
。

（　

）　

民
法
典
三
四
七
条
に
つ
い
て
の
参
考
文
献
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
G
aier,

8.A
u
fl.
2019,

§347,
S

 

 
 
 
 
 
 
 
 
         
 
                 

tau
d
in
g
er/
K
aisar

(2012)
B
G
B
§347,

   
 
  
 
   
 
      
        
 
 
       

１９３
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P
alan
d
t/
G
rü
n
eb
erg

79.A
u
fl.,
B
G
B
§347

 
    
 
  
 
  
 
  
   
 
    
 
     
 
 
 
 
    ,

B
eck
O
K
B
G
B
/
H
.S
ch
m
id
t,
50.E
d
.,
2019

  
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
  
   
    
 
   
    ,

B
G
B
§347,

ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
F
au
s

  
 
 
 
 
      
  
    
 
  
 
 
 
   
 
    
 
  
 t   

§347,
A
lth
am
m
er,
a.a.O

.(A
n
m
.110),

§1

      
 
   
  
 
    
     
   
 
 
       
  1

R
n
.
96,

B
ro
x
/
W
alk
er,
S
R
-A
T
,
a.a.O

.

  
 
 
  
    
 
  
 
 
 
   
    
 
 
  
 
  
     
 (A

n
m
.105),

§18
R
n
.
32,

F
ik
en
tsch
er/

  
 
 
       
    
 
 
  
    
 
  
  
    
   
 

H
ein
em
an
n
,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

R
n
.
543,

 
   
  
  
 
  
     
   
 
 
       
 
 
  
    

H
ü
tte/
H
elb
ro
n
,
a.a.O

.(A
n
m
.23),

R
n
.

 
 
 
    
 
   
  
 
  
     
   
 
 
      
 
 
  

527ff.,
Jaco
b
Jo
u
ssen
,
S
ch
u
ld
rech
t
-

        
    
 
 
  
 
    
  
 
  
 
  
  
  
  
 

A
llg
e-

 
 
   
   

m
ein
er
T
eil,
5.A
u
fl.,
2018,

R
n
.
943f

 
   
   
 
     
   
 
     
      
 
 
  
    f.,

L
o
o
sch
eld
ers,

S
R
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.

    
 
 
 
   
   
     
 
 
  
 
  
     
   
 
 
 27),

§40,
R
n
.
3

     
     
 
 
  
 0  

─32,
M
ed
icu
s/
L
o
ren
z,
A
T
,

 
   
 
  
   
  
 
 
  
 
   
 
 
  

a.a.O
.(A
n
m
.
103),

R
n
.
612,

S
ch
lech
tr

     
   
 
 
  
      
 
 
  
     
 
  
    
  iem

/
S
ch
m
id
t-K
essel,

a.a.O
.(A
n
m
.104),

   
 
 
  
 
  
   
       
     
   
 
 
      

R
n
.
433,

W
eiler,

a.a.O
.(A
n
m
.39),

§1

 
 
 
  
     
 
       
     
   
 
 
      
  7

R
n
.
23,

  
 
 
  
    

S
ch
m
id
t,
S
R
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.150),

529

 
  
 
  
   
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
   f

ff.,
H
arm

P
eter

W
esterm

an
n
/
P
eter

  
     
 
   
 
 
     
 
      
  
 
 
 
 
 
    

B
yd
lin
sk
i
/
R
alp
h
W
eb
er,
B
G
B
-
S
ch
u

 
 
  
   
  
  
 
 
 
   
 
 
 
  
    
 
 
 
 
   
  
 

ld   

-  

rech
t
A
llg
em
ein
er
T
eil,
6.A
u
fl.,
200

  
  
   
   
  
   
    
        
 
        7,

R
n
.
10/
54ff.

    
 
     
     
。

　
　
　
　

本
条
は
、
債
務
法
改
正
の
対
象
で
あ
り
、
基
本
的
な
考
え
方
に
変
更
は
な
い
も
の
の
、
所
有
占
有
関
係
の
規
律
を
指
示
し
て
い
た
旧
規
定
の
規

律
を
変
更
し
、
そ
こ
で
の
支
出
概
念
と
は
異
な
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　

民
法
典
三
二
五
条
（
損
害
賠
償
と
解
除
）

　
　
　
　

双
務
契
約
に
お
い
て
損
害
賠
償
を
請
求
す
る
権
利
は
、
解
除
に
よ
っ
て
妨
げ
ら
れ
な
い
。

　
　
　

民
法
典
三
四
七
条
（
解
除
後
の
利
用
と
費
用
）

　
　
　

⑵　

債
務
者
が
目
的
物
を
返
還
す
る
と
き
、
価
値
賠
償
を
支
払
う
と
き
、
ま
た
は
、
三
四
六
条
三
項
一
号
ま
た
は
二
号
に
よ
り
価
値
賠
償
義
務
が

排
除
さ
れ
る
と
き
、
必
要
な
費
用
が
賠
償
さ
れ
る
。
そ
の
他
の
支
出
は
、
債
権
者
が
こ
れ
に
よ
っ
て
利
得
し
て
い
る
限
り
に
お
い
て
賠
償
さ

れ
る
。

（　

）　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
、
三
項
に
よ
り
必
要
な
費
用
の
賠
償
が
排
除
さ
れ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
価
値
を
増
加
さ
せ
た
場
合
に
は
価
値
増

１９４

加
を
限
度
に
そ
の
他
の
支
出
と
し
て
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
（S

tau
d
in
g
er/
K
aisar

(2012)
B
G
B
§347,

R
 
   
 
  
 
   
 
              
 
 
        

n
.
51,
ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
F
au
st

 
        
    
 
  
 
 
    
 
    
 
  
   

§347,
R
n
.
55,
F
ik
en
tsch
er/
H
ein
em
an
n
,

      
 
 
  
    
 
  
  
    
   
 
   
  
  
 
 

a.a.O
.(A
n
m
.105),

R
n
.
543,

Jo
u
ssen
,

 
     
   
 
 
       
 
 
  
     
  
 
    
  

a.a.O
.(A
n
m
.193),

R
n
.
947,

L
o
o
sch
eld
e

     
   
 
 
       
 
 
  
     
 
 
 
   
   
 rs,

S
R

    
 
 

-  

A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.27),

§40,
R
n
.
33,
W
es

 
 
       
   
 
 
            
 
       
  term

an
n
/
B
yd
lin
sk
i/
W
eb
er,
a.a.O

.(A
n
m
.

    
  
 
 
 
  
   
  
  
 
  
         
   
 
 
 193),

R
n
.
10/
57

       
 
     
  

）。

（　

）　

民
法
典
五
三
九
条
の
参
考
文
献
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
B
ieb
er,
7.A
u
fl.
2016

§539,
S

 

 
 
 
 
 
 
 
 
   
       
 
                

tau
d
in
g
er/
V
o
lk
er
E
m
m
erich

(2018)
B
G
B

   
 
  
 
   
 
   
    
 
 
     
 
        
 
 

§539,

       

１９５

P
alan
d
t/
W
eid
en
k
aff
79.A
u
fl.,
B
G
B
§53

 
    
 
  
 
   
  
 
    
    
 
     
 
 
 
 
   9,

B
eck
O
K
B
G
B
/
Z
eh
elein

,
50.E
d
.,
2019

   
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
  
     
  
    
 
   
    ,

B
G
B
§539,

ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
M
ü
n
c

  
 
 
 
 
      
  
    
 
  
 
 
 
   
 
    
 
 
 
 h  
 

§539,
H
an
s
B
ro
x
/
W
o
lf-D
ietrich

W
alk

      
 
  
  
 
  
 
 
 
 
 
     
       
 
 
   

er,
B
eso
n
d
eres

S
ch
u
ld
rech
t,
43.A
u
fl.

    
 
   
 
 
   
  
 
  
 
  
  
  
   
    
 
   ,

2019,
R
n
.
§11

R
n
.
5,
F
ik
en
tsch
er/

  
      
 
 
  
     
 
 
  
   
 
  
  
    
   
 

H
ein
em
an
n
,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

R
n
.
1058

 
   
  
  
 
  
     
   
 
 
       
 
 
  
    ,

M
artin

L
ö
h
n
ig
/
A
n
d
reas

G
ietel,

S
c

  
 
     
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  
   
 
       
 
 h

u
ld
rech
t
II
-
B
eso
n
d
erer

T
eil1:

V
er

 
 
  
  
  
  
   
   
   
 
 
   
  
 
      
 
  trtag

-

     
  



論　　　説

（ ）１９６（甲南法学’ ２０）６０─１・２・３・４─１９６

lich
e
S
ch
u
ld
verh
ältn
isse,

2.A
u
fl.,
2

    
  
 
  
 
  
    
    
      
   
 
     
 018,

R
n
.
305,

D
irk
L
o
o
sch
eld
ers,

S
ch

     
 
 
  
     
 
   
 
 
 
 
   
   
     
 
  

u
ld
rech
t
B
eso
n
d
erer

T
eil,
14.A
u
fl.,

 
  
  
  
  
 
   
 
 
   
  
 
     
    
 
     

2019,
§22

R
n
.

      
    
 
 
  

39,
D
ieter

M
ed
icu
s
/
S
tep
h
an
L
o
ren
z,

     
       
  
   
   
  
   
 
  
  
 
  
 
  

S
ch
u
ld
rech
t
II
B
eso
n
d
erer

T
eil,
18.

  
  
 
  
  
  
      
   
 
 
   
   
        A

u
fl.,
2018,

§23,
R
n
.
22,
Jü
rg
en
O
ec

 
 
                 
 
        
  
  
  
  h

sler,
V
er

 
       
  -  

trag
lich
e
S
ch
u
ld
verh
ältn
isse,

2.A
u
fl

    
    
   
  
 
  
    
    
         
 
  .,

2007,
R
n
.
534ff.

          
 
        
。

　
　
　
　

ま
た
、
請
負
法
に
お
い
て
も
、
瑕
疵
の
除
去
に
関
す
る
自
己
執
行
と
そ
の
支
出
賠
償
請
求
権
に
関
す
る
条
文
が
、
事
務
管
理
お
よ
び
不
当
利
得

の
特
則
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　
　
　

民
法
典
五
三
六
ａ
条
（
瑕
疵
に
基
づ
く
賃
借
人
の
損
害
賠
償
請
求
権
な
ら
び
に
費
用
賠
償
請
求
権
）

　
　
　

⑵　

賃
借
人
は
、
以
下
の
各
号
の
場
合
に
は
、
瑕
疵
を
自
ら
除
去
し
、
必
要
な
支
出
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　
　
　

１　

賃
貸
人
が
、
瑕
疵
の
除
去
に
つ
い
て
遅
滞
に
あ
る
と
き
、
ま
た
は
、

　
　
　
　
　

２　

瑕
疵
の
迅
速
な
除
去
が
賃
借
目
的
物
の
存
在
の
保
存
ま
た
は
修
復
の
た
め
に
必
要
な
と
き
。

　
　
　

民
法
典
五
三
九
条
（
そ
の
他
の
費
用
の
賠
償
と
賃
借
人
の
収
去
権
）

　
　
　

⑴　

賃
借
人
は
、
五
三
六
ａ
条
三
項
に
よ
り
賃
借
人
が
賠
償
す
る
必
要
の
な
い
賃
借
物
へ
の
支
出
を
、
事
務
管
理
の
規
定
に
従
い
、
賃
借
人
に
賠

償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　

民
法
典
六
〇
一
条
（
費
用
賠
償
）

　
　
　

⑴　

借
主
は
、
借
用
物
の
維
持
の
通
常
の
経
費
、
動
物
の
貸
借
の
場
合
に
は
特
に
餌
代
を
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
　

⑵　

貸
主
の
そ
の
他
の
費
用
の
賠
償
義
務
は
、
事
務
管
理
の
規
定
に
従
っ
て
定
め
ら
れ
る
。
借
主
は
、
物
に
付
属
さ
せ
た
設
備
を
収
去
す
る
権
利

を
有
す
る
。

　
　
　

民
法
典
六
三
七
条
（
自
己
執
行
）

　
　
　

⑴　

注
文
主
は
、
請
負
人
が
追
完
を
正
当
に
拒
絶
し
な
い
場
合
に
は
、
追
完
の
た
め
に
定
め
ら
れ
た
相
当
期
間
の
徒
過
後
、
仕
事
の
瑕
疵
を
理
由

と
し
て
、
自
ら
瑕
疵
を
除
去
し
、
必
要
な
支
出
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　

⑵　

三
二
三
条
二
項
は
準
用
さ
れ
る
。
追
完
が
奏
功
し
な
い
か
、
注
文
主
に
期
待
で
き
な
い
場
合
も
、
期
間
の
定
め
は
不
要
で
あ
る
。

　
　
　

⑶　

注
文
主
は
、
瑕
疵
の
除
去
に
必
要
な
支
出
に
つ
い
て
の
前
払
金
を
請
負
人
に
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（　

）　

賃
貸
借
契
約
に
お
け
る
貸
主
は
、
契
約
通
り
の
使
用
に
適
合
す
る
状
態
で
賃
借
目
的
物
を
借
主
に
使
用
さ
せ
る
義
務
（
民
法
典
五
三
五
条
一
項
二

１９６

文
）
が
あ
る
か
ら
、
使
用
に
関
し
て
生
じ
た
瑕
疵
の
除
去
が
遅
延
す
る
場
合
、
借
主
は
損
害
賠
償
を
請
求
し
（
民
法
典
五
三
六
ａ
条
一
項
）
二
次
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的
に
、
自
ら
瑕
疵
の
除
去
を
行
っ
た
場
合
に
は
そ
の
た
め
の
支
出
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
二
項
）。
主
た
る
義
務
の
履
行
遅
滞
に
基
づ

く
損
害
賠
償
請
求
権
で
あ
る
か
ら
、
借
主
が
自
ら
瑕
疵
を
除
去
し
た
場
合
の
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
を
排
除
し
な
い

（S
tau
d
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g
er/
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o
lk
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E
m
m
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M
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 n
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W
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C
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e
W
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S
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 d

rech
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B
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erer

T
eil
I
V
ertrag

lich

 
  
  
   
   
 
 
   
   
       
      
    

e
S
ch
u
ld

   
  
 
  

-  

verh
ältn
isse,

6.A
u
fl.,
2010,

R
n
.
141

    
    
         
 
            
 
     9  

）。

（　

）　

こ
の
支
出
賠
償
請
求
権
の
性
質
は
、
損
害
賠
償
で
は
な
く
、
価
値
賠
償
と
さ
れ
（S

tau
d
in
g
er/
V
o
lk
er
E
m
m
erich

(2018)
B
G

 
   
 
  
 
   
 
   
    
 
 
     
        
 
 

B
§539,

R
n
.

 
 
      
 
 
  

１９７

11,
ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
M
ü
n
ch
§539,

      
    
 
  
 
 
    
 
    
 
 
 
  
       R

n
.
7,
B
eck
O
K
B
G
B
/
Z
eh
elein

,
B
G
B
§539

 
 
      
   
 
 
  
 
 
 
 
  
     
   
 
 
     ,

R
n
.
5

   
 
   

）、
請
求
権
根
拠
条
文
と
し
て
の
規
定
と

理
解
す
べ
き
か
に
は
異
論
が
あ
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
B
ieb
er,
7.A
u
fl.
2016

§539,
R

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
       
 
                

n
.
1,
W
en
zel/
W
ilk
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.196)
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R
d
n
r,1414

   
 
 
      

）。

　
　
　
　

民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権
と
競
合
す
る
可
能
性
を
指
摘
す
る
も
の
と
し
て
、S

tau
d
in
g
er/
V
o
lk
er
E
m
m
erich

(2018)

 
   
 
  
 
   
 
   
    
 
 
     
        

B
G
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§539,

R
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.
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O
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sler,

V
S
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.(A
n
m
.195),

R
n
.
538f.

   
 
 
        
 
       

参
照
。

　
　
　
　

な
お
、
使
用
貸
借
に
つ
い
て
は
、
貸
主
に
目
的
物
を
契
約
に
適
合
す
る
状
態
で
提
供
す
る
義
務
が
な
い
か
ら
、
通
常
の
維
持
費
も
含
め
て
支
出

賠
償
の
対
象
と
な
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
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äu
b
lein
,
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,
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n
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S
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t
V
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e
S
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u
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 ltn

isse,
4.A
u
fl.,
2016,

§23
R
n
.
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H
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u
t
O
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/
F
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M
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,
V
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 rtrag

lich
e

     
    
  

S
ch
u
ld
verh
ältn
isse,

5.A
u
fl.,
2018,

§

 
  
 
  
    
    
         
 
            6

R
n
.
22ff.,

W
en
zel/
W
ilk
en
,
a.a.O

.(A

   
 
          
  
    
 
   
  
       
   

n
m
.196),

R
n
.
1545

 
 
        
 
      

）。

（　

）　

本
項
に
お
い
て
検
討
す
る
条
文
以
外
に
ド
イ
ツ
民
法
典
に
存
在
す
る
同
趣
旨
の
請
求
権
根
拠
規
定
ま
た
は
準
用
、
援
用
条
文
と
し
て
、
民
法
典
二

１９８

七
条
（
社
団
の
事
務
）、
民
法
典
四
八
条
（
社
団
の
清
算
事
務
）、
民
法
典
八
六
条
（
財
団
の
準
用
規
定
）、
民
法
典
六
九
三
条
（
寄
託
に
お
け
る
保

管
事
務
）、
民
法
典
九
七
〇
条
、
民
法
典
九
七
八
条
（
遺
失
物
の
保
管
事
務
）、
民
法
典
七
一
三
条
（
組
合
の
事
務
）、
民
法
典
一
六
四
八
条
（
親
権

実
行
に
お
け
る
支
出
賠
償
）、
民
法
典
一
七
一
六
条
（
補
助
人
の
準
用
規
定
）、
民
法
典
一
八
三
五
条
、
民
法
典
一
八
三
五
ａ
条
（
後
見
事
務
）、
民

法
典
一
九
〇
八
ⅰ
条
（
成
年
後
見
人
の
準
用
規
定
）、
民
法
典
一
九
一
五
条
（
保
佐
人
の
準
用
規
定
）、
民
法
典
一
九
七
八
条
（
遺
産
管
理
に
お
け
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る
支
出
賠
償
）、
民
法
典
二
一
二
四
条
、
民
法
典
二
一
二
五
条
（
先
位
相
続
人
の
費
用
賠
償
）、
民
法
典
二
二
一
八
条
（
遺
言
執
行
者
の
事
務
）
が

あ
る
。

　
　
　
　

他
人
の
事
務
に
お
け
る
支
出
、
費
用
賠
償
を
制
限
す
る
特
則
と
し
て
、
民
法
典
六
五
二
条
、
民
法
典
六
五
四
条
、
民
法
典
六
五
五
ｄ
条
（
仲
介

契
約
に
お
け
る
支
出
賠
償
）、
民
法
典
六
七
五
ｕ
条
（
支
払
い
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
支
出
賠
償
）
が
あ
る
。

（　

）　

民
法
典
六
七
〇
条
に
つ
い
て
参
考
文
献
と
し
て
、M

ü
K
o
B
G
B
/
S
ch
äfer,

7.A
u
fl.
2017

§670,
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１９９

§670,
P
alan
d
t/
S
p
rau
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er/
H
ein
em

 
 
     
      
     
 
  
  
    
   
 
   
  

an
n
,
a.a.O

.(A
n
m
.105),

R
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S
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G
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B
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n
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H
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S
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n
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R
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n
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M
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M
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（　

）　

ま
た
、
委
託
さ
れ
た
行
為
そ
の
も
の
に
つ
い
て
は
無
償
で
行
わ
れ
る
た
め
、
受
任
者
の
労
働
力
が
投
下
さ
れ
た
と
し
て
も
賠
償
対
象
と
は
な
ら
ず
、

２００

受
任
者
の
経
常
経
費
も
対
象
と
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
労
働
力
に
つ
い
て
は
、
委
任
法
を
準
用
す
る
事
務
管
理
に
お
い
て
、
異
な
る
解
釈
が
と
ら

れ
て
い
る
（
後
述
注　

参
照
）。

２０５

　
　
　
　

な
お
、
有
償
事
務
処
理
に
関
し
て
は
、
条
文
上
は
民
法
典
六
七
〇
条
の
準
用
が
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、
合
意
さ
れ
た
対
価
の
中
で
支
出
が
填
補

さ
れ
る
場
合
に
は
準
用
し
な
い
こ
と
に
な
る
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a.a.O
.(A
n
m
.195),

§40
R
n
.
3,
M
ed
icu
s/

     
   
 
 
       
    
 
 
  
   
 
  
   
  

L
o
ren
z,
B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.70),

§43,
R
n
.

 
 
  
 
   
 
 
  
     
   
 
 
      
     
 
 
 

3,
O
etk
er/
M
au
ltzsch

,
a.a.O

.(A
n
m
.197

 
   
 
   
   
 
  
      
  
     
   
 
 
    ),

§11

   
    

R
n
.
83

 
 
    

）。

　
　
　

民
法
典
六
七
五
条
（
有
償
事
務
処
理
）

　
　
　

⑴　

事
務
処
理
を
目
的
と
す
る
役
務
提
供
契
約
ま
た
は
請
負
契
約
に
つ
い
て
は
、
特
段
の
規
定
の
な
い
限
り
、
六
六
三
条
、
六
六
五
条
な
い
し
六
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七
〇
条
、
六
七
二
条
な
い
し
六
七
四
条
が
準
用
さ
れ
る
。
解
約
告
知
期
間
の
遵
守
な
し
に
解
約
す
る
権
利
が
義
務
者
に
認
め
ら
れ
て
い
る
場

合
、
六
七
一
条
二
項
の
規
定
も
準
用
さ
れ
る
。

（　

）　
B
ro
x
/
W
alk
er,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
70),

§
 
  
 
 
 
   
     
 
  
 
       
   
 
 
      29

R
n
.
26,
E
m
m
erich

,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A

    
 
       
 
 
     
   
 
  
 
       
   

n
m
.199),

§12
R
n
.
7,
F
ik
en
tsch
er/
H
ein

 
 
            
 
      
  
  
    
   
 
   

em
an
n
,

  
  
 
  

２０１

a.a.O
.(A
n
m
.105),

R
n
.
1250,

G
rein
er,

     
   
 
 
       
 
 
  
      
 
  
  
    

a.a.O
.(A
n
m
.199),

§4
R
n
.
192,

L
o
o
sch
e

     
   
 
 
       
   
 
 
  
     
 
 
 
   
 ld

ers,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.195),

§39
R

  
     
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
    
 

n
.
12,

 
  
    

O
etk
er/
M
au
ltzsch

,
a.a.O

.(A
n
m
.197),

§

 
   
   
 
  
      
       
   
 
 
        11

R
n
.
54,
T
o
n
n
er,
a.a.O

.(A
n
m
.197),

    
 
       
 
 
 
         
   
 
 
       §30

R
n
.
15

     
 
    .  

　
　
　
　

他
人
の
利
益
の
た
め
に
財
産
的
価
値
を
自
由
意
思
に
よ
り
犠
牲
に
す
る
こ
と
が
支
出
で
あ
る
と
し
て
、
瑕
疵
除
去
の
た
め
の
労
働
給
付
を
支
出

と
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

12.10.1972,
B
G
H
Z
59,
328,
 
 
 
  
                   
 
 
 
         

R
n
.
11,
12

  
 
        

）、
支
出
の
賠
償
適
格
性
は
客
観
的
必
要
性
も
し
く
は
慎
重
か
つ
事
情

に
応
じ
て
必
要
と
み
て
も
よ
い
も
の
に
限
ら
れ
る
と
し
て
事
務
管
理
に
お
け
る
訴
訟
前
費
用
の
賠
償
を
否
定
し
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

10.11.1988,

 
 
 
 
 
                  

N
JW
1989,

1284,
R
n
.
9

 
  
              
 
   

）
を
参
照
。

　
　
　
　

そ
の
他
、
委
任
の
結
果
と
し
て
余
儀
な
く
さ
れ
た
支
出
（R

G
U
rt.v.

19.11.1928,
R
G
Z
122,

298,

 
 
  
                   
 
 
           303

   

）
や
、
第
三
者
に
対
す
る
損
害
賠
償

（B
G
H
U
rt.v.

16.12.1952,
B
G
H
Z
8,
222

 
 
 
  
                   
 
 
 
       

）、
委
任
者
の
指
示
に
よ
る
支
出
（R

G
U
rt.v.

1.7.1918,
R
G
Z
95,
51,
53

 
 
  
                 
 
 
           

）、
準
備
費
用
（R

G

 
 
 

U
rt.v.

1.2.1911,
R
G
Z
75,
208,

213

 
                 
 
 
             

）、
訴
訟
前
の
鑑
定
費
用
（B

G
H
U
rt.v.

12.7.1984,
B
G
H
Z
92,
123

 
 
 
  
                  
 
 
 
        

）、
遺
言
執
行
に
お
け
る
弁
護
士

費
用
（B

G
H
U
rt.v.

6.7.1977,
B
G
H
Z
69,
235

 
 
 
  
                 
 
 
 
        

）
も
含
ま
れ
る
。

（　

）　

民
法
典
六
七
〇
条
の
意
味
に
お
け
る
支
出
概
念
に
損
害
が
含
ま
れ
る
の
か
に
つ
い
て
、
通
説
、
判
例
は
こ
れ
を
認
め
る
（B

ro
x
/
W
alk
er,
S
R
-B
T
,

 
  
 
 
 
   
    
 
 
  
 
  

２０２

a.a.O
.(A
n
m
70),

§29
R
n
.
29ff.,

E
m
m
eri

     
   
 
 
     
    
 
 
  
       
 
 
 
   ch

,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.199),

§12
R
n
.

  
  
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
    
 
 
  

9f.,
F
ik
en
tsch
er/
H
ein
em
an
n
,
a.a.O

.(A

     
 
  
  
    
   
 
   
  
  
 
  
     
   

n
m
.105),

 
 
       

R
n
.
1250,

H
ark
e,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.1

 
 
         
   
    
 
  
 
       
   
 
 
  97),

R
n
.
422,

L
o
o
sch
eld
ers,

S
R
-B
T
,
a

      
 
        
 
 
   
   
      
 
  
 
   .a.O

.(A
n
m
.195),

§39
R
n
.
13,
O
etk
er/
M

    
   
 
 
            
 
       
   
   
 

au
ltzsch

,

  
      
  

a.a.O
.(A
n
m
.197),

§11
R
n
.
62ff.,

T
o
n
n

     
   
 
 
            
 
          
 
 
 

er,
a.a.O

.(A
n
m
.197),

§30
R
n
.
17,
W
en

         
   
 
 
            
 
       
  

zel/
W
ilk
en
,
a.a.O

.(A
n
m
.196),

R
n
.
163

    
 
   
  
       
   
 
 
        
 
     4  

）。

　
　
　
　

委
任
者
か
ら
委
託
さ
れ
た
他
人
の
取
引
の
実
行
と
固
有
の
取
引
を
結
び
つ
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
委
任
の
実
行
に
際
し
て
生
じ
た
損
害
の
賠
償
を

認
め
た
事
例
（B

G
H
U
rt.v.

30.5.1960,
N
JW
1960,

1568

 
 
 
  
                  
  
           

）、
事
務
管
理
に
お
い
て
他
人
を
救
助
す
る
た
め
に
健
康
被
害
を
被
っ
た
者
が
生
じ

た
損
害
の
賠
償
を
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H
E
n
t.v.
7.11.1960,

B
G
H
Z
33,
251,

 
 
 
  
 
                 
 
 
 
          N

JW
1961,

135,
R
n
.
32

 
  
             
 
    

）
を
参
照
。

（　

）　

R
G
Z
149,

205,
207,

B
G
H
Z
IP
1991,

862

 
 
 
                 
 
 
  
  
          ,

863

     .  

２０３
　
　
　
　

た
だ
し
、
予
定
さ
れ
て
い
な
い
支
出
な
ど
を
行
う
場
合
に
は
、
民
法
典
六
六
五
条
二
文
、
六
六
六
条
を
考
慮
し
て
、
委
任
者
に
予
告
す
べ
き
と

さ
れ
て
い
る
（S

tau
d
in
g
er/
M
artin

ek
/
O
m
lo
r
(2017)

B
G
B

 
   
 
  
 
   
 
     
  
 
 
 
  
          
 
 

§670,
R
n
.
15,
ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
H

        
 
        
    
 
  
 
 
    
 
    
 

ö
n
n
§670,

R
n
.
21,
M
ed
icu
s/
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L
o
ren
z,
B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.70),

§42,
R
n
.

 
 
  
 
    
 
       
   
 
 
            
 
 

37

   

）。

　
　
　
　

な
お
、
請
負
法
に
お
い
て
は
、
費
用
負
担
に
つ
い
て
遅
滞
の
な
い
通
知
義
務
が
定
め
ら
れ
て
い
る
（
同
内
容
を
定
め
て
い
た
旧
民
法
典
六
五
〇

条
が
、
二
〇
一
八
年
の
請
負
法
改
正
に
よ
り
、
現
行
民
法
典
六
四
九
条
に
継
受
さ
れ
た
）。

（　

）　
M
ü
K
o
B
G
B
/
S
ch
äfer,

7.A
u
fl.
2017

§670
R

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
      
   
 
    
     
     
 

n
.
21,
S
tau
d
in
g
er/
M
artin

ek
/
O
m
lo
r
(20

 
  
    
 
   
 
  
 
   
 
     
  
 
 
 
  
  
   17)

B
G
B
§670

    
 
 
 
 
    　

R
n
.
11,
ju
risP
K
-B
G
B

 
 
  
    
  
    
 
  
 
 
 

２０４

8.A
u
fl./
H
ö
n
n
§670

R
n
.
20,
H
irsch

,
S
R

   
 
    
 
 
 
 
       
 
       
     
   
 

-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.197),

R
n
.
765

  
 
       
   
 
 
        
 
     .  

（　

）　

真
正
事
務
管
理
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
六
七
〇
条
が
そ
の
ま
ま
準
用
さ
れ
、
支
出
概
念
や
賠
償
範
囲
に
つ
い
て
も
委
任
の
規
律
に
従
う

２０５

（M
ü
K
o
B
G
B
/
S
ch
äfer,

7.A
u
fl.
2017

§683,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
      
   
 
    
     
      

R
n
.
22,
S
tau
d
in
g
er/
A
n
d
reas

B
erg
m
an
n

 
 
  
    
 
   
 
  
 
   
 
 
 
  
   
 
   
 
  
 
 

(2015)
B
G
B
§683,

R
n
.
46ff.,

B
eck
O
K

       
 
 
 
 
      
 
 
  
       
 
   
 
 
 

B
G
B
/
G
eh
rlein
,
B
G
B
§683,

R
n
.
4,
B
G
H
N

 
 
 
 
 
  
     
  
 
 
 
 
      
 
 
  
   
 
 
 
 
 

JW
1951,

398,
ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
G
r

  
 
      
     
  
    
 
  
 
 
 
   
 
    
 
 eg

o
r
§683,

R
n
.
29,
P
alan
d
t/
S
p
rau

 
 
 
  
      
 
 
  
    
 
    
 
  
 
 
   
 

79.A
u
fl.,
B
G
B
§683,

R
n
.
8,
A
lth
am
m
er

    
 
     
 
 
 
 
      
 
 
  
   
 
   
  
 
  ,
a.a.O

.(A
n
m
.110),

R
n
.
69,
B
ro
x
/
W
alk

  
     
   
 
 
       
 
 
  
    
 
  
 
 
 
   

er,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
70),

§36
R
n
.
53

    
 
 
  
 
  
     
   
 
 
     
    
 
 
  
  ,   

E
m
m
erich

,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.199),

§1

 
 
 
     
  
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
  3
R
n
.
16,
H
irsch

,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.

  
 
 
  
    
 
     
  
 
 
  
 
  
     
   
 
 
 197),

R
n
.
1784,

L
o
o
sch
eld
ers,

S
R
-B
T
,

      
 
 
  
      
 
 
 
   
   
     
 
 
  
 
 

a.a.O
.

 
     
  

(A
n
m
.195),

§43
R
n
.
31,
M
ed
icu
s/
L
o
ren

  
 
 
       
    
 
 
  
    
 
  
   
  
 
 
  
 

z,
B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.70),

§60,
R
n
.
33,

   
 
 
  
     
   
 
 
      
     
 
 
  
    

34,
R
o
lf
S
ch
m
id
t,
S
ch
u
ld
rech
t
B
eso
n
d

    
 
 
   
 
  
 
  
   
 
  
 
  
  
  
  
 
   
 
 

erer

   
  

T
eil
II,
13.A
u
fl.,
2019,

R
n
.
98

 
            
 
            
 
    

）。
な
お
、
職
業
上
の
事
務
管
理
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
一
八
三
五
条
三
項
を
準
用
し
て
報
酬
を
認
め
る
こ
と

も
で
き
る
と
解
さ
れ
て
い
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
S
ch
äfer,

7.A
u
fl.
2017

§683,
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
         
 
               R

n
.
28,
ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
G
reg
o
r
§

 
 
        
    
 
  
 
 
    
 
    
 
  
 
 
   683,

R
n
.
40,

      
 
  
    

A
lth
am
m
er,

a.a.O
.(A
n
m
.110),

R
n
.
70,

 
   
  
 
    
     
   
 
 
       
 
 
  
    

B
ro
x
/
W
alk
er,

S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
70),

§

 
  
 
 
 
   
    
 
 
  
 
  
     
   
 
 
     
 36

R
n
.
54,

E
m
m
erich

,
S
R
-B
T
,

   
 
 
  
    
 
 
 
     
  
 
 
  
 
  

a.a.O
.(A
n
m
.199),

§13
R
n
.
16,
H
ark
e,

     
   
 
 
            
 
       
   
   S

R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.197),

R
n
.
448,

L
o
o

 
 
  
 
       
   
 
 
        
 
        
 
 

sch
eld
ers,

S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.195),

§

   
   
      
 
  
 
       
   
 
 
        43

R
n
.
32,

    
 
      

S
ch
m
id
t,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.205),

R
n
.

 
  
 
  
    
 
  
 
       
   
 
 
        
 
 

103,
S
taak
e,
a.a.O

.(A
n
m
.187),

§16
R

       
    
        
   
 
 
            

n
.
18

 
    

）。
有
償
事
務
執
行
の
契
約
締
結
可
能
性
が
な
か
っ

た
場
合
に
限
定
し
て
認
め
る
見
解
と
し
て
（S

tau
d
in
g
er/
A
n
d
reas

B
erg
m
an
n
(2015)

B

 
   
 
  
 
   
 
 
 
  
    
   
 
  
 
         

G
B
§683,

R
n
.
61

 
 
        
 
    

）。

　
　
　

民
法
典
一
八
三
五
条
（
支
出
賠
償
）

　
　
　

⑶　

後
見
人
ま
た
は
後
見
監
督
人
の
営
業
ま
た
は
職
業
に
属
す
る
労
務
は
、
支
出
と
み
な
す
。

（　

）　

通
説
的
な
理
解
に
よ
れ
ば
、
不
真
正
事
務
管
理
に
お
け
る
事
務
処
理
者
の
請
求
権
の
本
質
は
、
支
出
賠
償
請
求
権
と
さ
れ
る
た
め
、
不
当
利
得
の

２０６

規
律
に
よ
り
請
求
で
き
る
金
額
は
、
正
当
な
事
務
管
理
の
場
合
に
認
め
ら
れ
る
金
額
に
よ
っ
て
上
限
が
画
さ
れ
る
（M

ü
K
o
B
G
B
/
S
ch
äfer,

7.A
u
fl.

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
         
 
    

2017
§684,

R
n
.
1,
8,
S
tau
d
in
g
er/
A
n
d
r

            
 
         
   
 
  
 
   
 
 
 
 eas

B
erg
m
an
n
(2015)

B
G
B
§684,

R
n
.
3,

 
    
   
 
  
 
         
 
 
        
 
    

10,
P
alan
d
t/
S
p
rau
79.A
u
fl.,
B
G
B
§68

      
    
 
  
 
 
   
     
 
      
 
 
    4,

R
n
.

    
 
  

1,
B
eck
O
K
B
G
B
/
G
eh
rlein
,
B
G
B
§684,

R
n

   
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
  
     
  
 
 
 
 
      
 
 

.
1,
E
m
m
erich

,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.199

  
   
 
 
 
     
  
 
 
  
 
  
     
   
 
 
    ),

§13
R
n
.
20,
F
ik
en
tsch
er/
H
ein
em
an
n

   
    
 
 
  
    
 
  
  
    
   
 
   
  
  
 

,   
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a.a.O
.(A
n
m
.105),

R
n
.
1285,

H
ark
e,
S
R

     
   
 
 
       
 
 
  
      
 
   
   
 
 

-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.197),

R
n
.
449,

M
ed
ic

  
 
  
     
   
 
 
       
 
 
  
     
 
  
  u

s/
L
o
ren
z,
B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.70),

§60,

 
  
 
 
  
 
   
 
 
  
     
   
 
 
      
     

R
n
.
38,

 
 
  
    

S
ch
m
id
t,
S
R
-B
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.205),

R
n
.

 
  
 
  
   
 
 
  
 
  
     
   
 
 
       
 
 
 

118,
S
taak
e,
a.a.O

.(A
n
m
.187),

§17
R

 
     
 
    
   
     
   
 
 
       
    
 

n
.
11,
M
an
fred

W
an
d
t,
G
esetzlich

e
S
c

 
  
    
 
  
   
 
 
 
  
 
   
 
         
  
 
 h

u
ld

 
 
  

-  

verh
ältn
isse,

9.A
u
fl.,
2019,

§5,
R
n
.

    
    
         
 
                
 
 

55

   

）。
不
当
利
得
と
根
拠
が
異
な
る
こ
と
を
理
由
に
金
額
の
限
定
を
否
定
す
る
見
解
と
し
て
、ju

risP
K

 
 
    
 

-  

B
G
B
8.A
u
fl./
G
reg
o
r
§684,

R
n
.
9,
A
lth

 
 
 
    
 
    
 
  
 
 
         
 
      
   

am
m
er,
a.a.O

.(A
n
m
.110),

R
n
.
98

  
 
         
   
 
 
        
 
    

が
あ
る
。

　
　
　

民
法
典
六
八
四
条
（
利
得
の
引
渡
）

　
　
　
　

六
八
三
条
の
要
件
が
充
足
し
な
い
場
合
、
本
人
は
、
管
理
者
が
事
務
に
よ
っ
て
取
得
し
た
全
て
の
物
を
、
不
当
利
得
の
引
渡
の
規
定
に
従
っ
て
、

管
理
者
に
引
き
渡
す
義
務
を
負
う
。
本
人
が
事
務
を
承
認
す
る
場
合
、
管
理
者
に
は
、
六
八
三
条
に
定
め
ら
れ
た
請
求
権
が
認
め
ら
れ
る
。

　
　
　

民
法
典
八
一
二
条
（
引
渡
請
求
権
）

　
　
　

⑴　

他
人
の
給
付
に
よ
っ
て
、
ま
た
は
そ
の
他
に
他
人
の
費
用
で
法
律
上
の
理
由
な
く
し
て
取
得
し
た
者
は
、
他
人
に
引
渡
の
義
務
を
負
う
。
法

律
上
の
理
由
が
後
発
的
に
脱
落
す
る
と
き
、
法
律
行
為
の
内
容
を
基
準
と
し
て
給
付
に
よ
り
追
求
さ
れ
た
効
果
が
生
じ
な
か
っ
た
と
き
も
、

こ
の
義
務
が
成
立
す
る
。

（　

）　

民
法
典
二
八
四
条
の
側
か
ら
の
議
論
と
し
て
は
、
民
法
典
六
七
〇
条
で
は
委
任
者
の
利
益
の
た
め
に
と
い
う
利
他
性
が
支
出
の
定
義
に
含
ま
れ
る

２０７

こ
と
に
な
る
が
、
民
法
典
二
八
四
条
で
は
債
権
者
自
ら
の
た
め
に
支
出
が
行
わ
れ
る
と
い
う
違
い
が
あ
る
た
め
、
民
法
典
六
七
〇
条
で
承
認
さ
れ

て
い
る
規
律
を
援
用
し
て
支
出
の
範
囲
を
決
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
い
う
見
解
も
主
張
さ
れ
て
い
る
（F

leck
,
a.a.O

.(A
n
m
.32),

1046,

 
    
       
   
 
 
      
      

T
rö
g
er,
In
d
ivid
u
alität,

a.a.O
.(A
n
m
.1

 
  
 
      
 
    
 
             
   
 
 
  02),

2247

         

）。

（　

）　

A
n
d
re
M
eyer,

A
u
fw
en
d
u
n
g
sersatz

im
P
r

 
 
 
  
  
       
 
  
  
 
 
 
 
          
  
 ivatrech

t,
A
cP
216,

952

      
  
    
  
         .  

２０８
（　

）　

こ
こ
に
は
、
無
駄
に
な
っ
た
最
初
の
履
行
の
提
供
や
、
輸
送
、
保
管
、
保
険
料
な
ど
が
含
ま
れ
る
が
、
逸
失
利
益
は
含
ま
れ
な
い
。
そ
れ
以
外
の

２０９

出
捐
に
つ
い
て
、
事
務
管
理
の
規
定
、
ま
た
は
給
付
遅
滞
に
基
づ
く
損
害
賠
償
と
し
て
請
求
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。

　
　
　
　

S
tau
d
in
g
er/
C
o
rn
elia

F
eld
m
an
n
(2014)

 
   
 
  
 
   
 
 
  
     
 
   
 
  
 
 
       

B
G
B
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M
ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
201

 
 
 
 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
    
   
 
    
   9,

§304,
B
eck
O
K
B
G
B
/
L
o
ren
z,
B
G
B

   
      
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
   
 
 
 
 

§304,
ju
risP
K
-B
G
B
8.A
u
fl./
G
eisler

§3

        
    
 
  
 
 
    
 
    
 
         04,

L
o
o
sch
eld
ers,

S
R
-A
T
,
a.a.O

.(A
n
m
.

     
 
 
   
   
      
 
  
 
       
   
 
 
 27),

§36,
R
n
.
22

           
 
    .  

　
　
　

民
法
典
三
〇
四
条
（
増
加
支
出
の
賠
償
）

　
　
　
　

債
権
者
に
遅
滞
が
あ
る
場
合
、
債
務
者
は
、
不
成
功
と
な
っ
た
申
込
、
課
せ
ら
れ
た
目
的
物
の
維
持
お
よ
び
保
存
の
た
め
に
行
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
か
っ
た
増
加
支
出
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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（　

）　

民
法
典
二
八
四
条
の
制
定
前
の
研
究
で
あ
る
が
、
民
法
典
中
の
支
出
賠
償
の
一
般
化
を
試
み
た
ミ
ュ
ラ
ー
は
、
民
法
典
五
三
八
条
二
項
（
現
五
三

２１０

六
ａ
条
二
項
）
と
六
三
三
条
三
項
（
現
六
三
四
条
二
号
）、
三
〇
四
条
、
五
四
七
条
（
現
五
三
九
条
一
項
）
と
六
九
三
条
、
六
七
〇
条
を
検
討
の
対

象
と
し
て
、
契
約
の
実
現
に
関
連
し
て
支
出
が
行
わ
れ
た
こ
と
、
出
捐
が
出
捐
者
の
契
約
上
の
義
務
に
含
ま
れ
な
い
こ
と
、
契
約
全
体
か
ら
み
て

相
手
方
当
事
者
の
領
域
に
属
す
る
こ
と
と
い
う
要
件
を
設
定
し
、
債
権
者
の
給
付
利
益
を
上
回
ら
な
い
限
度
で
の
支
出
賠
償
請
求
権
を
債
務
関
係

一
般
で
承
認
し
よ
う
と
し
た
（K

lau
s
M
ü
ller,

D
er
A
n
sp
ru
ch
au
f
A
u
fw
e

 
   
   
 
       
    
 
  
  
  
   
   
 
  
 n

d
u
n
g
sersatz

im
R
ah
m
en
vo
n
S
ch
u
ld
ver

 
 
 
 
 
          
  
  
 
  
   
 
  
  
 
  
   h

ältn
issen

,
JZ

 
    
     
    
 

1968,
769,

772,
776

                   

）。

（　

）　

信
頼
利
益
賠
償
と
支
出
賠
償
の
範
囲
が
一
致
し
な
い
こ
と
は
一
般
的
に
承
認
さ
れ
て
お
り
（M

ü
K
o
B
G
B
/
E
rn
st,
8.A
u
fl.
2019,

B
G
B
§28

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
       
 
           
 
 
    4,    

２１１

R
n
.
6.

 
 
    
）、
法
律
行
為
法
に
お
け
る
一
二
二
条
一
項
、
一
七
九
条
二
項
（
第
四
章
第
二
節
参
照
）
の
規
律
に
お
い
て
は
、
履
行
利
益
の
額
に
賠
償
範

囲
が
制
限
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
支
出
賠
償
で
は
、
衡
平
性
要
件
に
よ
る
賠
償
額
縮
減
の
方
法
は
用
意
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
反
対
給
付
の
額

に
制
限
さ
れ
な
い
と
の
立
場
が
一
般
的
に
と
ら
れ
て
い
る
。

（　

）　

解
除
法
の
規
律
で
賠
償
さ
れ
え
な
い
支
出
に
つ
い
て
も
、
民
法
典
二
八
四
条
の
要
件
を
充
足
す
る
限
り
に
お
い
て
、
賠
償
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る

２１２

こ
と
は
一
般
的
に
承
認
さ
れ
て
い
る（S
tau
d
in
g
er/
K
aisar

(2012)
B
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§347,

R
 
   
 
  
 
   
 
              
 
 
        

n
.
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M
ü
K
o
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R
n
.
15,

       
 
      

B
eck
O
K
B
G
B
/
H
.S
ch
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F
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st
§347,

R
n
.
69

 
 
  
          
 
    

）。

（　

）　

委
任
法
に
お
け
る
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
委
任
契
約
を
基
礎
と
し
て
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
り
、
委
任
契
約
が
解
消
さ
れ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、

２１３

契
約
締
結
中
に
生
じ
た
費
用
は
民
法
典
六
七
〇
条
の
範
囲
内
で
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
請
求
権
を
介
し
た
支

出
賠
償
請
求
権
の
枠
組
み
を
用
い
る
必
要
は
な
い
。
ま
た
、
前
提
と
な
る
委
任
関
係
に
必
要
な
範
囲
で
、
原
則
と
し
て
全
て
の
支
出
が
賠
償
の
対

象
と
さ
れ
、
相
手
方
の
帰
責
事
由
も
必
要
と
さ
れ
な
い
た
め
、
民
法
典
二
八
四
条
に
よ
る
支
出
賠
償
請
求
権
よ
り
も
保
護
の
範
囲
が
広
く
な
る
。

　
　
　
　

利
得
法
に
お
け
る
費
用
賠
償
請
求
権
は
、
契
約
関
係
の
な
い
無
権
限
の
占
有
者
と
所
有
者
の
関
係
を
定
め
る
規
律
で
あ
る
か
ら
、
契
約
関
係
と

そ
の
解
消
を
前
提
と
す
る
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権
と
競
合
す
る
こ
と
は
な
い
。
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第
五
章　

支
出
概
念
と
支
出
賠
償
の
範
囲

　

前
章
ま
で
、
ド
イ
ツ
民
法
典
に
お
け
る
多
様
な
支
出
概
念
と
民
法
典
二
八
四
条
に
お
け
る
支
出
賠
償
の
問
題
を
検
討
し
て
き
た
。

裁
判
例
上
も
様
々
な
事
例
が
現
れ
て
き
て
い
る
よ
う
に
、
契
約
の
清
算
局
面
に
お
い
て
は
、
信
頼
損
害
や
解
除
の
場
合
に
お
け
る
よ

う
な
民
法
典
二
八
四
条
と
の
直
接
的
な
競
合
が
生
じ
る
局
面
以
外
に
も
、
他
の
支
出
に
関
す
る
制
度
と
重
な
り
合
う
領
域
が
存
在
し

て
お
り
、
債
権
者
が
ど
の
よ
う
な
方
法
で
救
済
を
求
め
る
の
か
、
い
ず
れ
の
請
求
権
を
行
使
す
る
の
が
最
も
有
利
と
な
る
の
か
も
検

討
す
べ
き
課
題
と
な
る
。

　

第
一
節　

損
害
論
と
の
関
係

　
　

第
一
款　

損
害
賠
償
請
求
権
と
の
関
係

　

民
法
典
二
八
四
条
は
、
支
出
賠
償
を
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
選
択
的
に
主
張
で
き
る
と
い
う
枠
組
み
を
形
成
し
た
。
こ
れ

は
主
と
し
て
信
頼
損
害
の
賠
償
を
念
頭
に
お
い
た
立
法
過
程
の
議
論
か
ら
説
明
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
消
極
的
利
益
と
し
て
転
売
利

益
ま
で
を
含
め
る
従
来
の
賠
償
範
囲
を
、
支
出
概
念
に
よ
っ
て
制
限
し
よ
う
と
い
う
意
図
も
考
慮
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
た

し
か
に
、
逸
失
利
益
の
賠
償
と
そ
の
た
め
に
行
わ
れ
た
支
出
の
賠
償
は
、
表
裏
一
体
の
関
係
に
あ
る
た
め
両
立
し
う
る
も
の
で
は
な

い
。
す
な
わ
ち
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
し
て
逸
失
利
益
が
問
題
と
な
る
場
合
に
も
、
遅
延
損
害
と
し
て
請
求
さ
れ
る
場
合
に

も
、
支
出
賠
償
と
同
時
に
は
請
求
さ
れ
え
な
い
と
い
う
こ
と
に
な 

こ
の
選
択
制
の
起
草
意
図
は
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
で

填
補
の
対
象
と
さ
れ
る
利
益
が
、
収
益
性
の
推
定
で
論
じ
ら
れ
て
い
た
よ
う
に
、
支
出
に
よ
っ
て
獲
得
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
た
利
益

と
重
な
る
こ
と
が
多
か
っ
た
た
め
、
二
重
補
償
を
禁
止
す
る
こ
と
に
あ
る
と
い
え
る
。
し
か
し
、
二
重
補
償
に
な
ら
な
い
限
り
に
お

（　

）
２１４る
。
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い
て
、
遅
延
損
害
や
完
全
性
利
益
の
侵
害
に
対
す
る
賠
償
と
支
出
賠
償
と
は
両
立
し
う
る
の
で
あ
り
、
給
付
に
か
わ
る
損
害
賠
償
か

給
付
と
と
も
に
す
る
損
害
賠
償
か
に
関
わ
り
な
く
、
支
出
賠
償
と
損
害
賠
償
と
が
両
立
し
う
る
場
合
が
あ
る
。

　

ま
た
、
解
除
と
損
害
賠
償
の
関
係
に
お
い
て
も
、
相
互
に
独
立
し
た
規
律
で
あ
る
た
め
、
二
重
補
償
に
な
ら
な
い
限
度
で
、
解
除

法
に
よ
る
必
要
な
費
用
の
賠
償
に
加
え
て
、
支
出
賠
償
請
求
権
に
よ
る
請
求
は
妨
げ
ら
れ
な 

　
　

第
二
款　

履
行
利
益
賠
償
と
の
関 

　

次
に
、
信
頼
利
益
論
と
の
関
係
に
お
い
て
は
、
賠
償
額
に
上
限
が
画
せ
ら
れ
る
の
か
が
問
題
と
な
る
。
典
型
的
な
信
頼
損
害
の
賠

償
は
、
帰
責
事
由
を
不
要
と
し
、
条
文
上
、
給
付
利
益
の
額
を
上
限
と
す
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
法
理
は
、

同
一
の
事
情
の
も
と
で
契
約
締
結
過
程
の
過
失
を
通
じ
た
一
般
的
な
損
害
賠
償
と
し
て
請
求
さ
れ
る
場
合
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。
本

稿
で
検
討
し
て
き
た
支
出
賠
償
請
求
権
と
し
て
損
害
賠
償
が
実
現
さ
れ
る
場
合
に
は
、
一
般
的
な
損
害
賠
償
請
求
権
と
同
様
に
、
帰

責
事
由
を
要
す
る
請
求
権
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
民
法
典
二
八
四
条
を
根
拠
に
信
頼
損
害
に
相
当
す
る
支
出
賠

償
を
求
め
る
と
き
に
も
、
給
付
利
益
に
よ
っ
て
賠
償
額
の
上
限
を
画
す
る
必
要
は
な 

　

第
二
節　

民
法
典
二
八
四
条
以
外
の
支
出
概
念
か
ら
の
示
唆

　
　

第
一
款　

支
出
賠
償
の
基
本
設
計

　

民
法
典
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
支
出
を
填
補
す
る
諸
規
定
は
、
出
捐
者
の
出
捐
が
無
意
味
に
な
っ
た
場
合
に
、
出
捐
者
に
損
失
を

被
ら
せ
る
こ
と
も
、
受
益
者
に
利
得
を
与
え
る
こ
と
も
な
い
よ
う
に
利
害
の
調
整
を
行
お
う
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
ど
の
範
囲
で

填
補
さ
れ
る
の
か
は
、
類
型
に
よ
っ
て
異
な
る
。
請
求
権
根
拠
条
文
を
有
す
る
類
型
の
中
で
最
も
基
礎
と
な
る
の
は
、
当
事
者
間
に

法
律
関
係
が
な
い
場
合
に
適
用
さ
れ
る
不
当
利
得
類
型
で
あ
り
、
現
実
に
受
益
者
に
利
益
が
残
さ
れ
て
い
る
範
囲
で
支
出
が
償
還
の

（　

）
２１５い
。

（　

）
２１６係　

（　

）
２１７い
。
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対
象
と
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
信
頼
損
害
類
型
で
は
、
基
礎
と
な
る
契
約
関
係
の
存
在
を
前
提
に
、
相
手
方
当
事

者
か
ら
も
予
測
可
能
で
あ
り
、
当
該
契
約
と
関
係
の
あ
る
出
捐
に
限
定
し
、
受
益
が
残
さ
れ
て
い
な
く
て
も
填
補
の
対
象
に
含
め
る

こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
委
任
類
型
に
お
い
て
は
、
受
任
者
に
対
し
て
委
任
者
が
委
任
の
実
現
の
た
め
に
出
捐
を
行
う
こ
と
を
予
め
承

認
し
て
い
る
状
況
が
あ
る
た
め
に
、
委
任
の
実
現
に
つ
い
て
必
要
性
の
認
め
ら
れ
る
限
り
、
全
て
の
出
捐
が
填
補
の
対
象
と
さ
れ
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　
　

第
二
款　

支
出
、
費
用
、
経
費
の
区
分
に
よ
る
性
質
決 

　

次
に
問
題
と
な
る
の
は
、
全
て
の
出
捐
が
填
補
の
対
象
と
な
る
の
か
と
い
う
点
で
あ
る
が
、
支
出
、
費
用
、
経
費
と
分
け
る
こ
と

が
で
き
る
。
支
出
と
は
、
自
由
意
思
に
よ
る
財
産
的
損
失
と
定
義
さ
れ
、
こ
の
中
で
も
、
特
定
の
物
と
の
関
連
で
行
わ
れ
る
も
の
を

費
用
と
し
て
区
別
す
る
。
そ
し
て
経
費
は
、
そ
れ
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
利
益
と
表
裏
一
体
の
も
の
と
し
て
結
合
す
る
出
捐
で
あ
り
、

通
常
の
利
用
が
な
さ
れ
る
限
り
、
い
ず
れ
に
せ
よ
出
捐
者
で
あ
る
利
用
者
が
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
た
め
、
原
則

と
し
て
賠
償
の
対
象
と
は
な
ら
な 

　

費
用
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
な
性
質
に
よ
っ
て
異
な
る
。
ま
ず
、
物
の
通
常
の
用
法
に
従
い
必
要
な
範
囲
を
超
え
た
過
剰
な
費
用

が
対
象
外
と
さ
れ
る
こ
と
に
争
い
は
な 

支
出
賠
償
と
の
関
係
で
問
題
と
な
る
の
は
、
目
的
物
の
維
持
に
必
要
な
費
用
な
の
か
、

そ
れ
と
も
価
値
を
増
加
さ
せ
る
有
益
な
費
用
な
の
か
と
い
う
区
別
で
あ
る
。
こ
の
点
、
前
者
は
、
価
値
の
増
減
に
関
係
な
く
、
支
出

の
額
が
そ
の
ま
ま
賠
償
さ
れ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
後
者
に
つ
い
て
は
、
価
値
の
増
加
が
な
け
れ
ば
対
象
と
さ
れ
な
い
。
ま
た
特
定

の
目
的
物
へ
の
投
資
と
い
う
形
に
な
る
た
め
、
目
的
物
の
返
還
が
前
提
と
な
り
、
価
値
増
加
分
に
つ
い
て
は
、
収
去
権
と
の
関
係
も

問
題
と
な 

た
だ
し
、
物
権
法
上
の
費
用
賠
償
請
求
権
の
規
律
は
、
権
限
の
な
い
占
有
者
に
よ
る
出
捐
を
前
提
と
す
る
も
の
で
あ

り
、
自
己
の
所
有
物
に
対
し
て
出
捐
を
行
う
と
い
う
、
本
稿
で
扱
う
典
型
的
な
支
出
賠
償
請
求
権
の
問
題
と
は
異
な
る
。

（　

）
２１８定　

（　

）
２１９い
。（　

）
２２０い
。

（　

）
２２１る
。
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最
後
に
、
そ
の
他
の
支
出
に
つ
い
て
は
、
事
務
管
理
の
規
律
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
に
、
目
的
を
実
現
す
る
た
め
に
客
観
的
に
必
要

な
支
出
で
あ
り
、
か
つ
、
慎
重
に
考
え
て
必
要
と
さ
れ
る
支
出
に
つ
い
て
、
填
補
の
対
象
と
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

第
三
節　

支
出
の
賠
償
範
囲

　
　

第
一
款　

総
論

　

こ
れ
ま
で
検
討
し
て
き
た
よ
う
に
、
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
そ
の
他
の
制
度
で
想
定
さ
れ
て
い
た

枠
組
み
と
は
異
な
り
、
様
々
な
類
型
が
考
え
ら
れ
る
た
め
、
成
立
要
件
を
充
足
す
る
こ
と
で
賠
償
適
格
を
有
す
る
と
さ
れ
る
支
出
に

つ
い
て
も
、
さ
ら
に
そ
の
賠
償
範
囲
を
限
定
し
よ
う
と
す
る
枠
組
み
が
必
要
と
な
る
。

　

ま
ず
、
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
は
、
問
題
と
な
る
各
支
出
項
目
に
つ
い
て
、
例
え
ば
逸
失
利
益
と
物
の
運
用
経
費
の
よ
う

に
、
損
害
賠
償
と
重
複
し
な
い
か
ど
う
か
の
審
査
が
最
初
に
行
わ
れ
、
損
害
賠
償
と
し
て
填
補
さ
れ
る
部
分
に
つ
い
て
は
対
象
か
ら

排
除
さ
れ
る
こ
と
に
な 

　

そ
の
上
で
、
す
で
に
条
文
上
の
成
立
要
件
と
し
て
組
み
込
ま
れ
た
衡
平
性
の
評
価
の
ほ
か
に
、
実
務
上
、
支
出
の
性
質
に
よ
っ
て

分
類
し
た
上
で
、
目
的
の
挫
折
概
念
を
法
律
効
果
論
に
敷
衍
し
た
り
、
一
般
損
害
賠
償
法
に
お
け
る
民
法
典
二
五
四
条
を
介
す
る
こ

と
で
、
賠
償
範
囲
を
限
定
し
よ
う
と
し
て
き
た
。
こ
れ
に
対
し
て
学
説
上
も
、
損
害
軽
減
義
務
を
衡
平
性
要
件
に
組
み
込
む
こ
と
で
、

妥
当
な
賠
償
範
囲
を
説
明
し
よ
う
と
試
み
て
き
た
。
そ
の
背
後
に
は
、
民
法
典
二
八
四
条
が
立
法
さ
れ
た
と
し
て
も
、
こ
れ
ま
で
の

他
の
請
求
権
根
拠
条
文
に
よ
る
賠
償
範
囲
と
あ
ま
り
に
も
異
な
る
こ
と
は
妥
当
で
は
な
い
と
い
う
考
慮
か
ら
、
賠
償
範
囲
の
上
限
を

画
す
る
規
律
と
し
て
、
民
法
典
に
お
け
る
そ
の
他
の
支
出
賠
償
制
度
を
考
慮
し
て
き
た
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
も
っ
と
も
、

そ
れ
ぞ
れ
の
規
律
で
検
討
さ
れ
て
い
た
内
容
は
、
民
法
典
二
八
四
条
が
対
象
と
す
る
支
出
が
重
な
り
合
う
こ
と
は
あ
っ
て
も
、
完
全

（　

）
２２２る
。
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に
一
致
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
統
一
さ
れ
た
支
出
賠
償
請
求
権
と
い
う
立
法
構
想
か
ら
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
民
法
典
二
八
四
条
の

支
出
は
多
岐
に
わ
た
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
法
理
か
ら
援
用
さ
れ
る
賠
償
範
囲
の
制
限
法
理
は
、
重
な
り
合
う
支
出
項
目
の
範
囲
で

の
み
機
能
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
考
え
る
こ
と
に
な
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
大
き
く
二
つ
の
類
型
に
分
け
て
基
本
的
な
構
造
を

示
し
た
の
ち
、
賠
償
範
囲
の
準
則
を
検
討
す
る
。

　
　

第
二
款　

物
に
対
す
る
支
出

　

第
一
は
、
物
に
対
し
て
行
わ
れ
る
支
出
の
場
合
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
判
例
の
第
二
類
型
に
相
当
す
る
と
と
も
に
、
不
当
利
得
の
規

律
、
お
よ
び
信
頼
損
害
の
一
部
に
対
応
す
る
こ
と
に
な
る
。
契
約
に
際
し
て
契
約
目
的
物
の
授
受
が
行
わ
れ
る
こ
と
は
非
常
に
多
い

が
、
こ
の
目
的
物
に
対
し
て
受
領
者
が
出
捐
を
行
っ
た
場
合
、
契
約
の
清
算
に
際
し
て
そ
れ
が
賠
償
の
対
象
と
な
る
か
否
か
は
、
出

捐
の
態
様
に
よ
っ
て
異
な
る
。

　

ま
ず
、
支
出
を
行
っ
た
結
果
、
目
的
物
に
一
定
の
価
値
が
残
存
す
る
場
合
に
は
、
目
的
物
の
返
還
と
引
き
換
え
に
、
そ
の
価
値
が

残
存
す
る
範
囲
に
お
い
て
支
出
賠
償
の
対
象
と
な
り
う
る
（
価
値
残
存
型
）。
こ
れ
は
価
値
を
減
じ
な
い
と
い
う
意
味
で
も
機
能
す
る
。

た
だ
し
、
残
余
価
値
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
相
手
方
に
不
必
要
、
か
つ
、
当
初
の
契
約
の
趣
旨
か
ら
逸
脱
す
る
よ
う
な
増
加
価
値
に

つ
い
て
は
、
衡
平
性
要
件
に
よ
り
賠
償
は
限
定
さ
れ
る
。

　

次
に
、
目
的
物
に
支
出
が
行
わ
れ
た
が
、
目
的
物
の
用
法
に
従
え
ば
消
費
さ
れ
て
し
ま
う
よ
う
な
場
合
で
あ
る
（
価
値
消
費 

こ
の
場
合
、
当
初
の
契
約
の
趣
旨
か
ら
逸
脱
し
な
い
範
囲
の
利
用
の
た
め
の
支
出
で
あ
り
、
か
つ
、
逸
失
利
益
と
二
重
補
償
に
な
ら

な
い
限
り
に
お
い
て
、
賠
償
の
対
象
に
含
め
ら
れ
る
。
継
続
的
に
行
わ
れ
る
べ
き
支
出
に
つ
い
て
は
、
清
算
時
点
ま
で
が
対
象
と
な

り
、
そ
れ
以
降
は
損
害
軽
減
義
務
に
よ
り
遮
断
さ
れ
る
。
さ
ら
に
一
回
的
に
尽
く
さ
れ
る
支
出
で
あ
っ
て
も
、
予
定
さ
れ
て
い
た
利

用
と
の
関
係
で
、
特
に
利
用
期
間
に
応
じ
て
按
分
し
て
賠
償
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

（　

）
２２３型
）。
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第
三
款　

目
的
の
実
現
に
向
け
ら
れ
た
支
出

　

第
二
に
問
題
と
な
る
の
は
、
契
約
目
的
に
対
す
る
支
出
で
あ
り
、
他
人
の
事
務
の
規
律
の
影
響
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。
す
で
に

信
頼
損
害
と
し
て
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
て
き
た
よ
う
に
、
契
約
を
実
現
す
る
た
め
に
行
わ
れ
た
支
出
は
、
原
則
と
し
て
全
額
が
賠
償

の
対
象
と
な
る
（
契
約
費
用
型
）。
た
だ
し
、
給
付
利
益
の
額
を
契
約
費
用
が
上
回
る
よ
う
な
明
ら
か
に
損
を
す
る
契
約
実
現
費
用
の

場
合
に
は
、
過
剰
な
支
出
と
し
て
衡
平
性
要
件
に
よ
り
遮
断
さ
れ
る
。
こ
れ
は
判
例
の
第
一
、
第
四
類
型
に
相
当
す
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
判
例
の
第
三
類
型
の
よ
う
に
、
当
初
の
契
約
を
基
礎
と
し
て
、
こ
れ
を
展
開
す
る
目
的
で
行
わ
れ
た
支
出
に
つ

い
て
も
、
民
法
典
二
八
四
条
に
よ
り
新
た
に
保
護
の
対
象
と
な
る
（
契
約
展
開
費
用
型
）。
本
来
の
給
付
利
益
と
は
別
に
、
収
益
性
の

推
定
が
機
能
し
な
い
と
さ
れ
た
無
形
的
な
目
的
を
追
求
す
る
よ
う
な
場
合
で
あ
っ
て
も
、
行
わ
れ
た
支
出
は
賠
償
の
対
象
と
な
り
う

る
。
た
だ
し
、
相
手
方
に
認
識
さ
れ
う
る
支
出
目
的
が
ど
の
範
囲
で
挫
折
さ
せ
ら
れ
た
の
か
、
あ
る
い
は
、
そ
も
そ
も
向
こ
う
見
ず

な
投
資
と
し
て
衡
平
性
に
反
し
て
い
な
い
の
か
は
、
慎
重
に
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
　

第
四
款　

共
通
す
る
制
限
法
理

　

上
記
の
各
類
型
に
共
通
す
る
賠
償
額
の
制
限
法
理
と
し
て
は
、
目
的
の
挫
折
と
衡
平
性
の
両
者
が
、
成
立
要
件
と
法
律
効
果
の
各

段
階
に
お
い
て
機
能
す
る
こ
と
に
な 

　

目
的
の
挫
折
は
、
そ
も
そ
も
契
約
の
不
実
現
に
よ
っ
て
支
出
目
的
の
成
否
が
左
右
さ
れ
な
い
と
い
う
因
果
関
係
段
階
で
の
問
題
と

し
て
特
定
の
支
出
項
目
を
排
除
す
る
場
合
と
、
支
出
目
的
の
一
部
挫
折
と
い
う
評
価
が
行
わ
れ
る
局
面
と
が
存
在
す
る
。
後
者
に
つ

い
て
は
さ
ら
に
、
複
合
的
な
支
出
目
的
で
あ
り
、
そ
の
一
部
は
契
約
不
実
現
に
よ
っ
て
も
達
成
さ
れ
た
と
い
う
場
合
と
、
不
完
全
な

契
約
の
実
現
で
は
あ
っ
た
が
、
支
出
目
的
が
部
分
的
に
は
達
成
さ
れ
た
と
い
う
場
合
と
に
分
け
ら
れ
る
。
い
ず
れ
も
支
出
額
の
う
ち

不
到
達
と
な
っ
た
目
的
の
割
合
に
相
当
す
る
金
額
に
、
賠
償
額
が
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
な 

（　

）
２２４る
。

（　

）
２２５る
。
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利
用
控
除
の
算
定
方
法
と
し
て
は
、
支
出
が
無
駄
に
な
っ
た
割
合
に
応
じ
て
減
額
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
支
出
に

よ
っ
て
獲
得
さ
れ
た
目
的
物
の
抽
象
的
な
利
用
可
能
性
を
前
提
に
、
挫
折
し
た
目
的
に
相
当
す
る
部
分
に
つ
い
て
、
そ
の
利
用
期
間

に
応
じ
て
割
合
的
に
減
額
す
る
と
い
う
方
法
が
と
ら
れ
る
べ
き
で
あ 

　

衡
平
性
要
件
に
よ
っ
て
減
額
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
の
は
、
も
と
も
と
の
契
約
を
実
現
す
る
の
に
不
必
要
な
支
出
で
あ
る
場
合
、

そ
の
価
値
に
比
し
て
不
相
当
に
過
剰
で
あ
る
場
合
と
な
る
。
前
者
は
、
契
約
締
結
前
あ
る
い
は
契
約
締
結
中
の
支
出
に
つ
い
て
、
出

捐
者
の
主
観
的
に
は
必
要
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
客
観
的
に
み
て
必
要
と
は
い
え
な
い
支
出
を
必
要
性
の
観
点
か
ら
排
除
し
、
さ 

ら
に
契
約
締
結
中
の
支
出
に
つ
い
て
は
、
損
害
軽
減
義
務
か
ら
の
要
請
と
し
て
支
出
項
目
の
排
除
を
成
立
要
件
の
段
階
で
行
う
こ 

と
に
な
る
。
他
方
、
後
者
に
つ
い
て
は
、
必
要
性
は
満
た
し
て
い
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
た
め
、
過
剰
で
あ
る
部
分
、
す
な
わ
ち
残

存
す
る
客
観
的
な
価
値
増
加
分
を
超
え
る
支
出
部
分
に
つ
い
て
減
額
す
る
と
い
う
法
律
効
果
面
で
の
規
律
と
し
て
機
能
す
る
こ
と
に

な 
　

ま
た
、
民
法
典
二
八
四
条
は
債
権
者
が
契
約
実
現
を
信
頼
す
る
限
り
に
お
い
て
自
由
に
当
該
契
約
の
た
め
の
出
捐
を
行
っ
て
も
よ

い
と
の
処
分
自
由
を
保
護
す
る
た
め
の
規
律
で
あ
る
か
ら
、
契
約
実
現
へ
の
不
安
が
あ
る
場
合
に
、
一
般
的
に
支
出
を
見
合
わ
せ
る

と
い
う
債
権
者
の
義
務
は
、
衡
平
性
要
件
か
ら
は
認
め
ら
れ
な
い
。
た
だ
し
、
債
務
者
が
不
履
行
を
告
知
す
る
な
ど
契
約
の
不
実
現

が
確
実
と
さ
れ
る
客
観
的
な
事
情
が
存
す
る
場
合
に
は
、
給
付
の
獲
得
に
対
す
る
信
頼
が
な
い
と
し
て
支
出
賠
償
請
求
権
が
否
定
さ

れ
る
可
能
性
は
残
さ
れ 

　

第
四
節　

支
出
賠
償
の
枠
組
み

　

最
後
に
、
民
法
典
二
八
四
条
の
文
言
と
の
関
係
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制
限
法
理
が
ど
の
よ
う
に
位
置
付
け
ら
れ
る
か
を
整
理
す
る
。

（　

）
２２６る
。

（　

）
２２７る
。

（　

）
２２８る
。
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ま
ず
成
立
要
件
段
階
の
問
題
と
し
て
、
損
害
賠
償
と
の
二
重
補
償
は
認
め
ら
れ
な
い
た
め
、
逸
失
利
益
と
し
て
損
害
賠
償
の
枠
内

で
填
補
さ
れ
る
場
合
に
は
、
そ
の
実
現
の
た
め
の
経
費
と
し
て
の
出
捐
は
支
出
賠
償
の
範
囲
か
ら
排
除
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
逸
失
利

益
と
し
て
の
賠
償
を
求
め
ず
に
、
支
出
賠
償
と
し
て
経
費
の
み
を
請
求
す
る
こ
と
は
認
め
ら
れ 

次
に
、
支
出
要
件
、
お
よ
び
成

立
要
件
と
し
て
の
衡
平
性
か
ら
、
支
出
目
的
の
実
現
の
た
め
、
す
な
わ
ち
対
象
と
な
る
物
ま
た
は
権
利
の
通
常
の
用
法
も
し
く
は
契

約
で
定
め
ら
れ
た
用
法
に
し
た
が
い
客
観
的
に
相
当
で
は
な
い
と
さ
れ
る
出
捐
が
、
支
出
賠
償
の
範
囲
か
ら
排
除
さ
れ
る
。

　

次
に
法
律
効
果
の
問
題
と
し
て
、
支
出
目
的
の
一
部
に
お
い
て
の
み
挫
折
が
生
じ
た
場
合
に
つ
い
て
は
、
そ
の
挫
折
し
た
一
部
に

相
当
す
る
金
額
の
み
に
支
出
賠
償
の
範
囲
が
縮
減
さ
れ
る
。
同
様
に
、
消
費
的
な
支
出
目
的
の
一
部
が
期
間
の
経
過
に
よ
っ
て
実
現

さ
れ
た
場
合
に
つ
い
て
も
、
実
現
さ
れ
た
期
間
に
つ
い
て
の
支
出
賠
償
は
排
除
さ
れ
る
。
ま
た
、
出
捐
が
不
相
当
で
あ
る
と
は
い
え

な
い
が
、
出
捐
に
よ
る
価
値
増
加
と
出
捐
額
と
に
乖
離
が
あ
る
場
合
、
客
観
的
に
み
て
過
剰
と
評
価
さ
れ
る
範
囲
は
支
出
賠
償
か
ら

排
除
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。　

（　

）
２２９る
。

（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
二
款
ⅰ
参
照
。

２１４
（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
二
款
ⅱ
参
照
。

２１５
（　

）　

日
本
法
に
お
け
る
信
頼
利
益
賠
償
は
、
契
約
締
結
上
の
過
失
な
ど
の
制
度
を
用
い
て
通
常
の
損
害
賠
償
の
枠
組
み
で
実
現
さ
れ
て
い
る
た
め
、
ド

２１６

イ
ツ
法
の
よ
う
に
無
過
失
の
損
害
賠
償
責
任
が
定
め
ら
れ
る
場
合
と
は
異
な
る
（
第
四
章
第
三
節
第
二
款
参
照
）。

（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
五
款
ⅱ
参
照
。

２１７
（　

）　

注　

参
照
。

２１８

１５

（　

）　

た
だ
し
、
消
費
さ
れ
て
い
な
い
経
費
に
つ
い
て
は
、
填
補
の
対
象
と
な
る
こ
と
が
検
討
さ
れ
る
。

２１９
（　

）　

過
剰
な
費
用
を
問
題
と
す
る
場
合
、
そ
も
そ
も
必
要
の
な
い
費
用
で
あ
る
と
い
う
賠
償
適
格
性
の
段
階
に
お
け
る
審
査
と
、
必
要
性
の
認
め
ら
れ

２２０

る
費
用
で
あ
る
が
内
容
面
で
過
剰
で
あ
る
と
い
う
賠
償
範
囲
の
問
題
に
帰
着
す
る
場
合
が
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
う
ち
、
後
者
に
つ
い
て
は
、
過
剰
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な
費
用
で
は
な
く
、
有
益
な
費
用
と
し
て
、
目
的
物
の
価
値
増
加
と
関
係
の
な
い
部
分
に
つ
い
て
過
剰
で
あ
り
賠
償
さ
れ
な
い
と
扱
う
べ
き
こ
と

に
な
る
。

（　

）　

収
去
で
き
る
の
に
し
な
か
っ
た
場
合
、
た
と
え
ば
追
加
設
備
を
取
り
外
し
て
売
却
す
る
な
ど
し
な
か
っ
た
こ
と
が
、
損
害
軽
減
義
務
に
抵
触
す
る

２２１

の
か
否
か
は
な
お
問
題
と
な
り
う
る
。

　
　
　
　

こ
の
点
、
解
除
に
と
も
な
う
相
互
の
返
還
関
係
に
お
い
て
、
原
状
に
よ
る
返
還
を
厳
密
に
理
解
す
る
な
ら
ば
、
目
的
物
へ
の
価
値
増
加
を
と
も

な
う
出
捐
で
あ
っ
て
も
、
常
に
収
去
の
対
象
と
な
る
。
こ
の
見
解
に
従
え
ば
、
こ
の
類
型
に
お
け
る
有
益
費
型
の
支
出
賠
償
請
求
権
は
常
に
排
除

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（D

an
iel
M
atth
ias
K
lo
ck
e,
A
u
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en
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u
n
g
en
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2014,

1047,
1053f.

 
 
                   
）。

（　

）　

こ
の
点
は
、
債
務
法
改
正
前
に
収
益
性
の
推
定
に
よ
っ
て
考
え
ら
れ
て
い
た
内
容
と
共
通
す
る
。

２２２
（　

）　

こ
の
類
型
に
お
い
て
、
予
定
さ
れ
た
期
間
を
超
過
し
、
す
で
に
目
的
物
に
対
し
て
行
わ
れ
た
支
出
の
価
値
が
消
費
し
尽
く
さ
れ
て
い
た
場
合
に
は
、

２２３

残
存
価
値
が
な
い
と
し
て
賠
償
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

（　

）　

た
だ
し
、
衡
平
性
要
件
を
用
い
て
賠
償
範
囲
の
制
限
を
行
っ
た
連
邦
裁
判
所
判
決
は
ま
だ
存
在
し
な
い
。

２２４
（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
四
款
ⅱ
参
照
。

２２５
（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
四
款
ⅱ
参
照
。

２２６
（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
五
款
ⅱ
参
照
。

２２７
（　

）　

第
三
章
第
二
節
第
五
款
ⅰ
参
照
。

２２８
（　

）　

具
体
的
に
は
、
観
念
的
目
的
を
追
求
す
る
た
め
に
逸
失
利
益
を
見
積
も
る
こ
と
が
で
き
な
い
か
、
あ
る
い
は
わ
ず
か
な
金
額
と
し
か
評
価
で
き
な

２２９

い
よ
う
な
場
合
に
、
そ
れ
に
か
え
て
、
現
実
に
投
下
し
た
金
銭
を
回
復
す
る
と
い
う
場
合
が
想
定
で
き
る
。

第
六
章　

お
わ
り
に

　

第
一
節　

ド
イ
ツ
法
の
到
達
点
と
残
さ
れ
た
課
題

　

本
稿
で
は
、
ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
支
出
概
念
の
整
理
お
よ
び
、
そ
こ
か
ら
導
か
れ
る
損
害
賠
償
範
囲
の
確
定
準
則
に
つ
い
て
検
討
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を
行
っ
た
。
ド
イ
ツ
に
お
け
る
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
と
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ま
で
保
護
さ
れ

て
い
な
か
っ
た
領
域
に
賠
償
を
認
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
民
法
典
二
八
四
条
の
創
設
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
の
判
例
が

形
成
し
て
き
た
収
益
性
の
推
定
の
法
理
を
超
え
て
、
客
観
的
に
給
付
利
益
の
額
を
確
定
し
え
な
い
契
約
に
つ
い
て
も
、
契
約
不
実
現

に
対
す
る
救
済
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
ま
た
同
時
に
、
こ
れ
ま
で
そ
の
他
の
制
度
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
て
き
た

出
捐
の
填
補
に
つ
い
て
、
支
出
賠
償
と
い
う
選
択
肢
を
付
与
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
賠
償
方
法
の
複
線
化
を
承
認
す
る
と
し
て
も
、
債
権
者
の
損
害
賠
償
方
法
の
選
択
次
第
で
、
過
剰
な
補
償

を
認
め
る
こ
と
に
な
る
こ
と
は
回
避
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
こ
れ
ま
で
の
賠
償
方
法
に
よ
る
場
合
の
賠
償
範
囲
と
の
整
合

性
も
考
慮
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
、
裁
判
例
上
も
、
支
出
賠
償
請
求
権
の
各
要
件
に
お
い
て
賠
償
範
囲
を
調
整
す
る
な
ど
、
現
実

に
行
わ
れ
た
支
出
額
が
そ
の
ま
ま
賠
償
額
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
事
例
が
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
損
害
賠
償

額
を
限
定
す
る
た
め
に
、
学
説
上
は
、
支
出
、
目
的
の
挫
折
、
衡
平
性
の
各
要
件
で
そ
れ
ぞ
れ
議
論
が
行
わ
れ
て
き
て
お
り
、
民
法

典
二
八
四
条
の
枠
内
に
お
い
て
は
、
理
論
的
に
一
応
の
基
準
が
形
成
さ
れ
つ
つ
あ
る
と
い
え
よ
う
。
他
方
、
売
買
に
お
け
る
瑕
疵
担

保
法
の
議
論
を
除
き
、
固
有
の
請
求
権
根
拠
規
定
を
有
す
る
他
の
法
分
野
か
ら
民
法
典
二
八
四
条
と
の
関
係
を
検
討
す
る
研
究
は
少

な
く
、
民
法
典
二
八
四
条
の
法
理
を
他
の
法
領
域
に
一
般
化
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
は
未
だ
検
討
の
余
地
が
残
さ
れ
る
。
反

対
に
、
他
分
野
に
お
け
る
議
論
は
、
固
有
の
請
求
権
根
拠
条
文
と
そ
れ
を
基
礎
付
け
る
法
思
想
に
違
い
は
あ
る
も
の
の
、
支
出
賠
償

に
よ
っ
て
損
失
も
利
得
も
生
じ
さ
せ
な
い
と
い
う
点
で
は
共
通
性
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
か
ら
、
民
法
典
二
八
四
条
に
お
け
る
賠

償
範
囲
を
確
定
す
る
際
に
も
考
慮
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

ド
イ
ツ
の
裁
判
例
に
お
い
て
は
、
立
法
当
初
に
想
定
さ
れ
て
い
た
範
囲
を
超
え
て
、
支
出
賠
償
請
求
権
に
よ
っ
て
解
決
を
図
る 

が
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
お
り
、
統
一
的
な
条
文
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
類
型
ご
と
に
賠
償
範
囲
確
定
の
規
律
が
必
要

 
（　

）
２３０
事
例
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と
な
る
状
況
で
あ
る
と
い
え
る
。
そ
の
意
味
で
は
、
損
害
を
ど
の
よ
う
に
確
定
し
て
い
く
の
か
と
い
う
問
題
と
同
様
に
、
支
出
賠
償

請
求
権
に
お
い
て
も
支
出
概
念
お
よ
び
賠
償
範
囲
確
定
の
規
律
を
整
理
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　

ド
イ
ツ
民
法
典
に
お
い
て
創
設
さ
れ
た
支
出
賠
償
請
求
権
は
、
損
害
賠
償
法
に
お
い
て
支
出
が
ど
の
よ
う
に
扱
わ
れ
る
べ
き
で
あ

る
の
か
と
い
う
問
題
を
浮
き
彫
り
に
し
た
。
し
か
し
、
立
法
時
に
は
想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
事
例
を
も
包
摂
す
る
こ
と
に
な
っ
た

た
め
に
、
全
て
を
単
一
の
要
件
お
よ
び
効
果
と
し
て
把
握
す
る
こ
と
が
困
難
に
な
っ
た
と
い
え
よ
う
。
そ
し
て
こ
の
困
難
を
克
服
し

よ
う
と
す
る
試
み
は
、
損
害
賠
償
法
に
よ
っ
て
何
が
保
護
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
の
か
を
探
求
す
る
作
業
で
あ
り
、
本
稿
に
お
い
て
も

四
つ
の
類
型
に
分
か
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
賠
償
範
囲
を
確
定
す
る
基
準
が
あ
る
こ
と
を
検
討
し
て
き
た
。
ド
イ
ツ
損
害
賠
償
法
で
支
出

賠
償
が
最
初
に
論
じ
ら
れ
た
と
き
か
ら
指
摘
さ
れ
て
い
た
無
制
限
な
損
害
賠
償
範
囲
の
拡
張
と
い
う
懸 

対
し
、
損
害
賠
償
で
は

な
く
支
出
賠
償
を
選
択
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ど
こ
ま
で
保
護
を
広
げ
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
限
界
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と

が
今
後
の
課
題
と
な
ろ
う
。

　

最
後
に
、
ド
イ
ツ
法
上
残
さ
れ
た
課 

し
て
、
二
点
挙
げ
る
。

　

第
一
に
、
ド
イ
ツ
民
法
典
に
お
い
て
支
出
と
い
う
統
一
概
念
を
定
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
な
お
明

ら
か
で
は
な
い
。
損
害
概
念
と
区
別
す
る
た
め
に
、
自
由
意
思
に
よ
る
財
産
上
の
出
捐
と
定
義
す
る
こ
と
は
で
き
る
と
し
て
も
、
も

っ
ぱ
ら
区
別
と
し
て
の
概
念
と
な
り
、
賠
償
さ
れ
る
か
ど
う
か
は
そ
れ
ぞ
れ
の
規
律
に
固
有
な
評
価
が
さ
ら
に
必
要
と
な
る
た
め
に
、

そ
こ
か
ら
賠
償
範
囲
が
明
ら
か
と
な
る
も
の
で
は
な
く
、
民
法
典
二
八
四
条
以
外
の
規
律
と
整
合
的
な
理
解
を
形
成
で
き
る
わ
け
で

も
な 

　

第
二
に
、
支
出
賠
償
を
定
め
る
請
求
権
根
拠
規
定
と
し
て
想
定
さ
れ
る
委
任
法
に
お
け
る
支
出
賠
償
請
求
権
や
、
い
わ
ゆ
る
信
頼

損
害
と
し
て
扱
わ
れ
る
賠
償
請
求
権
の
準
則
、
所
有
占
有
関
係
の
規
律
は
、
そ
れ
ぞ
れ
固
有
の
内
容
を
有
し
て
お
り
、
い
ず
れ
か
一

（　

）
２３１念
に

（　

）
２３２題
と

（　

）
２３３い
。
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つ
の
法
思
想
が
民
法
典
の
支
出
賠
償
制
度
に
一
般
化
さ
れ
る
と
い
う
段
階
に
も
至
っ
て
い
な
い
。

　

こ
の
二
点
は
、
今
後
民
法
典
二
八
四
条
の
支
出
賠
償
が
展
開
さ
れ
、
そ
の
外
縁
を
確
定
し
て
い
く
た
め
に
は
、
避
け
る
こ
と
が
で

き
な
い
議
論
で
あ
る
。

　

第
二
節　

日
本
法
に
お
け
る
支
出
賠
償
の
規
律

　

我
が
国
の
損
害
賠
償
制
度
に
お
い
て
、
支
出
賠
償
請
求
権
が
解
釈
論
上
ど
の
よ
う
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
か
と
い
え
ば
、
ド
イ
ツ
の

一
部
学
説
で
も
同
様
の
性
質
論
が
あ
っ
た
よ
う
に
、
損
害
賠
償
範
囲
の
算
定
基
準
と
し
て
機
能
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
に
よ
り
、

こ
れ
ま
で
相
当
性
の
基
準
の
み
で
決
定
さ
れ
て
い
た
支
出
を
損
害
項
目
と
す
る
賠
償
範
囲
の
確
定
基
準
、
と
り
わ
け
契
約
が
解
除
さ

れ
た
場
合
の
清
算
関
係
は
再
構
成
さ
れ
る
こ
と
に
な 

典
型
的
に
考
え
ら
れ
る
事
例
と
し
て
は
、
売
買
契
約
の
買
主
か
ら
の
解
除

の
場
合
、
解
除
に
基
づ
く
原
状
回
復
と
し
て
目
的
物
の
返
還
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
代
金
を
返
還
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
れ
と
同

時
に
、
目
的
物
に
対
し
て
投
下
さ
れ
た
支
出
が
賠
償
の
対
象
と
し
て
把
握
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
具
体
的
に
は
目
的
物
の
引
渡
後
、

解
除
ま
で
の
期
間
に
、
目
的
物
の
維
持
に
か
か
っ
た
経
費
や
目
的
物
の
価
値
を
増
加
さ
せ
る
よ
う
な
支 

対
象
と
な
る
。

　

ま
た
、
履
行
に
か
わ
る
損
害
賠
償
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
填
補
賠
償
の
対
象
と
な
る
履
行
利
益
の
額
が
確
定
で
き
な
い
か
、
あ

る
い
は
履
行
利
益
の
額
を
超
え
る
支
出
が
な
さ
れ
た
場
合
に
、
支
出
の
額
を
も
っ
て
債
権
者
の
保
護
を
図
る
と
い
う
新
た
な
保
護
領

域
を
も
た
ら
す
こ
と
に
な
る
。
た
だ
し
、
現
在
も
な
お
潜
在
的
に
前
提
と
さ
れ
て
い
る
で
あ
ろ
う
損
害
賠
償
法
上
の
思
想
、
す
な
わ

ち
、
契
約
で
約
束
さ
れ
た
履
行
利
益
以
上
の
損
害
賠
償
は
原
則
と
し
て
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
考
え
方
は
、
観
念
的
目

的
が
追
求
さ
れ
る
場
合
の
支
出
賠
償
請
求
権
が
克
服
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
議
論
で
あ
る
。

　

日
本
法
上
、
ド
イ
ツ
で
論
じ
ら
れ
て
き
た
支
出
賠
償
の
問
題
の
一
部
、
た
と
え
ば
、
契
約
前
に
行
わ
れ
た
支
出
に
つ
い
て
は
契
約

（　

）
２３４る
。

（　

）
２３５出
が
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締
結
上
の
過
失
と
し
て
、
原
状
回
復
的
損
害
賠
償
と
い
う
形
で
保
護
さ
れ
る
取
り
扱
い
が
確
立
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
支
出
賠
償

の
問
題
を
論
じ
る
に
際
し
て
は
、
既
存
の
法
理
で
は
解
決
が
難
し
い
と
さ
れ
る
事
例
群
と
、
す
で
に
一
定
の
規
律
が
確
立
さ
れ
た
領

域
と
の
両
者
を
統
合
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
、
な
お
検
討
を
要
す
る
課
題
で
あ
る
。

（　

）　

第
三
章
第
一
節
第
三
款
参
照
。
特
に
ⅲ
の
契
約
利
益
類
型
に
お
い
て
顕
著
で
あ
ろ
う
。

２３０
（　

）　

拙
稿
「
支
出
賠
償
の
現
状
と
課
題
」（
前
掲
注　

）
四
六
頁
以
下
参
照
。

２３１

２４
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（　

）　

本
稿
に
お
い
て
比
較
の
対
象
と
し
た
ド
イ
ツ
民
法
典
に
お
け
る
各
種
の
出
捐
に
関
す
る
賠
償
制
度
は
、
そ
れ
ぞ
れ
固
有
の
議
論
を
有
し
て
い
る
が
、

２３２

一
般
論
と
し
て
検
証
す
る
に
と
ど
ま
り
個
別
の
議
論
を
参
照
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。

（　

）　

一
般
的
な
教
科
書
で
も
、
民
法
典
二
八
四
条
と
、
民
法
典
六
七
〇
条
、
六
八
三
条
は
同
じ
支
出
（A

u
fw
en
d
u
n
g
en

 
 
  
  
 
 
 
 
  

）
と
い
う
文
言
を
用
い
な
が

２３３

ら
、
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
支
出
の
定
義
を
行
っ
て
お
り
、
例
え
ば
労
働
給
付
が
支
出
に
含
ま
れ
る
か
否
か
な
ど
具
体
的
な
結
論
に
お
い
て
も
差
異
を

生
じ
さ
せ
て
い
る
。

（　

）　

不
法
行
為
法
に
お
い
て
は
、
契
約
法
上
の
損
害
賠
償
と
同
様
に
相
当
性
の
基
準
で
判
断
さ
れ
て
き
た
事
例
の
ほ
か
、
慰
謝
料
に
埋
没
さ
せ
ら
れ
て

２３４

い
た
事
例
群
に
つ
い
て
も
、
算
定
基
準
と
し
て
機
能
す
る
こ
と
に
な
る
。

（　

）　

目
的
物
の
価
値
を
増
加
さ
せ
る
支
出
に
つ
い
て
は
、
原
状
回
復
と
し
て
価
値
を
増
加
さ
せ
な
い
状
態
、
す
な
わ
ち
支
出
に
よ
る
増
加
分
を
撤
去
し

２３５

て
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
目
的
物
と
分
離
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
、
あ
る
い
は
経
済
的
に
事
実
上
困
難
と

な
る
と
き
に
は
、
支
出
賠
償
請
求
権
が
認
め
ら
れ
、
有
益
費
償
還
請
求
権
と
競
合
す
る
こ
と
に
な
る
。
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